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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２０年１１月１９日（水）午前１０時　　　　開会

　　　　　　　　　　　　　　午後　５時１５分　散会

１．場所

大会議室

１．出席委員
委 員 長
 野口　博 
 副委員長
 川端福江 
 委　　員
 三好義治
委　　員
 弘　　

豊
 委　　員
 山本善信 
 委　　員
 三宅秀明

１．欠席委員
なし

１．説明のため出席した者
市　長　森山一正
 副市長　小野吉孝
市長公室長　寺田正一
 同室次長　有山　泉
 同室参事　吉田和生
同室参事兼人権室長兼人権推進課長　藤原堅太郎
 秘書課長　井口久和
同課参事　橋本英樹
 人事課長　山本和憲
 同課参事　石原幸一郎
政策推進課長　山口　猛
 同課参事　小矢田博子
 同課参事　工藤正巳

人権室人権推進課参事　林　彰彦　　人権室女性政策課長　牛渡長子
総務部長　奥村良夫
 同部次長兼総務防災課長　杉本正彦
同部参事兼財政課長　宮部善隆　　同部参事兼市民税課長　寺本敏彦
総務防災課参事　小原幹雄
 法制文書課長　奥　幸市
 情報政策課長　東角泰典
市民税課参事　柳瀬順一
 固定資産税課長　入倉修二
 同課参事　中西利之
納税課長　布川　博
 同課参事　高元譲二
 工事検査室長　角田猛志
同室参事　亀尾　豊
会計管理者　小寺芳政
 会計室長　寺西義隆
監査委員、選挙管理・公平・固定資産評価審査委員会事務局長　南野邦博
同局次長　豊田拓夫

消防長　石田喜好
 消防本部次長兼消防署長　浜崎健児
同本部参事兼総務課長　北居　一　同課参事　明原　修
 予防課長　森　一男
警備第１課長　本山　勝
 同課参事　熊野　誠
 警備第２課長　樋上繁昭

　　同課参事　納屋浩二

１．出席した議会事務局職員
事務局次長　野杁雄三
 同局参事　池上　彰

１．審査案件（審査順）
認定第１号　平成１９年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分
認定第５号　平成１９年度摂津市財産区財産特別会計歳入歳出決算認定の件
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（午前１０時　開会）

○野口博委員長　ただいまから総務常任

委員会を開会いたします。

　理事者からあいさつを受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。

　本日はお忙しい中、総務常任委員会を

お持ちいただきまして大変ありがとうご

ざいます。

　野口委員長さん、川端副委員長さん、

ご就任おめでとうございます。また、各

委員さんには、１年間いろいろとお世話

になりますが、よろしくお願いいたしま

す。

　本日は、平成１９年度の摂津市一般会

計の歳入歳出決算認定の件の所管分のほ

か１件についてご審査をお願いすること

になりますが、どうぞ慎重審査の上、ご

認定いただきますよう、よろしくお願い

いたします。

　一たん退席いたしますので、どうぞよ

ろしくお願いいたします。

○野口博委員長　あいさつが終わりまし

た。

　本日の委員会記録署名委員は、川端委

員を指名します。

　審査の順序につきましては、まず最初

に認定第１号所管分、次に認定第５号を

行うことに異議ありませんか。


（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　異議なしと認め、その

ように決定いたします。

　暫時休憩します。

（午前１０時１分　休憩）


（午前１０時２分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　認定第１号所管分の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　奥村総務部長。

○奥村総務部長　それでは、認定第１号、

平成１９年度摂津市一般会計歳入歳出決

算のうち、総務部等に係る部分につきま

して、目を追って主なものについて補足

説明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、決算書の

２８ページ、款１、市税、項１、市民税、

目１、個人は、前年度に比べ１９．９％、

７億４，８２０万４，５０４円の増額と

なっております。これは、税源移譲によ

り個人所得割が増額となったことによる

ものでございます。

　目２、法人は、前年度に比べ５．４％、

１億４，９６４万９，７８６円の増額と

なっております。これは、一部主要企業

の収益好調により、法人税割が増額となっ

たことによるものでございます。

　項２、固定資産税、目１、固定資産税

は、前年度に比べ０．８％、６，５８７

万３７５円の増額となっております。こ

れは、家屋の新増築や償却資産の増加に

よるものでございます。

　項３、軽自動車税、目１、軽自動車税

は、前年度に比べ５．８％、４１９万９，

０７５円の増額となっております。

　項４、市たばこ税、目１、市たばこ税

は、前年度に比べ５．４％、１億１，０

４５万４，９５２円の減額となっており

ます。

　項５、都市計画税、目１、都市計画税

は、前年度に比べ０．４％、７１８万６，

４７４円の増額となっております。

　３０ページ、款２、地方譲与税、項１、

自動車重量譲与税、目１、自動車重量譲

与税は、前年度に比べ０．９％、１２７

万３，０００円の減額となっております。

　項２、地方道路譲与税、目１、地方道

路譲与税は、前年度に比べ０．５％、２

４万３，０００円の減額となっておりま

す。

　款３、利子割交付金、項１、利子割交
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付金、目１、利子割交付金は、前年度に

比べ３０．８％、１，９７６万４，００

０円の増額となっております。

　款４、配当割交付金、項１、配当割交

付金、目１、配当割交付金は、前年度に

比べ１１．６％、７６９万６，０００円

の増額となっております。

　款５、株式等譲渡所得割交付金、項１、

株式等譲渡所得割交付金、目１、株式等

譲渡所得割交付金は、前年度に比べ１３．

０％、６７８万５，０００円の減額となっ

ております。

　款６、地方消費税交付金、項１、地方

消費税交付金、目１、地方消費税交付金

は、前年度に比べ１．３％、１，２４５

万６，０００円の減額となっております。

　款７、ゴルフ場利用税交付金、項１、

ゴルフ場利用税交付金、目１、ゴルフ場

利用税交付金は、前年度に比べ４．６％、

１２万６，１５０円の増額となっており

ます。

　款８、自動車取得税交付金、項１、自

動車取得税交付金、目１、自動車取得税

交付金は、前年度に比べ１５．２％、３，

０２２万７，０００円の減額となってお

ります。

　３２ページ、款９、地方特例交付金、

項１、地方特例交付金、目１、地方特例

交付金は、前年度に比べ８９．５％、３

億６，３８１万６，０００円の減額となっ

ております。これは、減税補てん特例交

付金が廃止されたことによるものでござ

います。

　項２特別交付金、目１、特別交付金は、

収入済額６，４３８万７，０００円となっ

ております。これは、平成１８年度をもっ

て廃止された減税補てん特例交付金の減

収に対し激変緩和措置として創設された

ものでございます。

　款１０、地方交付税、項１、地方交付

税、目１、地方交付税は、前年度に比べ

２１．９％、６，３４７万９，０００円

の減額となっております。

　款１１、交通安全対策特別交付金、項

１、交通安全対策特別交付金、目１、交

通安全対策特別交付金は、前年度に比べ

０．５％、９万８，０００円の増額となっ

ております。

　３４ページ、款１３、使用料及び手数

料、項１、使用料、目１、総務使用料は、

庁舎施設等使用料が収入されております。

　３６ページ、項２、手数料、目１、総

務手数料は、税務諸証明手数料、税務督

促手数料が収入されております。

　５２ページ、款１５、府支出金、項３、

委託金、目１、総務費委託金は、府税徴

収事務委託金が収入されております。

　５４ページ、款１６、財産収入、項１、

財政運用収入、目１、財産貸付収入は、

土地貸付収入でございます。

　目２、利子及び配当金は、財政調整基

金などの各種基金利子収入でございます。

　５６ページ、項２、財産売払収入、目

１、不動産売払収入は、土地売払収入で

ございます。

　款１７、寄附金、項１、寄附金、目１、

寄附金は、競艇寄附金、一般寄附金が収

入されております。

　款１８、繰入金、項１、特別会計繰入

金、目１、財産区財産特別会計繰入金は、

市場池などの貸付収入の一部などで１，

２０５万７，６００円の繰り入れとなっ

ております。

　５８ページ、款１９、諸収入、項１、

延滞金、加算金及び過料、目１、延滞金

は、市税延滞金となっております。

　項２、市預金利子、目１、市預金利子

は、歳計現金に係る預金利子でございま

す。

　項４、雑入、目１、雑入の主なものに
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つきましては、大阪府市町村振興協会交

付金、水道事業会計からの収入などでご

ざいます。

　続きまして、６８ページ、款２０、市

債、項１、市債につきましては、目２、

土木歳は借換債、目３、教育債は、小学

校校舎整備事業債、借換債など、目４、

臨時財政対策債は、普通交付税の不足分

の振替として起債したものとなっており

ます。

　７０ページ、款２１、繰越金、項１、

繰越金、目１、繰越金は、２億２，５０

７万７，１３９円で、その内訳は、繰越

事業充当財源が１，９２６万１，０００

円、平成１８年度決算剰余金が２億５８

１万６，１３９円となっております。

　続きまして、歳出でございますが、７

６ページからの款２、総務費、項１、総

務管理費、目１、一般管理費の主なもの

につきましては、８０ページ、節１１、

需用費のうち消耗品費、総務防災課分は、

市全体の一般事務用品の購入経費など、

また法制文書課分は、印刷用紙などでご

ざいます。

　８２ページ、節１２、役務費のうち通

信運搬費、情報政策課分は、インターネッ

トに係る通信経費などでございます。

　節１３、委託料は、市例規集委託料な

どを、節１４、使用料及び賃借料は、Ｏ

Ａ機器の借上料などを執行しております。

　８４ページ、節１９、負担金、補助及

び交付金は、電子自治体推進協議会負担

金及び土地開発公社補給金を執行いたし

ております。

　８６ページ、節２８、繰出金、財政課

分は、児童手当に係る水道事業会計への

繰出金を執行いたしております。

　目２、文書広報費のうち総務部等に係

ります主なものは、節１２、役務費で、

市全体の郵送料などの通信運搬費を執行

いたしております。

　８８ページ、目３、会計管理費は、会

計室の出納事務に係る経費でございます。

　目４、財産管理費は、庁舎や車両の維

持管理経費などを執行いたしております。

その主なものといたしましては、節１３、

委託料で、庁舎清掃管理業務、庁舎総合

管理などの委託経費を執行しております。

　９２ページ、目１０、電子計算費は、

９４ページ、節１３、委託料で、システ

ム支援委託料やシステム移行委託料など

を、節１４、使用料及び賃借料で、電子

計算機レンタル料や固定資産評価システ

ム借上料などを執行いたしております。

　１０２ページ、目１７、財政調整基金

費から目２０、土地開発基金費までの各

基金費につきましては、剰余金、利子等

をそれぞれの基金に積み立てたものでご

ざいます。

　項２、徴税費につきましては、目１、

税務総務費から１０６ページ、目２、賦

課徴収費で、税務事務に関する経費を執

行いたしております。

　次に、２０８ページでございます。

　款８、消防費、項１、消防費、目４、

災害対策費では、防災資機材の整備のほ

か、防災無線システム、防災演習など、

防災対策に係る経費を執行いたしており

ます。

　続きまして、２５４ページでございま

す。

　款１０、公債費、項１、公債費、目１、

元金は、前年度に比べ９．９％、４億３，

６２０万６，２８８円の減額となってお

ります。

　なお、借換債を除く実質ベースでは、

前年度に比べ１１．７％、４億５，４５

０万６，２８８円の減額となっておりま

す。

　目２、利子では、前年度に比べ８．５
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％、６，７９８万５，３２６円の減額と

なっております。

　款１１、諸支出金、項２、繰出金、目

１、公共施設整備基金繰出金につきまし

ては、公共施設整備基金からの借入金に

係る元金償還金及び利子償還金でござい

ます。

　款１２、予備費、項１、予備費、目１、

予備費につきましては、８７４万６，１

０１円を充当いたしております。

　その内容は、款２、総務費、項２、徴

税費、目１、税務総務費で、法人市民税

還付金に５００万円、款７、土木費、項

２、道路橋梁費、目１、道路橋梁総務費

で、訴訟に係る弁護士委託料に１２６万

円、款９、教育費、項２、小学校費、目

１、学校管理費で、小学校漏水に係る修

繕料に１２２万６，４００円、項２、中

学校費、目１、学校管理費で、中学校漏

水に係る修繕料に１２５万９，７０１円

を充当いたしております。

　以上、総務部等の所管いたします決算

内容の補足説明とさせていただきます。

○野口博委員長　それでは、続きまして

寺田市長公室長。

○寺田市長公室長　それでは、引き続き

まして、平成１９年度摂津市一般会計歳

入歳出決算のうち、市長公室に係る部分

につきまして、目を追って主なものにつ

いて補足説明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、一般会計

歳入歳出決算書３４ページ、款１３、使

用料及び手数料、項１、使用料、目１、

総務使用料、男女共同参画センター使用

料は、摂津市立男女共同参画センター・

ウィズせっつの施設使用料でございます。

　４４ページ、款１４、国庫支出金、項

３、委託金、目１、総務費委託金、統計

調査費委託金は、商業統計調査や工業統

計調査などに係る委託金でございます。

　４８ページ、款１５、府支出金、項２、

府補助金、目１、総務費府補助金、人権

相談事務費補助金は、人権相談員等に係

る補助金でございます。

　５２ページ、項３、委託金、目１、総

務費委託金、人権啓発活動委託金は、人

権啓発活動事業全般に係る事業委託金で

ございます。

　５６ページ、款１７、寄附金、項１、

寄附金、目１、寄附金、寄附金は、人権

推進課で収入したものでございます。

　５８ページ、款１９、諸収入、項４、

雑入、目１、雑入、雑収入は、秘書課分

として平成１８年度から市広報紙に広告

を掲載いたしました広告掲載収入でござ

います。

　人事課分として、臨時非常勤職員等雇

用保険個人掛金は事務処理上、市が保険

料を一括して支払うため、対象者から個

別に徴収しました掛金を収入としたもの

でございます。

　退職手当水道事業会計負担金は、退職

手当を一般会計と水道事業会計との勤続

年数で按分し、精算したもので、昨年よ

り５，４０８万２，７２７円の増収とな

りましたのは、平成１９年度は１２名が

該当しており、昨年度より５名の増加が

あったことによるものでございます。

　派遣職員給与等負担金は、大阪府後期

高齢者医療広域連合との派遣職員の取り

扱いに関する協定書に基づき、同広域連

合により派遣職員の給与等を負担いただ

いたものでございます。

　職員手当等返還金は、主に休日勤務手

当の返還金を収入したものでございます。

　なお、雑収入には、ほかに政策推進課、

女性政策課に係る収入がございます。

　次に、歳出でございますが、一般会計

全体に係ります人件費関係の決算でござ

いますが、決算概要２０ページの給与費
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決算額調書に記載いたしておりますとお

り、平成１９年度に支出いたしました給

与費の総額は７１億３，８３４万３，１

７４円で、前年度に比べ１．９％、１億

２，９６７万８，８１２円の増額となっ

ております。

　給与費の内訳といたしまして、報酬で

２億８，００７万８，８４５円、給料で

２７億９，６４６万１，７２５円、職員

手当等で３２億１，３２９万３，６０３

円、共済費で８億４，８５０万９，００

１円の執行となっております。

　そのうち報酬では、前年度に比べ２．

４％、６８０万５５円の減少となってお

りますが、これは一部の報酬で増加した

ものの、市議会議員数が前年度の２３名

から２１名となったことにより、議員報

酬が１，２８０万２，８１７円の減少と

なったことが主な要因でございます。

　給料では、前年度に比べ２．８％、８，

０３４万２，５５１円の減少となってお

りますが、これは退職不補充等による職

員数の減員が主な要因でございます。

　職員手当等では、前年度に比べ７．６

％、２億２，７４８万１，０７６円の増

額となっておりますが、これは平成１９

年度から団塊世代の職員の退職が始まり、

退職手当が１１億８，８２２万７，３２

１円の執行で、前年度に比べ２６．６％、

２億４，９５６万３，３８４円の増額と

なったことが主な要因でございます。

　なお、平成１９年度の退職者は４５名

で、前年度に比べ５名の増加となってお

ります。

　次に、人件費以外の内容を一般会計歳

入歳出決算書によりご説明を申し上げま

す。

　歳出の主なものといたしましては、決

算書７８ページ、款２、総務費、項１、

総務管理費、目１、一般管理費、報償費

では、人事課分として職員研修の講師費

用を支出したものでございます。

　８０ページ、需用費及び役務費につき

ましては、業務執行上必要な経費として

支出したものであり、いずれも必要性を

十分精査し、執行に努めてまいったとこ

ろでございます。

　委託料につきましては、秘書課分とし

て、派遣職員による秘書業務委託料、人

事課分として、係長級昇任試験等の試験

問題作成委託料、職員の健康管理に係る

職員健康診断委託料や管理職養成等研修

委託料を支出いたしております。

　８４ページ、負担金、補助及び交付金

の主なものといたしましては、人事課に

係る職員の教養研修費負担金と職員厚生

会補助金でございます。

　８６ページ、目２、文書広報費では、

秘書課分の主なものといたしまして、

「広報せっつ」及び「お知らせ版」の発

行に係る経費のほか、平成１９年７月か

ら始めた「お知らせ版」の全戸配布に係

る広報紙配布経費や、利用しやすく、ア

クセシビリティへの対応と、より見やす

く情報を探しやすいページを目指して、

ホームページを全面的にリニューアルし

た経費でございます。

　９０ページ、目６、企画費につきまし

ては、政策推進課の事務執行に係る経費

でございます。

　次に、９４ページ、目１２、女性政策

費、報償費につきましては、大阪人間科

学大学、大阪薫英女子短期大学のご協力

のもとに実施しておりました「せっつ女

性大学」や市民参画いただいております

「女性政策推進市民懇話会」等に係る経

費でございます。

　このほか、男女共同参画社会を目指す

ための経費が主なものでございます。

　また、９６ページ、目１３、男女共同
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参画センター費につきましては、摂津市

立男女共同参画センター・ウィズせっつ

の管理、運営に係る経費でございます。

　１００ページ、目１６、諸費は、人権

啓発等に係る経費でございます。そのう

ち主なものといたしましては、負担金、

補助及び交付金で、摂津市人権協会補助

金、財団法人大阪府人権協会分担金を執

行いたしております。

　１１８ページ、項５、統計調査費、目

１、統計調査総務費は、統計に係る一般

事務経費でございます。

　また、目２、指定統計調査費は、統計

法に基づき実施した統計調査に係る経費

でございます。そのうち平成１９年度の

主なものといたしましては、商業統計調

査や工業統計調査などに係る経費でござ

います。

　以上、市長公室の所管いたします決算

内容の補足説明とさせていただきます。

○野口博委員長　続きまして、石田消防

長。

○石田消防長　それでは、引き続き認定

第１号、平成１９年度摂津市一般会計歳

入歳出決算のうち、消防本部所管事項に

つきまして、目を追ってその主なものに

ついて補足説明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、決算書４

０ページ、款１３、使用料及び手数料、

項２、手数料、目５、消防手数料は、危

険物設置許可及び検査並びにり災証明書

発行等の手数料でございます。

　５２ページ、款１５、府支出金、項２、

府補助金、目７、消防費府補助金は、大

阪航空消防運営費補助金でございます。

　６６ページ、款１９、諸収入、項４、

雑入、目１、雑入の消防団員退職報償費

は、８名の退職報償金、近畿道救急業務

実施市町村交付金は、近畿自動車道救急

出動等交付金でございます。

　次に、歳出でございますが、概要につ

きましては、決算概要１２３ページから

１２８ページにかけ記載しておりますの

で、あわせてご参照願います。

　決算書２０２ページ、款８、消防費、

項１、消防費、目１、常備消防費、節９、

旅費は、消防大学校、大阪府立消防学校

等への職員研修派遣に係る普通旅費等で

ございます。

　節１１、需用費は、消防活動業務用品、

職員の貸与被服及び緊急情報システム交

換部品等の購入並びに消防車両、消防庁

舎の修繕等維持管理経費でございます。

　節１２、役務費は、一般加入回線及び

専用回線電話代等の通信運搬費、消防活

動用ボンベ検査等の手数料並びに車両の

保険料等でございます。

　２０４ページ、節１３、委託料は、消

防庁舎の清掃、庁舎設備等の保守管理及

び高度救命用資機材保守管理委託等でご

ざいます。

　節１４、使用料及び賃借料は、消防本

部庁舎の土地借上げ、仮眠用寝具借上げ

等でございます。

　節１８、備品購入費は、消防活動用の

ボンベに空気を充てんするため、鳥飼出

張所に配置している高圧ガス製造施設の

更新、１１９番受信の発信地表示システ

ム及び周辺機器の更新に係る経費等でご

ざいます。

　２０６ページ、節１９、負担金、補助

及び交付金は、消防ヘリコプター運営に

係る負担金及び職員教育派遣負担金並び

に消火栓新設・修理負担金等でございま

す。

　続きまして、目２、非常備消防費、節

１、報酬は、３３８名の消防団員報酬で

ございます。

　節８、報償費は、８名の消防団員退職

報償金等でございます。
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　節９、旅費は、火災出動旅費延べ８５

名分及び訓練、歳末非常警戒並びに消防

出初め式等出動に係る費用弁償でござい

ます。

　節１１、需用費は、消防団員の貸与被

服及び消防団活動用品の購入並びに分団

配備の消防車両２９台及び小型動力ポン

プ２３台の維持補修等でございます。

　２０８ページ、工事請負費及び備品購

入費は、ＮＯｘ・ＰＭ法規制対象の市第

一分団配備の消防ポンプ自動車及び分団

配備の小型動力ポンプ４台の更新に係る

経費でございます。

　節１９、負担金、補助及び交付金は、

消防団員等公務災害補償等共済基金の掛

金及び消防団屯所の補修等に対する消防

施設整備費補助金でございます。

　以上、消防本部所管分の補足説明とさ

せていただきます。

○野口博委員長　それでは、南野局長。

○南野監査委員、選挙管理・公平・固定

資産評価審査委員会事務局長　それでは、

認定第１号、平成１９年度摂津市一般会

計歳入歳出決算のうち、公平委員会・固

定資産評価審査委員会・選挙管理委員会

及び監査委員事務局が所管いたしており

ます項目につきまして、目を追って補足

説明をさせていただきます。

　まず、歳入でございますが、４４ペー

ジ、款１４、国庫支出金、項３、委託金、

目１、総務費委託金の選挙費委託金は、

平成１９年７月２９日執行の参議院議員

通常選挙に係る委託金及び在外選挙人名

簿登録事務に係る委託金でございます。

　次に、５４ページ、款１５、府支出金、

項３、委託金、目１、総務費委託金の選

挙費委託金は、平成１９年４月８日執行

の府議会議員選挙に係る委託金で、平成

１８年度に第１回目の交付があり、１９

年度はその精算額として交付された委託

金、並びに平成２０年１月２７日執行の

府知事選挙に係る委託金でございます。

　続きまして、歳出でございますが、９

２ページ、款２、総務費、項１、総務管

理費、目８、公平委員会費及び目９、固

定資産評価審査委員会費につきましては、

各委員への報酬及びその事務的な経費で

ございます。

　次に、１１０ページ、項４、選挙費、

目１、選挙管理委員会費につきましては、

委員の報酬及び事務的な経費でございま

す。

　１１２ページの目２、府議会議員選挙

費につきましては、平成１９年４月８日

執行の府議会議員選挙に係る選挙費用で

ございます。主なものといたしましては、

投票立会人等の報酬や従事者の人件費で、

そのほか、節１３、委託料では、選挙器

具運搬撤去委託料や開票所設営撤去委託

料等となっております。

　１１４ページ、目３、参議院議員通常

選挙費につきましては、平成１９年７月

２９日執行の参議院議員通常選挙に係る

選挙費用でございます。主なものといた

しましては、投票立会人や従事者への人

件費で、そのほか、節１２、役務費では、

入場整理券の郵送料、節１３、委託料で

は、ポスター掲示場設営撤去委託料、節

１８、備品購入費では、投票用紙自動分

類機の選挙器具費となっております。

　１１６ページの目４、府知事選挙につ

きましては、平成２０年１月２７日執行

の府知事選挙に係る選挙費用でございま

す。主なものといたしましては、投票立

会人や従事者への人件費、そのほか、節

１１、需用費では、投開票所の暖房用ス

トーブの灯油代、節１２、役務費では、

投票所の入場整理券の郵送料、節１３、

委託料では、ポスター掲示場設営撤去委

託料等となっております。
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　次に、１２０ページ、項６、監査委員

費、目１、監査委員費につきましては、

委員の報酬及び事務的な経費が主なもの

でございます。

　以上、総合行政委員会に係ります決算

の補足説明とさせていただきます。

○野口博委員長　以上で説明を終わりま

して、これより質疑に入ります。

　弘委員。

○弘豊委員　おはようございます。よろ

しくお願いします。

　私、今回初めての決算審査ということ

で、２００７年度の予算や前年度のさま

ざまな取り組みにつきましては、直接は

一市民の立場でしか知ることができてい

ませんけれども、用意していただきまし

た資料や、これまでの議事録や市民の皆

さん、職員の皆さんから耳にしたことな

ど、その中身で気になることを幾つか質

問であげていきたいと思います。

　まず、その前に、２００７年がどんな

年だったか押さえたいと思います。

　摂津市では、森山市長の３期目で、未

来への投資である「基盤整備と子ども」

をテーマに、予算の重点配分と市政運営

の基本方針を述べられました。

　投資すべきものには投資をと、未来へ

夢つなぐ、そういうことのできる未来投

資型予算の編成ということでありました。

　子ども医療費を４歳未満から５歳未満

に拡大だとか、誕生４カ月後の乳児全員

訪問、また私立の幼稚園３歳児への保護

者補助金、こういうものに対しては、私

どもも歓迎しています。

　しかし、小学校の統廃合に伴う校舎増

改築の進め方や跡地利用にかかわる問題、

基盤整備の点でも、南千里丘や吹田操車

場跡地の開発などの準備、将来の見通し

として、果たして明るい未来に結びつく

のか、これらは疑問であります。

　市長の市政運営の基本の最後の方で述

べられていますが、積極的な情報公開と

アカウンタビリティ、説明責任の向上、

こうしたものを図り、市民の信頼を得る

こととか行政改革を進めることは、行政

に対する市民の信頼を得ること、こう重

ねておっしゃっていることなどを照らし

ても、市民生活にもっと目を向け、声を

聞いて進めることがいったのではないか

とも思います。

　ここ数年来、戦後最長の景気回復が続

き、緩やかではあるが、民間経済の幅広

い分野に影響が及んでいると言われてき

ましたが、実態は、企業の高収益が家計

部門には波及せず、国内の個人消費は低

迷し、また地域間の格差が拡大するなど、

地方経済にとっては非常に厳しい状況と

なっています。

　非正規雇用の拡大や雇用情勢の中から

見ても、国の進める社会保障の連続改悪、

また地方切り捨てとも言える政治状況か

ら言っても、市民の暮らしには深刻な影

を落としているとも言えます。

　そうした下で、市民の命と暮らしを守

ること、住民の福祉の増進を図る地方自

治体の第１の任務、地方自治法の第１条

に記されている立場に改めて立ち返って

いくことが、今、大事ではないかと思っ

ています。

　前置きが長くなりましたが、０７年決

算について、この立場に立って振り返り

たいと思います。

　質問の第１です。税金の問題ですが、

国から地方への税源移譲や定率減税の全

廃などで、市民税の増収が大きく歳入の

増加にかかわっています。

　住民税は一律１０％の税率で、所得税

は４段階から６段階の税率に変更、具体

的には、こうした市・府民税税制改正の

お知らせ、こうしたものも配られて進め
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られているわけですけれども、ここに書

かれているのは、「納税者の負担は変わ

りません」、また「税源移譲で地方は財

源が直接確保できるようになり、住民は

身近でよりよい行政サービスを受けられ

るようになります」という説明がされた

わけです。

　「定率減税と抱き合わせで、実際には

負担増はございます」とここに書かれて

いるわけですけれども、それまでにも配

偶者特別控除の廃止や消費税の免税点の

引き下げ、高齢者への増税など庶民増税

が繰り返されていますが、一連の税制改

悪によって市民の負担がどれだけふえた

のか、とりわけ住民税が非課税だった高

齢者の方で課税に変わった人が何人いらっ

しゃるのか、また年金受給者の中で住民

税非課税の方が何人か、こうしたことを

教えていただきたいと思います。

　二つ目に、同じく税金のことですが、

三位一体の改革で税源移譲が行われ、市

民税はふえましたが、同時に国庫補助金

負担金や地方交付税の見直しなどが行わ

れています。

　三位一体のこうしたものが中身かと認

識していますが、決算概要の１０ページ、

款２の地方譲与税と款９、地方特例給付

金の減額や、同じく１７ページの下の方

にあります臨時財政対策債、この７億６，

０６０万円なども一連の改革の影響かと

思っています。

　こうした数年来の変化をトータルに見

たとき、摂津市にとってどういうふうに

とらえられているのか、このことをお聞

かせいただきたいと思います。

　それと、三つ目に、もう一つ税金のこ

となんですけれども、法人市民税が２９

億４，０８５万１，１５０円と、これは

概要の１１ページを見ましたら、５．４

％増となっています。

　こうした好調な企業収益は、家計や中

小企業の方には波及していないと、こう

いうこともこの決算概要の冒頭のところ

に、これは３ページですね、ここに書か

れているんですが、法人税についてのちょっ

と細かい資料を前日に見せてもらいまし

たが、中小企業がどういう状況になって

いるのか、そうした傾向などを担当の方

からお聞かせいただければと思います。

　次に、四つ目です。決算概要の方では

４６ページ、総務管理費、目６、企画費

のところに当たるのですが、これは１９

年度予算の主要事業一覧に載っていたの

がこの決算概要では消えています。そし

て、こちらの歳入歳出決算書を見ました

ら、これは１９０ページでありますが、

補正予算で減額されている、この３００

万ほどの金額です。小学校跡地活用検討

事業というのが当初予算の主要事業のと

ころにありました。この計画がなくなっ

た経緯、また理由の方をお聞かせいただ

けたらと思います。

　五つ目、これは事務報告書の２３ペー

ジ、人件費事業の職員数についてです。

ここで、一般職、現業職のそれぞれの部

課の割り振りが載っているわけですが、

この間、野口議員もるる指摘してきまし

たように、減った職員数を非常勤職員や

臨時職員がカバーしている、そういう実

態があるんではないでしょうか。

　決算報告書などでは、どこの部署に職

員が減っているのか、また具体的にどこ

に非常勤や臨時職員が配置されているの

か、そうしたことが大変わかりにくいと

いうふうに思います。この職員が減って

いるところの部署などがわかりましたら、

具体的にお聞かせいただきたいと思いま

す。

　また、恒常的にフルタイムで非正規で

人が配置されているところがあるのでは
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ないかと思いますが、そうした部署をお

聞かせいただきたいと思います。

　続きまして、六つ目です。これは、人

権推進にかかわってであります。

　事務報告書では２７ページから２９ペー

ジ、また決算概要では５２ページから５

３ページでありますが、１，３６５万ほ

どの決算額のうち、内訳としては平和イ

ベントや映画会などには２９０万程度が

使われておりますが、それ以外は、これ

を見る限りでは、同和関係、また部落解

放の取り組みに偏っているように思いま

す。

　大阪府や省庁への申し入れ活動なども

事務報告書で紹介されておりますが、こ

れは市長会と銘打ってあります。市とし

て取り組んでいるわけでしょうか、この

ことをお聞かせください。

　また、人権問題は幅広く、奥の深いも

のだと認識しております。子どもや女性、

また障害者の権利条約、国連等々でも条

約や宣言などが出され、それでもまだ国

内の問題では、なかなか浸透しきってい

ないかなというふうにも考えているわけ

ですが、また最近では、低所得者、ホー

ムレス、こうした方たちの人権をどうす

るのか、在日の外国人の問題、またセク

シュアルマイノリティと呼ばれるような、

そういう方たち、意思表示もして普通に

暮らせる社会をと、そういう取り組みも

広がっています。そうしたことも、大い

に本市としても取り組んでいっていただ

きたい。

　それから、平和の取り組みについてで

ありますが、８月４日、５日、この事務

報告書では文化ホールで平和映画祭に取

り組んでおります。

　また、この年、同時に青少年グラウン

ドでは、子どもたちが集まる摂津まつり

が行われておりました。

　ここには、イラクへ自衛隊が持っていっ

た軽装甲機動車、これが同型のものが展

示されるといった、そういう出来事もあっ

たかと思います。

　実行委員会とのやりとりの経過等をこ

こで繰り返し聞くつもりはありませんが、

人間を尊重し憲法を守る平和都市宣言と

して掲げている摂津市の姿勢として、こ

のことについて一言伺いたいと思います。

　七つ目です。男女共同参画計画（せっ

つ女性プラン）についてであります。

　先日、担当の方から、この女性プラン、

それにこの平成１９年度推進状況報告と

いうものも持ってきていただき、見させ

てもらいました。ありがとうございます。

　それででありますが、拝見させてもらっ

て感じるのは、「ママパパ教室」とか、

また「男の料理教室」など、男性に参加

してほしい取り組みが多いことです。

　また、ＤＶ問題や暴力防止についてな

ども、まさにそうかと思います。

　そうした中で、ちょっとお聞きしたい

のは、女性大学の受講などは、これは女

性のみに限られているのでしょうか。

　また、さまざまな取り組みについて、

男性がどれぐらいかかわって参加をされ

ているのか、ちょっとお聞かせいただけ

たらありがたいです。

　あと、８点目です。消防施策の問題で

す。これは、１０月に消防ホースメーカー

の大手、摂津もなじみが深いですけれど

も、芦森工業が公の検定の中で不正をし

ていたと、そういう報道が新聞にも載り、

またテレビでも報道されたと聞いていま

す。現場で最前線で頑張っておられる皆

さんには、大変迷惑な、また腹立たしい

事件だと思います。

　それが、続いて先日、１１月１５日、

これまた朝日新聞で報道がありました。

今度は、その不正行為は２０年ほど前か
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ら続いていたとか、長年にわたって不正

行為があったのには、検定のずさんさ、

また検定を行う日本消防検定協会が総務

省の天下り先として、そういう存在になっ

ていたということなどがコメントで載っ

ています。

　この間、摂津市でも、このホースを取

り扱っているとも伺っています。不正発

覚後の会社側の対応や、また今、手元に

ある消防ホースの取り扱いなどはどうさ

れるのか、このことについてお答えいた

だければと思います。

　以上、１回目の質問です。

○野口博委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　それでは、市民税課

に係りますご質問で、個人市民税の関係

と法人市民税の関係で、まず個人市民税

の方からご説明させていただきます。

　まず、一連の改正で市民の負担がどれ

だけふえたのかということでございます

けれども、この分につきましては、税制

改正で平成１６年度から１８年度にかけ

ましていろいろな税制改正がございまし

た。

　主な改正項目でございますが、１６年

度改正では、老年者控除の廃止、公的年

金控除の見直し、１７年度改正では、定

率減税の縮減、６５歳以上の者に係る非

課税措置の廃止などが行われました。こ

れらの改正は、主に平成１８年度に影響

したものでございます。

　影響額につきましては、平成１７年１

２月の総務常任委員会でお示しさせてい

ただきました時点では、約２億５，００

０万と試算しておりましたが、１８年度

決算では、前年度に比べまして約３億２，

０００万円の増となりました。

　次に、１８年度改正でございますが、

国から地方への税源移譲と定率減税の廃

止がございました。これらの影響額で、

１９年度の現年課税分の決算調定額でご

ざいますが、税源移譲に伴う増としまし

て約７億円、定率減税の廃止に伴う増と

しまして約１億９，０００万円、合計８

億９，０００万円となりました。

　ここから給与所得者の特別徴収に係る

部分につきましては、４月・５月分が翌

年度の調定となります。また、分離譲渡

所得や退職所得に係る部分で前年度より

減となっておりますので、これらを差し

引きしますと、約８億円強、前年度と比

べて決算調定額がふえたことになります。

結果的に、徴収率は９６．０６％で、現

年課税分の決算収入額は前年度と比べて

約７億４，０００万円の増となりました。

　これらのことから、１６年度から１８

年度にかけまして行われた税制改正によ

りまして、税源移譲も含めまして、個人

市民税としましては、１８年度と１９年

度を合わせまして、約１０億６，０００

万円の増となったものでございます。

　次に、高齢者の中で非課税から課税に

なった人ということでございますが、平

成１６年度の改正で老年者控除の廃止、

また公的年金控除の見直し、平成１７年

度の改正で６５歳以上の者に係る非課税

措置の廃止がありました。

　これらの改正によりまして、平成１８

年度に影響があった納税義務者数から見

てみますと、平成１７年度は３万８，４

４６人で、平成１８年度は４万２２３人

でございます。結果、前年度と比べまし

て、１，７７７人ふえたことになります。

この１，７７７人が税制改正により非課

税から課税になったものと考えておりま

す。

　次に、年金受給者の中で非課税の人は

何人かというご質問だったと思いますが、

平成２０年度の課税資料からの数字でご

ざいますが、公的年金受給者は約１万２，
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９５９人です。この中には、年金収入の

みの人と年金収入以外に所得がある人も

おられます。

　６５歳以上で年金収入のみの納税義務

者は、２，３２７人でございます。年金

収入以外に所得がある納税義務者は３，

４６４人で、合わせて５，７９１人とな

ります。したがいまして、差し引きます

と７，１６８人が非課税と考えられます。

　次に、法人市民税に関係しますご質問

でございます。

　市内の中小企業はどういう状況かとい

うご質問だったと思いますけれども、平

成１９年度の法人市民税の決算額につき

ましては、法人市民税額の約４割を占め

ます大手主要企業に加えまして、その他

の企業も順調に推移しておりまして、全

体的に好決算となりまして、前年度と比

べて現年課税分で約１億５，０００万円

の増、率にしまして５．４％の増の２９

億３，６６６万８，２５０円となりまし

た。

　この中でも、大手の部分につきまして

は、１８年度から１９年度は若干減って

おるんですけれども、その他の企業につ

きましては、数字で申しますと、１８年

度が１３億８，５００万、１９年度が１

６億８，４００万で、約３億円ほど大手

以外の企業でも法人市民税がふえており

ます。率にしますと、約２１．６％ほど

の増となっておりまして、１９年度の段

階では、中小企業の部分でもある程度は

好決算になったと考えておりますけれど

も、ただことしのアメリカ発の金融危機

の不安が世界的に広がっている状況の中

で、２０年度以降、中小企業に相当の影

響があるものと先行きを懸念しておると

ころでございます。

○野口博委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　三位一体改革の影響

額についてご答弁申し上げます。

　三位一体改革は、国庫補助負担金、税

源移譲、それから地方交付税を同時に見

直すということでございますけれども、

これは１５年に始まりまして本格的には

平成１６年から１８年に実施されました。

　ご質問の中に、税源移譲とそれから地

方特例交付金ということで、定率減税の

影響額ということもございましたけれど

も、三位一体改革の影響額とそれから定

率減税の影響について、ちょっと分けて

答弁させていただきます。

　三位一体改革の影響額でございますけ

れども、本市の三位一体改革の影響額に

つきましては、平成１６年度から１８年

度の累計額といたしまして、税源移譲に

結びつく国庫負担金の改革分が４億９，

６００万円、スリム化交付金改革による

ものが６，３００万円、合わせまして５

億５，９００万円のマイナスとなります。

　それから、その代替移譲財源として所

得譲与税が交付されておりまして、これ

が６億４，０００万円の増となっており

ます。差し引きいたしますと、８，１０

０万円の影響額としてはプラスというこ

とになります。

　それから、三位一体改革のもう一方の

施策でございます地方交付税の見直しで

ございますが、これは臨時財政対策債も

合わせまして申し上げますと、普通交付

税が２億８，６００万円、特別地方交付

税、これが８，４００万円、それから臨

時財政対策債８億７，６００万円、これ

を合わせますと１２億４，６００万円の

マイナスの影響額が出ております。これ

を差し引きいたしますと、本市の影響額

といたしましては１１億６，５００万円

のマイナスの影響額であったということ

になります。

　それと、定率減税によるものでござい
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ますけれども、先ほど市民税課長から答

弁がございましたように、１８年度、１

９年度にまたがって定率減税２分の１ず

つ廃止されておりまして、その１年の影

響額１億９，０００万円ということでご

ざいまして、２年間にいたしますと３億

８，０００万円ということになります。

　それで、その代替財源として手当され

ておりました地方特例交付金がこの減税

補てん分、これが１７、１８年度合わせ

ますと３億５，６８９万７，０００円と

いうことになりまして、２，０００万円

ほどのマイナスの影響額ということになっ

ております。

　この三位一体改革の影響を市としてど

ういうふうに考えているかというふうな

ご質問であったかと思いますが、国全体

で見ますと、この改革は国庫補助負担金

の改革で４．７兆円削減されております。

　それから、それにかわる税源移譲分と

して３兆円が自治体の方へ、それから地

方交付税の見直しで約５．１兆円の削減

効果があったということになっておりま

して、差し引きいたしますと、地方にとっ

ては６兆８，０００億円のマイナスの影

響額が出ておるということでございまし

て、三位一体改革につきましては、地方

も一緒になって地方分権を推進していく

ために行ったわけでございますけれども、

結果的には国の財政再建が先行いたしま

して、特に地方交付税の見直しによりま

して、交付額の大きい団体ほど大きい影

響が出たのではないかと考えております。

○野口博委員長　山口課長。

○山口政策推進課長　小学校跡地の基本

計画の策定業務が、計画がなぜできなかっ

たのかというご質問についてご答弁申し

上げます。

　私ども当初予算で、委員ご承知のとお

り、３００万円の予算を組んでおりまし

た。

　昨年、１９年の５月でございますけれ

ども、摂津市小学校跡地活用検討方針と

いうものを出させていただきまして、皆

さんにお配りさせていただいたところで

ございますが、これを受けまして、１９

年５月２５日に実績のあるコンサルタン

ト業者８社を選定いたしまして、この基

本計画策定に当たりましての業務説明会

をさせていただきました。

　ところが、この２５日以降、１９年５

月２９日から６月７日までの間に全８社

からプレゼンテーションの方式でこれを

選定しようと思っておったんですが、そ

のプレゼンテーションへの参加を辞退す

るというふうな連絡を受けたところでご

ざいます。

　この連絡を受けまして、すぐさま６月

１１日の庁議でもって、この結果と、今

後どうしていくかというふうなことにつ

いて諮ったところでございます。

　それで、各議員の皆様には、６月１５

日付で市長公室長名義でもって、８社が

すべて辞退をして、今回、不調に終わり

ましたというふうなことをご報告をさせ

ていただきました。

　さきに申し上げました庁議におきまし

ては、今後、業者を入れかえてやっても、

当時は相当コンサルタント業界の方が景

気がよかったということで、仕事量が非

常に多くあったというふうに聞いており

ます。

　それと、仕様書の中で、将来的に売却

の可能性もあるというふうなことは書い

てはおったんですけれども、もちろん以

前から言っておりますとおり、できれば

売りたくない。しかし、やはり社会経済

状況でありますとか本市の財政状況等を

勘案した中で、どうしてもというときに

ついては売却の可能性もありますという
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ふうなことについては、仕様書でもうたっ

ておったんですが、その時期を明確には

していなかった。

　また、地元のワークショップ、地元要

望なんかも聞きながらつくっていくとい

うふうなことについて、なかなかコンサ

ルタント業者さんとしましても、人的な

業務量が読み切れなかったというふうな

ことが不調になった原因ではないかとい

うふうには考えております。

　先ほど申し上げました庁議におきまし

ては、今後におきましては、再度業者を

入れかえるのではなく、内部の検討委員

会、または幹事会において協議をして、

具体的な方針をつくっていくというふう

なことが決定されましたので、それ以後、

地元に入って自治会、また学校体育施設

開放委員会等でご意見・ご要望等を伺い

ながら議論も進めてまいったところでご

ざいます。

○野口博委員長　藤原参事。

○藤原市長公室参事　人権部長会議と市

の人権協会の分担金が多いと、市の主体

性はどうなっているのかということであ

りますが、決算概要の５２ページの中に、

人権啓発指導員雇用事業というのがござ

います。３名の嘱託員を雇用しまして、

その一つが講師業務であります。平成１

９年度につきましては、４３回の講師業

務をこなしております。延べにいたしま

したら、１，３００名ぐらいの市民が受

講をしております。

　これ、同和問題とも関係あるんですが、

事務報告書で見る限り、同和問題にウエー

トがかかり過ぎておるんではないかとい

うことですけれども、この４３回の講師

業務のざっとした内訳ですけれども、一

番多いのは、やっぱり身近な人権問題と

いうことでありまして、その次がセクハ

ラとかパワハラとか、あるいは子どもの

人権、高齢者の人権ということで、同和

問題については、今回は４３回中の１回

ということであります。

　人権問題に関する主な行事も、行事名

に「部落解放」とかという文言が入って

おりますが、この内容につきましては、

例えば「国際人権法の展開と日本」とか、

あるいは「外国人児童の教育問題から考

える多文化共生の今後」とか、「大人の

学び」とかという、内容につきましては、

同和問題ばかりではないということを申

し上げます。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　人事課に関係いたしま

すご質問にご答弁申し上げます。

　まず、職員の減についてでございます

が、正規職員のピークは、平成７年に９

０４名でございました。ここの数を見て

まいりますと、平成２０年４月は、定員

管理の数でいきますと７３１名、マイナ

スの１７３名になっております。

　ここを起点といたしますと、当時、外

部職場におきましては、ほぼ直営公民館

であるとか文化ホール等、直営でやって

いたと思います。

　当時は、一般的に言います事務的職員

の職場につきまして、第１次行革でいろ

んな委託可能な職場については、職員組

合に委託の申し入れ等々をしてやってき

たということでございます。

　また、土木・建築職でもありますと、

やはりモノレールの関係の工事が終わっ

たのが平成９年当時かと思います。

　このころから、順次、建設事業費も、

バブル崩壊等々の影響もあるんですが、

事業費が減ってきているという関係で、

土木・建築職員もその当時から減っては

きております。

　第２次行革におきまして、保育所の民

営化であるとか幼稚園の統廃合が掲載さ
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れました。

　この関係でまいりますと、幼稚園・保

育所の職員さんのところが一時、不採用

をしておったということでございます。

　第３次行革になりまして、現業職場を

不採用、事務職等につきましては、６割

の補充ということを掲載しております。

　この関係でまいりますと、起点を最大

ピークにいたしますと、ほぼ全職種で職

員数は減になっているのかなと思います。

　近年に参りますと、やはり保育所職場

であるとか現業職場のあたりが直営の数

が減ってはきております。

　ただ、このあたりは、やはり人事とい

たしましては、職員組合等々と毎年協議

もいたしながら、現時点の職員数で運営

を行っているというところでございます。

　非常勤・臨職の職員数がふえていると

ころということでございますが、委託を

している職場とか、民営化をした職場、

統廃合をした職場等々がございますので、

一概にどこの職場がふえているというの

は統計的に言いにくいのかなと思います

ので、この平成２０年４月１日現在で、

臨職が多い職場につきましては、保育所

を抱えておりますこども育成課が３４名

の臨時職員がおります。ここが一番多い

職場でございます。

　非常勤の職員さんが多い職場となりま

すと、学童保育がございます青少年課、

また保育所がございますこども育成課、

学校等々、１年生の方々であるとか、障

害児の介助員がいらっしゃる学校教育課、

また市民課が市民サービスコーナーがご

ざいますので、市民課、あと調理員さん、

幼稚園がございます学務課が非常勤とし

ては多い職場になっております。

○野口博委員長　牛渡課長。

○牛渡女性政策課長　それでは、女性政

策課に係るご質問についてご答弁申し上

げます。

　女性大学につきましては、昭和６０年

に摂津市女性文化大学として開校して以

降、平成７年に摂津女性大学として名称

を変更しまして、今日に至っております。

　摂津女性大学という名称からも、これ

まで女性のみの参加という形で運営をし

てまいりましたけれども、男女共同参画

社会の実現を男女双方の課題としてとら

えていただきたいというふうに考えまし

て、平成１８年度、１９年度につきまし

ては、男性の受講も可能としております。

　その結果、平成１８年度につきまして

は、登録受講者数４１名のうち２名が男

性、平成１９年度につきましては、登録

受講者数３５名のうち男性参加が３名と

いう実績でございました。

○野口博委員長　本山課長。

○本山警備第１課長　消防ホースの不正

検定発覚による実情と本市の実態につい

てというご質問にお答えいたします。

　消防といたしましては、不正検定につ

いて知りましたのは、１０月９日付の新

聞報道によるもので、消防用ホースメー

カーが特殊法人「日本消防検定協会」の

公的検定であるサンプルの一部をすりか

えていたということがわかったという記

事がありました。

　本市におきましても、このメーカーの

ホースを購入しており、火災等で使用を

いたしておりますが、現在まで破損等の

不良品は確認されておりません。

　また、１０月１０日付で総務省消防庁

より「消防用ホースに係る個別検定時の

不正行為に関する対応について」という

助言で、「当面の対応として、同社の消

防用ホースの内張りの剥離による通水障

害、漏水等の発生に留意し、耐圧性が確

保されていることを点検するなど安全管

理の徹底を図られるようお願いします」
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といった助言がありました。

　現時点で、全国的なことであり、総務

省消防庁、日本消防検定協会の対応を待っ

ているところでありますが、消防ホース

の使用に当たりましては、以前から全ホー

スの水圧点検を実施いたしておりまして、

今後とも使用時の安全に努めてまいるも

のであります。

　なお、未使用の消防ホース１２本につ

きましては、使用をとめております。

　以上であります。

○野口博委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　先ほど三位一体改革

の中で定率減税の影響額をご答弁申し上

げましたけれども、私、減税補てん分の

地方特例分の数値をちょっと年度を取り

間違えておりまして、減税補てん分の影

響額は４億７３０万９，０００円という

ことになります。

　恒久減税の廃止で市税がふえた分が３

億８，０００万円でございますので、こ

の分の市の影響額としては２，７３０万

９，０００円の影響額ということになり

ます。おわびして訂正させていただきま

す。

○野口博委員長　寺田市長公室長。

○寺田市長公室長　質問のうちでイラク

派兵の装甲車を摂津まつりに展示したこ

とに対して市の考え方ということのご質

問があったので、これにつきまして私の

方からご答弁させていただきます。

　この市の考え方につきましては、もう

既にこのことにつきましては議会でも議

論になりまして、市としても考え方を示

したところでありますので、その経過だ

けのご説明ということでお願いしたいと

思います。

　市の考え方といたしましては、摂津ま

つりはまつり実行委員会が催しをされて

いるものでありますが、市として補助金

も出していることから、市の考え方を示

させていただいたわけであります。

　ご承知のとおり、自衛隊のイラク派兵

等についてはさまざまな議論がございま

すけれども、その議論は差し置きまして、

この摂津まつりイラク派兵の装甲車を展

示することがふさわしいかどうかという

ことで市の方がまつり実行委員会に申し

上げたところでございます。

　そのことから、本年度のまつりにつき

ましては、自衛隊のブースはございまし

たが、ご質問のような趣旨のようなこと

はなかったということでございます。

○野口博委員長　弘委員。

○弘豊委員　ありがとうございます。

　第１の税金の問題のところですけれど

も、これはやっぱり一連のこれまでの増

税といいますか、税制改悪によって市民

の負担は大きく膨れ上がっているという

ふうに思うんです。

　共産党の方で全国的な統計の中で、１

３年度から１９年度までの負担増を国民

１人当たりで割ったときには、１人４万

円と、そういう金額も出ているわけで、

こうした増税というふうな認識の方もい

るかというふうに思っています。

　また、年金受給者の非課税の方の人数

を聞きましたのと、それから高齢者でこ

れまで非課税だった人が課税になった人

数とお聞かせいただきましたけれども、

やはり声として出ているのは、それまで

非課税だったのが課税になるということ

は、それだけでなくて、収入はふえない

のに、これはもちろん収入がふえないわ

けで、保険料や、それから各種公共料金、

これに連動していくというようなことで

すよね。

　そういったことからしましたら、これ

はここで議論になるのかどうかはわかり

ませんけれども、やっぱりそういう連動
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しての新たな負担みたいなものについて

は軽減していくような、そういう措置を

とっていくようなことが必要なのではな

いかというふうなことを思っております。

これは要望にとどめておきます。

　それから、続いて２番目の点で、三位

一体改革についての分ですけれども、税

源移譲、これはもう皆さんも一度はごら

んになったことがあるかというふうに思

うんです。ここの赤い文字の上に書かれ

ているのは、税源移譲によって地方は必

要な財源を直接確保できるようになり、

住民はより身近でよりよい行政サービス

を受けられるようになりますと、こうい

う説明がされているわけなんですね。

　でも、実際は、自治体の方は、この一

連の改革によって財政的には厳しくなっ

ていると、こういうことはやっぱり市民

の皆さん、ご存じでないわけですね。

　そうなると、住民税はふえていると、

こういう現象が見えましたら、市の税収

がふえている。それなのに、どうして自

分たちの暮らしの方にそれが回らないの

かと、そういうことにつながってくるわ

けです。

　そういうことからしても、最初に申し

上げました情報公開や、また住民合意、

そういったことがこの問題からもさまざ

まやっぱり市民感情の中では膨れ上がっ

てくるというふうに思っています。

　それとあわせましてこの間、摂津の財

政状況は赤字再建団体に陥るような危機

からは脱したと、そういうことが伝わっ

て、真水の黒字だと、こういうことも市

民の皆さんには伝わっているわけで、そ

れでどうして市民の暮らしのところに、

ここで書かれているようなよりよい行政

サービスが実感できるような状況になら

ないのかと、そういうことかというふう

に思います。

　この点について、ひとつご見解をいた

だけたらと思います。

　それから、三つ目のところ、法人税の

税率、税収の部分ですが、先ほど課長か

らもちょっと説明がありましたが、ちょっ

と詳しい資料を事前に手元にもらいまし

たところ、法人税を納めていらっしゃる

企業さんのそれぞれ１号法人から９号法

人まで分類があるというようなことでし

た。

　それで、その中で資本金や市内の従業

員の多い、そういう１号法人が若干数が

減っているというか、そこから入ってく

る税収が減っていると。

　逆に、８号法人が数がというか、入っ

てくる税収がふえたと、そういう説明も

若干もらった中で、いわゆる大きな企業

が税制上の優遇を受けたというか、措置

を受けて、８号法人に移っているという

ようなこともお聞きしたわけです。

　それで、また９号法人という、一番資

本金も、また従業員数なども少ない中小

零細業者のところは、やっぱり引き続き

厳しい状況を強いられているわけです。

なかなか営業も成り立たなくて、税金を

納めたくても納め切れないような、そう

いう業者さんもたくさんいらっしゃると

いうふうなことで目にしています。

　その一方で、この間、大きな企業は優

遇税制なり措置を受けられるような、そ

ういう不公平がまかり通っているという

ふうな事態も続いているのかなというよ

うなことを思います。

　摂津市自身でそうした中小企業に対す

る、また厳しい状況に置かれている零細

企業に対する支援策みたいなことを、具

体的にはこの場では申し述べませんけれ

ども、引き続き取り組んでいただきたい

という要望をここでも行っておきたいと

思います。
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　四つ目の質問のところで、これは小学

校の跡地活用についてです。

　これは、やはり基本計画を民間のコン

サルタントにゆだねるという方向での出

発がそもそもどうだったのかなというふ

うに思います。

　跡地活用の部分で、やっぱり地元の皆

さん、多くの方たちがその場に学校施設

を残してほしいと、地域の人たちが活用

できるような、そういうものにしてほし

いという要望と、民間のコンサルタント

としては、活用についてどうももうけに

つながるような、そういうプラン、見通

しを立てられるのか、そういうところが

やっぱり事業を請け負う根拠にもつながっ

てくるかと思うんですが、それについて

やっぱり行政にとってメリットが少ない

というか、余り魅力が感じられないよう

な、そういうことであるというふうにも

思います。

　それから、一方で、跡地の問題がなか

なか見えなくて、パブリックコメントを

とったときには、この１９年度に基本計

画が出て、そのときに再度、住民の方の

意見を聞くと、そういう返事が市の方か

ら出されているわけです。ただ、これが

そのまま宙に浮いている状態であるなら

ば、早急に次の手を打っていくべきだと

いうふうに考えます。

　市民の方から寄せられている意見の中

には、学校跡地活用、この検討委員会、

これを広く市民参加でやっていくべきで

はないかというふうな声ですね、パブリッ

クコメントだけではなくて、多くの市民

の声を直接聞く説明会を開いてほしい、

こういう意見等々が出されておりますの

で、その点を踏まえて、また答弁いただ

けたらと思います。

　次に、五つ目の人件費にかかわる職員

数の問題ですが、民間に事業を移していっ

ている部分、直営でやっていないという

ふうな部分がふえてきたと、また土木事

業とかも減っているというようなことで、

正規の職員は減っているわけですが、非

常勤や臨時職員はやっぱりふえてきてい

るわけですね。

　そういった流れ自身にもちょっと疑問

を感じますし、不安定雇用が今広がって

いる中で、役所としてそういうのをふや

していいのかどうか、この部分で、この

間も先輩議員の野口委員長が言われてい

たかと思います。

　また、保育所や学童保育など、こういっ

た仕事にしても、やっぱり継続性、また

専門的な知識を持っているのといないの

では、市民の方が受けるサービスそのも

のがやっぱり違ってくるかとも思います

し、正規の職員採用をこの部分でもやっ

ていただけないかというふうな要望と、

そしてちょっと先ほどの男女共同参画の

部分とも重なりますけれども、保育所現

場とか、今、この職員の配置を見ていま

すと、皆さん女性でありますよね。最近

では、民間・公立を問わず男性の保育士

さんなんかも採用されているところがふ

えています。

　私も実際、福祉職場で働いている中で、

そういう方との交流もあるんですけれど

も、初めの１人は採用されても、更衣室

もない、トイレもなかなかとかというよ

うな、そういうような問題があったりす

るわけですけれども、やっぱり男女共同

参画の視点からしたら、そうした男性の

保育士さんというふうなこともあってよ

いのかなというふうに思っています。ま

た、検討していただけたらと思います。

　六つ目の人権推進にかかわっての説明

は、わかりました。平和の問題のところ

でも、やはりイニシアチブをとって、ぜ

ひ取り組んでもらいたいと、要望してお
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きます。

　七つ目の女性プランのところについて

も、男女共同参画センターの取り組みな

んかの状況では、やっぱり女性の方中心

ではありますよね。

　私も何度か利用させてもらっておりま

すけれども、そんなに敷居は高くなく、

普通には扱えるんですけれども、そこの

利用の状況なんかもちょっと聞かせてい

ただけたらありがたいです。

　あと、最後の消防のところでは、結局

のところ、向こうの業者が引き上げに来

るとか、点検に来るとか、そういうふう

なことではないわけですね。不具合があっ

たら交換しますよと、そういうことだと

思うんですけれども、長年にわたってずっ

と使っていて、特に不具合があったわけ

でもないというふうなことですけれども、

私、このホームページ上に芦森さんが載

せた謝罪の文章、それからそういうのも

持っているんですけれども、実際に謝罪

に来てきちんと対処するというふうなこ

とになっていないのかなというのは、ちょっ

と意外な感じがするんですけれども、ま

たここに書かれているのは、「当社製消

防用・消火栓用ホースに不具合がござい

ました場合には、確実に回収及び交換さ

せていただきます」というようなことで

の今後の対応なんですけれども、これで

いいのかもう一度見解を聞かせてもらえ

たらと思います。

　以上、２回目です。

○野口博委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　真水の黒字が実感で

きる財政運営というようなお話であった

かと思いますけれども、本市、ご存じと

思いますけれども、平成８年から実は平

成１７年まで基金を取り崩して黒字を計

上いたしております。特に、平成１７年

度につきましては、これは真水の赤字と

いうんですか、１６億円の赤字を出して

おります。決算上は黒字ということでご

ざいますけれども、そういった形で財政

運営をいたしてまいりました。

　こういった中で、平成１６年度から資

本費平準化債を発行いたしますとか、あ

るいは臨時財政対策債を発行いたします

とかを行いまして黒字を確保してきたわ

けでございますけれども、１８年度に企

業誘致分の増収がございました。

　増収がありましたけれども、苦しいと

きの平準化債、それから臨財債、それを

発行したまま財政運営いたしております。

　ということになりますと、当然、真水

の黒字と申しますか、出てまいります。

１９年度も黒字でございました。

　ただ、先日、中期財政見通しをお示し

いたしておりますけれども、この黒字に

つきましても、平成２１年度までが黒字

は確保できると考えておりますけれども、

２２年度以降、再び恒常的な赤字という

ふうなことになりまして、見込みでは、

平成２６年度には２０億円の基金まで減っ

てしまうというふうな見込みをいたして

おります。

　そこで、地方財政法には、単年度のみ

ならず、翌年度以降にも財政の状況も考

慮して財政運営をやりなさいというよう

なことになっておりまして、余ったお金

を単年度で使ってしまうと後年度に大変

なことになるというふうなことでござい

まして、我々としてはできるだけ経常的

な経費につきましては抑えていきたいと

考えております。

　ただ、冒頭に弘委員がおっしゃいまし

た乳幼児医療費助成の拡大、これは評価

しているというふうなことでございまし

た。一方、事業についてはというふうな

話もございましたけれども、我々として

はソフト・ハード、バランスのとれた財
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政運営をしてまいりたいと考えておりま

す。

○野口博委員長　山口課長。

○山口政策推進課長　学校跡地の基本計

画について、コンサルタント業者にゆだ

ねるのはそもそもどうだったのかという

ふうなご質問でございますけれども、も

ちろん我々職員でいろいろ検討しようか

という話もございましたが、やはり業者

の方で持っておられる専門知識が必要な

場合もございます。

　例えば、敷地の条件、現況調査であり

ますとか、周辺の施設状況、住宅条件、

交通条件、いわゆる法律等による規制の

状況でありますとか、あと不動産市場の

状況、この辺のことにつきましては、な

かなか我々では専門的に分析はちょっと

できないなというところがありまして、

コンサルさんを入れようというふうなこ

とになった次第でございます。

　ただ、今後につきましては、まだいわ

ゆるスポーツセンターの条例の方で、グ

ラウンドの方が２３年３月３１日までの

暫定利用ということになっておりますの

で、今後、もし基本計画という形になる

かどうか、基本方針という形になるかど

うかということについてはまだちょっと

決まっておりませんけれども、今後、業

者さんを入れていくのか、それとも我々

でそういう方針をつくるのかというよう

なことはまだ未定でございます。

　また、庁内の検討委員会、こちらの方

に市民の方が参画できないのかというふ

うなことでございますけれども、私ども

の去年の春先から、両校区の自治会さん、

それから先ほども申し上げましたけれど

も、学校体育施設開放委員会にも出向い

ております。また、障害者団体の方とも

意見交換を持っております。

　その中で、やはり市として、まずは市

の考え方というものをまず持っていかな

いとちょっとお話にならないのかなと。

全く何もない状態でお話し合いをしても

なかなか結論も出てきませんので、まず

は市の中できっちりと関係各課が連携を

とりながら、どうすれば一番効率的かつ

経済的な活用が図れるのかというふうな

ことを内部検討委員会の方で検討して、

その基本方針をもって皆さんの要望をお

聞きし、また説明させていただければな

というふうに考えておるところでござい

ます。

○野口博委員長　本山課長。

○本山警備第１課長　消防ホースの不正

検定に係ります先ほどのご質問なんです

けれども、今現在、全国的に３６０万本

ぐらいが該当するということで、実は芦

森工業からも再発防止に努めますといっ

た内容の文書は来ております。また、検

定協会等も進捗状況を監視していきます

というような形は来ております。

　そして、代理店を呼びまして、普通で

考えたら、こういう場合、回収というの

がどこの製造メーカーさんでもやってい

る話と違うのかなということで追及はし

ましたけれども、現時点では具体的な回

答というのはまだ得られておりません。

　なお、今後とも、総務省消防庁、また

検定協会等も動いておりますので、他市

とも状況等、連絡をとり合いながら、こ

の件につきましては、今後また適正な方

法でしていただけるようにまた努めてい

きたいと思います。

○野口博委員長　牛渡課長。

○牛渡女性政策課長　それでは、女性政

策課に係ります２回目のご質問にご答弁

申し上げます。

　男女共同参画センターで実施しており

ます講座・事業等の状況につきましては、

事務報告書の３８ページ、３９ページの
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方に記載をしております。

　男女共同参画センターで実施しており

ます講座につきましては、原則、男女双

方に幅広く受講いただけますようなテー

マでありましたり、内容にさせていただ

くよう、創意工夫を重ねているところで

ございます。

　大変申しわけございません。男女別に

トータルの総数を集計した資料がござい

ませんけれども、例えば昨年度の状況で

見ますと、団塊世代をターゲットにしま

した「生涯現役で楽しく暮らす」という

ような講座も企画をしておりまして、そ

こには延べ受講者数８５名のうち男性１

２名の参加をいただくなど、そのほかに

もウィズ名画劇場でありますとかパソコ

ン講座、そういったところにも多数の男

性の参加をいただいているところでござ

いますので、今後とも男女共同参画社会

を男女双方の課題としてとらえていただ

けますような講座内容の充実に努めてま

いりたいというふうに考えます。

○野口博委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、先ほどの財

政問題の部分で、三位一体改革の部分に

ついてご答弁が漏れておりましたので、

私の方から答弁させていただきます。

　まず、三位一体改革なんですが、国と

地方の仕事の配分のウエートは、国が４

で地方が６というふうになっております。

それが財源的には逆転をしていまして、

国の方が６、それから市町村の方が４と

いうことになっております。そのギャッ

プを埋めるために、いわゆる国庫補助金

が市町村の方におりてまいります。

　この補助金、おりてくるだけだったら

いいんですが、そこには国の関与が当然

出てきますし、いろんな規制も、あるい

はいろんな細かな部分の、要は義務づけ

も当然出てまいります。それらから解放

するために、いわゆる三位一体改革で自

由に使える財源を地方の方は欲しいとい

うことで、三位一体改革が始まりました。

　ところが、実際には、１回目の、いわ

ゆる１６年から１８年の三位一体改革の

結論といたしましては、先ほど財政課長

が言いましたように、国庫補助負担金の

改革では４．７兆円の削減が行われまし

た。これは全国ベースでございます。そ

れから、税源移譲が３兆円、それから地

方交付税の改革といたしまして、臨時財

政対策債を含めて、５．１兆円の削減に

なりました。

　これでいきますと、国庫補助金の負担

金の４．７兆円と、それから５．１兆円

の地方交付税改革、これで９．８兆円ご

ざいます。それに対して３兆円しか地方

はいただいていないというような結論に

なっております。これが地方全体の、要

は第１次三位一体改革の矛盾点でござい

ます。

　ところが、本市は、１６年以降は普通

交付税が不交付団体になっております。

そこで、地方交付税で削減されましても、

実質的には影響がないということになり

ます。

　国庫補助金が、先ほど課長が言いまし

たように、約６億円の補助金、あるいは

交付金化によって６億円ぐらいが削減に

なっています。ところが、市民税のいわ

ゆる税源移譲のところで７億円から８億

円ぐらいの増収になっております。

　これでいきますと、本市の部分につい

ては、全国的なレベルの判断ではなしに

本市だけをとりましては、やはり有利な

財源移譲になったのかなというふうなこ

とが言えると思います。

　ただ、今後につきましては、地方六団

体を含めまして、いわゆる地方交付税の

復元というような形で増額要求が出てお
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ります。

　今、国の方では、地方分権改革推進委

員会が今活動されておりまして、来年に

なれば、第２次の地方分権一括法案が出

るというような予定になっております。

それについては、どういうふうになって

いくのかは今後の推移を見なければなら

ないというふうには思っております。

　それから、市民サービス向上に向けた

財政運営ということで、一言お話をさせ

ていただきたいと思います。

　この前の議会の方で、２０年度の補正

予算後の金額としては、一般会計で３５

０億３，０００万円ぐらいの予算規模で

ございます。

　例年、今の時期になりますと、来年度

の予算要求に向けまして、これから１２

月に部長査定、それから１月には市長・

副市長査定をやりながら、来年の予算を

締めていきます。

　こうしたときに、各課の方から非常に

多額な予算要求が出てまいります。昨年

の例でいきますと、３０億から４０億、

以前、最高のときには５０億ないし６０

億円ぐらいの財源不足額の要求が出てま

いります。その中で、議会費に始まって

予備費に至るまでのいろんな款・項・目

がございます。その中で、バランスよく

どういうふうに財源を配分をしていくの

か、これは今後の課題というふうに思っ

ております。

○野口博委員長　弘委員。

○弘豊委員　そうしたら、最後になりま

すが、ちょっと３回目の質問というか、

発言とさせてもらいます。

　税金の問題では、やっぱりこの一連の

流れが地方にとっては不利であるという

ようなことで認識をしている中で、この

摂津市がよくなっているのか悪くなって

いるのか、とても見えにくいというのが、

この間、私の中でもありました。

　今、説明をお聞きして、大体わかった

かなと言える状況にはなっているんです

けれども、それにしてもこれですよね。

これはちょっとやっぱりどうかというふ

うに思うんです。

　これを見ましたら、地方が税収がふえ

ることになり、このくくりは「よりよい

行政サービスが受けられるようになりま

す」と、こういうものを、これ発行して

いるのは摂津市の市民税課というような

ことになっていますから、政府がひな形

をつくって、こういうものでおろせとい

うふうなことだったのかもわかりません

けれども、本当にこういうもので市民に

お知らせするというのがよかったのかど

うかというようなことも、これは年度を

くくる決算でありますから、ちょっと総

括してもらえたらというふうに思います。

　それから、あとは小学校の跡地活用に

かかわってですけれども、やはりまだま

だ地元の方たち中心に、あの場所に愛着

もあって、どうなるのかというようなこ

とはずっと思っているわけです。そうい

うことからしても、やはり住民の納得と

合意を得て、いろんな市の施策を進めて

いくという基本点に立ち返ってもらうと

いうのが大事かと思います。

　私、先日、アクションプラン、集中改

革プランというのも見せてもらって、そ

の最後のくくりのところにも、やはりそ

ういう職員の市政にどう取り組んでいく

のかというような基本的なことがこれの

最後には書かれているのかなというふう

に思いました。

　「住民参加を促し、住民が主役の自治

体を実現することが、行財政改革を通じ

て今後本市が目指すべきものなのです」

と、そういうくくりであります。

　そういうことから言っても、やはり今、
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跡地についていろいろと願いや要求を持っ

ている、そういう市民の方たちと一緒に

今後の活用について、またまちづくりに

ついて、いろいろと議論し合うようなこ

とを要望したいと思います。

　あとの点については理解いたしました。

○野口博委員長　総務部長。

○奥村総務部長　税の方のパンフレット

ということでございますが、この税源移

譲の部分につきましては、個人の市民の

方につきましては、いわゆる所得税が低

くなり、それから住民税が同じ分だけ大

きくなるということで、個人にとりまし

ては何ら変更はございません。

　一つは、もう一つ、それを補完するよ

うに、例えば住宅減税が、いわゆる所得

税で受けられる方が、所得税が低くなる

ことによって住宅減税が十分受けられな

いと、そういうような方につきましても、

いわゆる住民税の方で減額ができるとい

うことになりますので、すべて個人の負

担はふえないというような形になります。

　ただ、先ほど言いましたように、この

税源移譲の部分につきましては、いわゆ

る市町村が自由に使えるお金、国の方か

ら制約のないお金、これがふえたという

ことでございますので、先ほど言いまし

たように、予算編成をするときにも、や

はり国庫補助金でありますと、当然特定

財源で使途が決められてしまいます。そ

ういう部分では、自由裁量ができたのか

なというふうなことで、市民の皆さん方

にはいろんな事業施策が少しでも展開で

きるというような意味合いで、そういう

文書にさせていただきました。

○野口博委員長　弘委員の質問は終わり

ました。

　暫時休憩します。

（午前１１時４８分　休憩）


（午後１時　　　　　再開）

○野口博委員長　再開いたします。

　質問を引き続きよろしくお願いいたし

ます。

　三宅委員。

○三宅秀明委員　それでは、決算概要を

中心といたしまして質問をさせていただ

きます。

　まず、３７ページ、款２、総務費、項

１、総務管理費、目１、一般管理費、秘

書課のご所管になりますが、一般事務事

業の中に各市長会の負担金がございます

けれども、この市長会というものでは、

恐らくいろんな役職というものが存在し

て、これまでいろんな役職をこれまでし

てこられたかと思うんですが、この１９

年度中に任期であった役職をお示しくだ

さい。

　そして、この同じ項目の中の一番最後

には北大阪助役連絡会というのがあるん

ですけれども、今現在、助役というのは

副市長になっておるかと思うんですけれ

ども、今後、この会はどういうふうに変

更されるのか、ひとつお伺いいたします。

　続きましては、３８ページになります。

人事課ご所管の創造的人材育成事業です

ね。これにつきましては、これまでも何

度となく質問等させていただいておるん

ですけれども、先日、資料をいただきま

して、研修の後、報告書のようなものを

作成しておると。それで、平成１７年の

ときの報告書と新しくなった報告書をい

ただきました。

　これを見ていますと、所属長からの所

感というものですか、目標がふえており

ますので、そういった点で、どういった

知識を身につけ、また今後どのように活

用していくのかという目標が明確にされ

ると思いますので、それは非常に喜ばし

いことだと思います。

　しかしながら、その所属長のみならず、
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やはりその課全体としてインプットして

きたことをアウトプットというか、周知

していただくのも、やはり今後継続的に

行っていただくべき目標だろうとも思い

ます。

　今回は、この資料をいただきまして思

うところは、人事課としてそういった観

点、今後、どのように課単位で周知とい

うか、その研修の成果を共有していくの

かという目標について、今、そういった

認識をお持ちのところをお伺いいたしま

す。

　続きましては、４２ページ、情報政策

課のご所管ですね。地域情報化事業の中

にあります庁内ネットワーク保守委託料

という項目ですが、これ、予算の段階で

安全で専門的な対応をとるためというふ

うな理由で、この庁内ネットワーク保守

委託料が計上されておりました。この執

行後において、どのような結果が得られ

たのか、まずお示しをいただきたく思い

ます。

　次に、４３ページ、款２、総務費、項

１、総務管理費、目２の文書広報費にな

りますが、秘書課のご所管で、広報紙に

かかわる事務についてなんですけれども、

これまでの議論等で全戸配布のスタイル

は固まったと思います。それであれば、

次に目指していくべきは、恐らく紙面の

内容であるとか、情報の精査であると思

うんですけれども、そういった点はどの

ようにお考えでしょうか。

　そして、その２段下のホームページ事

業につきましては、これまでいろいろ一

般質問や委員会等で発言をしてきており

まして、この事業に至ったわけですけれ

ども、それにつきましては、各位のご尽

力に敬意と感謝を表するところでありま

す。

　しかし、個々に新しくなった機能がい

ろいろついているかと思うんですけれど

も、やはり各課において、また全体とし

てそういった機能を生かしてこそ、この

リニューアルがより生かされるものであ

ると考えております。その変更された現

状と今後の課題というものについてお伺

いをいたします。

　次に、４４ページ、款２、総務費、項

１、総務管理費、目４、財産管理費、総

務防災課ご所管になります。庁舎管理事

業の中の光熱水費でございます。予算の

段階では、私、前年度等と比較してちょっ

と多いのではないかというふうな発言を

しておるんですけれども、この結果、４，

１７２万ということになっておりまして、

前年度と比べますと約２００万ぐらいで

すか、増加しております。

　これは、昨今の原油価格の変動である

とかが要因だと思われておりまして、今、

対策としてこれがいい、悪いということ

はできないとは思うんです。しかし、市

長の人間基礎教育の中に「節約」という

項目もありますので、そういう観点から

ですと、大もとの値段が上がっているか

ら、こういった値段も上がるんだという

ふうな認識はあるとしても、そういった

節約の心を各課、本庁だけでなく、ほか

の学校施設などとかも持っていただきた

いところであります。この点について、

担当であります総務防災課の方から一言

お願いします。

　そのすぐ下にあります車両管理事業な

んですけれども、このほかの課でも車両

管理事業という項目が上がっておりまし

て、ちょっと思ったんですけれども、今、

市で保有していると思うんですけれども、

これをリースに切りかえるというのは、

費用の面であるとか、そういった点から、

どういうふうな効果になると思われます

か。
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　もし、最近、あちこちの自治体でリー

スに切りかえているところが出ておりま

すので、もしそういった検討をしておら

れるのであれば、その費用等の面、市で

保有した方がいいのか、リースの方がま

だ安くなるのか、そういった情報につい

てお教えいただきたく思います。

　続きましては、４６ページ、款２、総

務費、項１、総務管理費、目６、企画費、

政策推進課ご所管中の地域コミュニティ

センター構想策定事業ですね。これは、

３万円の決算ということでして、似たよ

うな名前と言っては失礼になるんですが、

コミュニティプラザという施設の方の支

出項目もあります。

　こちらとこの地域コミュニティセンター

というのはもちろん違う視点でスタート

しておるとは思うんですけれども、これ

までに、この備考にあります、基本構想

の策定に向けた基礎資料の検証等はどの

ようにして行われておるのかということ

をお伺いいたします。

　次に、４８ページ、款２、総務費、項

１、総務管理費、目１０、電子計算費、

情報政策課のご所管になりますね。行政

情報化推進事業の中にあります通信運搬

費、決算額が２５１万８，７４０円と。

　これなんですが、当初の時点では、そ

の前年より１００万円ほど多くなってお

りまして、いろいろな費用で増額計上に

なっておるというご説明だったんですけ

れども、結果としては特に大幅な変動は

なかった点に落ちついているんですけれ

ども、結局、プラスマイナスがなくなっ

たということで、若干大丈夫なのかなと

いう不安があるんですけれども、その点、

ご説明をいただければと思います。

　そして、次の基幹業務オープンシステ

ム事業というところなんですけれども、

これは同じくいろんな議論の中で行われ

たホストコンピュータシステムからのオー

プンシステムへの移行費用であるという

ことで、１９年度に各種の移行が行われ

たものと認識をしております。

　その中で、いろいろな問題点や対策す

べき点等が見つかったと思うんですけれ

ども、それについて担当課としてのご見

解をお伺いいたします。

　それで、事務報告書の６３ページ、こ

こにはセキュリティ強化対策事業として、

「個人情報取扱事務届状況」とか「個人

情報保護及び情報セキュリティの徹底」

という項目が明示されておりまして、こ

の中には、例えば備考の欄ですと、平成

１９年７月１１日に、情報保護の観点か

ら「Ｗｉｎｎｙコンピュータウイルスの

脅威」であるとか、同じく平成１９年１

２月３日には、ＵＳＢメモリーについて

のセキュリティの徹底が行われていると

記録がされております。

　最近でも、ＵＳＢの紛失事件等があり

まして、その点、やはり市民の方からす

るとかなり不安な点があると伺っており

ます。特に、個人情報の話ですので、そ

れにつきまして、やはりこれまで副市長

名義でしたか、セキュリティの徹底につ

いての通知文とかが出ておると思うんで

すけれども、そういったＵＳＢと外部メ

モリーの話とあわせて、市のコンピュー

タシステム、これの例えばハッキングで

あるとか、大阪府の方のサイトにもあっ

たようなのですが、コンピュータに侵入

してくるといったことで、それで情報を

抜いていくという観点のセキュリティも

今後皆さんで共有していただきたいとこ

ろではあるんですけれども、こういった

点について、今回のこういったセキュリ

ティを踏まえた上で、担当課としてご見

解をお伺いいたします。

　続きましては、決算概要の５０ページ
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です。款２、総務費、項１、総務管理費、

目１３、男女共同参画センター費です。

これの女性問題相談事業という項目があ

ります。

　事務報告書の３６ページにあります、

この相談別相談内容というのがそれに当

たろうかと思うんですけれども、ここに

はいろんな面接相談や法律相談、電話相

談があるというふうな報告でありまして、

例えば法律相談ですと、夫婦とか離婚と

かですが、近隣の市の話なので、本市で

はないんですけれども、その法律相談等

に来られた女性の方がいらっしゃって、

ちょっとしたもともとは相談だったはず

なんですけれども、どうもその担当され

た方が、もう最初から離婚ですねという

ふうな結論で相談を進めていったという

話を伺いました。

　本市では、そういった話は私も聞いて

おりませんので、ないとは思うんですけ

れども、やはりそういう本人はどう思っ

ておられるかはわかりませんけれども、

悪意のあるような誘導的な相談は極めて

引かないけないと思っております。そう

いった点について、担当課としてのご見

解をお伺いいたします。

　続きましては、決算概要の５５ページ、

款２、総務費、項２、徴税費、目１、税

務総務費、市民税課のご所管ですね。臨

時職員賃金についてなんですけれども、

これも予算のときに増額の絡みから縮減

に努めるというふうな答弁をいただいて

おりますが、今後、税制改正等、先ほど

の弘委員との質疑・応答の中にもいろい

ろありましたけれども、制度改正等が始

まると、どうしても残業であるとか休日

出勤等、また夜間等の対応もふえてこよ

うかと思います。

　そういった点を加味しますと、一概に

減らせばいいとか、そういう議論になら

ないんですが、そういった点は公平にと

いいますか、見ていかないといけないと

考えております。そういった観点から、

この臨時職員等、また課としてどういっ

た対応をしていかれるおつもりか、今、

お話しできる範囲で結構ですので、お伺

いいたします。

　続きましては、６０ページ、款２、総

務費、項４、選挙費、目２、府議会議員

選挙費、あとこれはお話として続くんで

すが、参議院選挙と府知事選挙も。

　先般の一般質問で、確か安藤議員がお

問いになっていたかと思うんですが、選

挙公報について。これは、今、新聞折り

込みと、一部、施設で据え置きというか、

来られた方に配布するよという形であっ

たかと思うんですけれども、例えばそう

いった新聞をとっていないとか、そこに、

施設に行くのが時間がないとかという方々

に向けて、ホームページに何らかの形で

この選挙公報を載せるということは可能

なんでしょうか。これをまずお伺いしま

す。

　そして、今回の決算にはこのように上

がっておりますけれども、本市では時々、

いろんな選挙が同一年度に同時に行われ

ることがあるかと思います。そういった

ときに、確度の高い、この参議院はほぼ

間違いなくこの時期に行われるというの

がわかりますし、府議会議員選挙とかで

あれば確度も高いかと思うんですけれど

も、そういった選挙の事務で、このいろ

んな項目がありますけれども、その項目

の中で、例えば府議会議員選挙と参議院

選挙のこの事務は継続して契約するとい

うことは可能なんでしょうか。もうそれ

であれば、先方の手間も省けるかと思う

んで、ひとつお伺いいたします。

　次に、１２５ページ、款８、消防費、

項１、消防費、目１、常備消防費の消防
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庁舎管理事業でございます。ここの光熱

水費なんですけれども、予算の際、明原

参事が、この計上に関する経緯を説明さ

れた上で、「経費の節減に努める」とい

うふうにご答弁されておりますが、今回、

このような結果になっておりますので、

要因といいますか、原因の方のご説明を

お願いしたいと思います。

　その次に、１２４ページに戻るかと思

うんですが、この年度に新しく消防職員

として女性職員がお二人配属になったか

と思います。ちょうどそのときは、市長

のテーマとして女性も入っておって、非

常にいろんな制度を整えてスタートしま

すよというふうな流れであったように記

憶しております。

　今回、女性職員ということで、これま

での施設の改修であるとか、いろいろあっ

たかと思うんですが、あと出動の際のま

た違いもあったかと思いますし、そういっ

た点からしますと、どのような検討すべ

き点があったのか。これについては、多

分、法律的な面であるとか、実務の面、

いろんな側面があると思いますので、そ

ういった点をまずお伺いいたします。

　１２７ページにあるんですけれども、

消防署ご所管で指令・通信事業の緊急情

報システム等保守管理委託料というので

１，１７５万、決算として計上されてお

るんですけれども、これは一つの例とい

たしましても、今般、新しいはしご車が

導入されまして、あれは作業がコンピュー

タ制御されておるところがあるというふ

うに伺いました。

　市民税、固定資産税等でも、いろんな

システム改修の費用がかかっておるのは

重々承知しておりますので、そういった

点を考えますと、こういった消防活動に

おける保守委託料とかも今後検討してい

かねばならない、検討するというのは、

もちろん価格交渉という面でございます

けれども、そういった点について、現時

点でどのようなお考えかをお伺いいたし

ます。

○野口博委員長　東角課長。

○東角情報政策課長　三宅委員の５点の

ご質問についてお答えいたします。

　まず、１点目の地域情報化事業の庁内

ネットワーク保守委託料でございますが、

摂津市の通信回線が、まず３系統、これ

は以前にもご説明申し上げたかと思うん

ですけれども、まず税や国保などの個人

情報の満載されているものにつきまして

は、インターネットに出ず、専用回線で

できております。

　それから、国と大阪府と市町村をつな

ぐ部分、これも閉じた世界でございます

が、ここはＬＧＷＡＮの回線を使用して

おります。

　それから、三つ目でございますが、そ

の三つ目が今回対象となる部分でありま

して、外部インターネットと接続をして

いる部分がありまして、これが事務用と

して使っております庁内ＬＡＮのネット

ワーク回線であります。

　このネットワーク回線が一番インター

ネットと接続しておるために、先ほども

ご質問にありましたように、コンピュー

タのハッカーであるとか、あるいは不正

侵入を試みようというような方が一番多

くて、ここが一番危険な状態にあります。

　この庁内ＬＡＮのインターネットに接

続されている部分につきましては、これ

までは平成１４年からＷｉｎｄｏｗｓ９

８のネットワークシステムを使っており

ましたが、平成２０年度からＷｉｎｄｏ

ｗｓＸＰで毎年庁内のパソコンを入れか

えていくという形になりますので、かな

り性能性の高いシステム導入が必要になっ

てくるということになります。
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　この部分で、まず平成２０年度に入る

までに、現在の状況のネットワークの状

況がどうなっているかというようなイン

ベントリー調査と申すんですけれども、

そのような情報資産の調査と、それから

外部侵入を防止するための保守委託とい

うものを行っております。

　それから、２点目の電子計算費の通信

運搬費でございますが、これは三宅委員

ご指摘のとおりでございまして、平成１

９年度の当初予算では３５１万７，００

０円を計上しておりました。決算額は、

平成１８年度決算と同額の２５１万８，

７４０円と同額になっております。

　１００万円ほど予定しておりましたの

は、市民サービスコーナー５カ所の（株）

ＮＴＴ西日本-関西の、あるいは（株）

ケイ・オプティコムの定価が１カ月１０

０万円ほどで、年間１，２００万円とい

う定価でございまして、これを３月に市

民サービスコーナーをオープンシステム

に入れかえるために通信回線を必要とし

ましたので、１カ月分の予算を計上して

おりました。

　ですが、テスト稼働をできるだけ多く

して、本番稼働を１日だけにセッティン

グさせていただいた結果、１日分でも１

カ月の本来は契約になるということを当

初からは言われておったんですけれども、

値引き交渉をちょっとしまして、１カ月

分をカットしていただきました。

　それと、平成２０年度からは、（株）

ケイ・オプティコムと（株）ＮＴＴ西日

本-関西とで５年特約の入札を行いまし

て、月額１００万であったものが３１万

３７１円２５銭というように入札で下がっ

ております。

　それから、３点目でございますが、基

幹業務オープンシステム事業のシステム

移行料、決算額が３，８９２万１，４０

０円というものでございますが、これも

先ほど三宅委員からご指摘のあるとおり、

平成２０年４月からのオープンシステム

を本格稼働するために、まずデータ移行

の分が総件数１，００５万６，８９７件

のデータ移行をしておりまして、この分

が２，９４８万６，１００円、単価で申

し上げますと、１件につき約２円９０銭

ぐらいでデータ移行をしております。

　それから、新システムに入れかえるに

当たりまして、大阪府地方単独事業であ

りますとか、摂津市独自の老人医療費の

助成制度でありますとか、それから児童

手当、あるいは児童扶養手当などの年齢

制限でありますとか、そういうものが摂

津市独自のカスタマイズが必要となりま

すので、それにかかりましたシステムの

改造経費が９４３万５，３００円、合計

額３，８９２万１，４００円となってお

ります。

　それから、この中でどのような課題が

見つかりましたかというご質問でござい

ますが、現実の話を申し上げますと、デー

タ移行は、とりあえず終わった状態にあ

りますが、現在もまだ産みの苦しみが続

いておる状態で、２１年度も、１年間か

けて安定稼働を図れますように、１４課

３４システムの担当の皆さんといろいろ

とご協力をいただかなければならない状

態にあります。

　それに加えて、また２１年度は、まず

２１年１月は税の年金特徴のｅＬＴＡＸ

（エルタックス）が始まりますし、それ

から今、国の方で問題になっております

定額給付金のシステムの開発が、現在、

内部で協議をもう既に始めておりますが、

その問題があります。

　それから、４月からは、公会計制度、

総務省の改訂モデルでございますが、そ

れに対応した財務会計システムの稼働を
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始める予定になっております。

　それと、もう一つは、２１年の１２月

からは、市民課におきまして戸籍システ

ムを本番稼働しますので、戸籍の個人情

報のデータをプライバシー情報を保護し

た形で移行してシステムを稼働させると、

そういうようなことがあります。

　ほかにも細かいことはいろいろとある

のでございますが、各課の皆さんにご協

力をいただいておりまして、何とか切り

抜けている状態でございます。

　それから、事務事業報告書の、例えば

ＵＳＢの紛失についてでありますが、平

成１９年７月１１日付で副市長から、全

職員と、それから教育委員会の小・中学

校へＵＳＢの持ち帰りを禁止、あるいは

個人情報の取り扱いについての注意喚起

を促してきたところでありますが、事務

報告書にございますように、１９年１１

月２６日に小学校におきまして、全校児

童４４３人分の給食費の徴収状況の載っ

たＵＳＢが紛失となっております。

　これにつきましては、１２月３日に情

報政策課でも持ち帰りを禁止ということ

を徹底いたしておりますのと、それから

やむを得ず持ち帰る場合については、所

属長の承認を得てもらうということ、そ

れからＵＳＢそのものに暗号化をして、

もしも落としても一般の人では解読でき

ないようなＵＳＢを、財政課の協力を得

て年間契約をしております。

　それから、また２０年１１月７日につ

きましては、福祉施設におきまして、障

害を持つ園児８人の食事など生活状況を

記録したＵＳＢがスーパーで買い物中に

盗まれたということでございまして、こ

れにつきましては、１１月１０日付で部

長会におきまして、副市長から外郭団体

への個人情報の保護、あるいは情報漏え

いの防止を徹底するようにということを

指示されております。

　それから、それにつきまして、サイバー

テロというんですか、そういうもののセ

キュリティについてはどういうふうにお

考えですかということでございますが、

基本的には、先ほど申し上げましたネッ

トワーク保守委託料の中で、最新のもの

についてはログの管理、あるいはメール

に不正なメールが含まれておれば除去、

それからウイルスが外部から入ってくる

ものについても排除するような仕組みを

しております。

　それから、もともとファイアーウォー

ルというものを設定しておりまして、シ

ステム的なエラーチェック、それよりも

まず何よりも人的なセキュリティが一番

大事でございまして、これはいつもそう

なんでございますが、ウイルスチェック

をまめにやっていただくとか、それから

個人情報の入った外部メモリーは持ち歩

かないというようなことを徹底していた

だくとか、そのようにしていただくこと

が一番ベストだというふうに考えており

ます。

○野口博委員長　井口課長。

○井口秘書課長　それでは、秘書課、市

長会にかかわりますご質問にお答えをさ

せていただきます。

　市長会は、ご質問のとおり、四つござ

いまして、北摂市長会、大阪府市長会、

近畿市長会、全国市長会、この四つに本

市は加盟をいたしております。

　１９年度の役職につきましては、大阪

府市長会におきまして、所属いたします

北摂ブロックからの推薦を得まして市長

会総会で副会長の役職に当選をいたして

おります。

　それから、２点目の北大阪助役連絡会

負担金、この名称につきましては、ご承

知のように、１９年４月１日より副市長
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制度が導入されまして、名称変更すると

ころでございますが、予算につきまして

は、２０年度から名称が「北大阪副市長・

副町長連絡会」と変更をさせていただい

ておるところでございます。

○野口博委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　それでは、決算概要

の５５ページでございます。市民税課所

管、一般事務事業の臨時職員賃金で、当

初予算のときに増額したが、縮減に努め

ると言っていた。今後、課としてどう対

応していくのかというご質問でございま

す。

　平成１９年度当初予算見積もりの段階

で、税制係で雇用しております臨時職員

につきまして、従来は週３日勤務体制で

予定しておりましたが、法人市民税に係

ります無申告法人の実態調査等を行うに

当たりまして、勤務日数を週３日から週

４日勤務に変更させていただきました。

このことから、２０万８，０００円の増

額を１９年度当初予算に計上させていた

だいたものでございます。

　１９年度決算では、結果的に２０万５，

０００円ほど残ったわけですけれども、

これにつきましては、ことし４月のオー

プンシステムの本格稼働に向けまして、

平成２０年１月から新課税システムを並

行稼働を行いまして、従来の課税事務の

やり方を工夫した結果、２月から３月に

かけての臨時職員の雇用日数等の見直し

を行いまして、従来、この時期、２月に

は９名、３月には１０名を雇用しており

ましたが、１９年度は２月に８名、３月

に９名と、１名雇用を減らしたものでご

ざいます。

　今後の雇用計画でございますが、市民

税の課税システムもことし４月からオー

プンシステムに変わりまして、従来の方

法から比べて大きく変わっております。

　また、委員が申されましたように、今

後、制度改正もいろいろとございます。

特に、来年１０月からは公的年金の特別

徴収制度が実施されます。この業務の運

用の部分で、また新たな業務がいろいろ

と出てまいります。まだ、これから細か

い点などいろいろと詰めていかなければ

なりませんが、いずれにしましても臨時

職員の配置を工夫しまして、より効率よ

く業務が行えるよう雇用計画を立ててま

いりたいと考えております。

○野口博委員長　石原参事。

○石原人事課参事　それでは、私の方か

ら人事課に関するご質問につきまして、

ご答弁を申し上げます。

　人事課では、研修後、受講者に職員研

修受講報告書と職員研修アンケートを提

出していただいております。

　職員研修受講報告書につきましては、

先ほど委員申されたとおり、平成１８年

度から一部改善し、それまでの研修成果

と研修感想の報告をしてもらう様式から、

より研修の効果を高めるために、研修で

習得した知識・スキルを今後実務にどの

ように活かしていくかという報告と、様

式の中にもう一つ所属長記入欄を設け、

所属長が研修受講者から研修の内容、成

果等の報告を受け、そのことを踏まえて、

研修で習得した知識・スキルの今後の活

用方法について的確にアドバイスをいた

だけるようにいたしております。

　それらのことから、各課の職場研修の

中で研修で習得した知識・スキルが各課

の中で浸透しているものと人事課として

は期待しております。

○野口博委員長　牛渡課長。

○牛渡女性政策課長　それでは、女性政

策課に係る女性問題相談事業についてご

答弁申し上げます。

　男女共同参画センターが実施しており
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ます女性のための相談事業につきまして

は、相談者に安全で安心な相談の場の提

供を行うものでございまして、支援する

相談員につきましては、相談者の立場に

立ち傾聴する姿勢を持って、相談員ご本

人が自己決定できるよう、必要な情報の

提供や助言を行うものでございます。

　委員が懸念されるような事例はあって

はならないことと考えておりますけれど

も、現状、相談の場の提供にとどまって

おりまして、センター職員が相談内容の

詳細にまでは立ち入りませんことから、

相談者から直接の訴えがない限り、セン

ターとしては把握することができないと

いうような状況でございます。

　これまでも、そのような訴えはいただ

いておりませんけれども、委員ご指摘の

ような事例が生じませんように、相談事

業の基本姿勢を再確認いたしまして、今

後とも安全で安心な相談の場の提供に努

めてまいりたいというふうに考えます。

○野口博委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　総務防災課の方から

は、決算概要の４４ページ、光熱水費の

件、車両管理事業の件、お答えさせてい

ただきます。

　光熱水費でございますけれども、ふえ

たということでございます。これは、こ

の大きな要因といたしましては、昨年度

の８月、９月の猛暑というのが大きな要

因になっておるかとは思います。

　昨年の８月は、月平均気温が２９．９

度ということでございまして、今までに

ない気温になっております。また、９月

も相当猛暑日が異常に続くというような

事態でございまして、このあたりがやっ

ぱり原因の大きな部分を占めるのかなと

思っております。

　節約の心でということで、当然、今後

もそういう電気等については節約をとい

うことでございますが、個人的なという

か、職員自身の努力もさることながら、

空調機につきましては、やっぱり経年劣

化というのが相当来ております。これ、

調査をいたしまして、１９年度におきま

して、約５００万円の修繕費をかけまし

て、室外機のオーバーホール等をいたし、

電装品の載せかえ、洗浄等を行いながら、

効率的な電気の使用について努力してお

りますが、今後とも職員個人、個人の努

力とともに、機器の更新等を計画的に進

めることによって、より省エネに努めて

まいりたいなというふうに考えておりま

す。

　車両管理事業でございますが、車両に

つきましては、以前から集中管理である

とか、いろんな方法で効率的に使えばど

うかというお話もございます。そのたび

にお答えをいたしておりますが、一定の

台数は必要であるという認識は持ってお

りますが、これにつきましても、普通自

動車から軽自動車への変更であるとか、

できるだけ経費を下げるというふうに考

えております。

　リースをということでございますが、

現況、私どもリースを利用してはおりま

せん。今までが相当１５年程度軽自動車

を使ったというような例もありまして、

ちょっとリースになじんできていないの

かなという思いもあります。

　ただ、今後につきましては、リースも

含めて、さまざまな手法で購入費用を平

準化していくということも非常に大事な

ことではないかなと思っておりますので、

今後検討して、研究もさせていただきた

いと考えております。

　以上でございます。

○野口博委員長　吉田参事。

○吉田市長公室参事　それでは、私の方

からは政策推進に係ります地域コミュニ
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ティ構想策定事業というところの点から、

委員のご意見としてコミュニティプラザ

との整合性、それと今後のかかわりとい

う点について答弁させていただきます。

　まず、地域コミュニティセンターの構

想でございますけれども、今日まで、平

成１９年度におきましては、南千里丘の

方でまちづくり懇談会というのを開催し

ておりまして、先般、１７日も開催する

中で、約２９回、今日まで開催させてい

ただいております。

　そこで、今日まで約４回、コミュニティ

にかかわる意見をいただいております。

その意見としましては、約７００近くコ

ミュニティにかかわるご意見を賜って、

それを今日まで取りまとめし、またコミュ

ニティプラザの方にも反映させていただ

いているというのが現状でございます。

　ただ、コミュニティセンターにつきま

しても、やはりここで明記させていただ

いているように、地域コミュニティとい

う一つのくくりがございますし、コミュ

ニティプラザそのものは都市の核として、

拠点として整備したいという市の方針も

ございます。

　ただ、コミュニティセンターにつきま

しては、やはり地域のコミュニティの核

という位置づけを考えておりますので、

そのあたりのすみ分けをきちっとやって

いきたいという考えを持っております。

　ただ、その中には、やはりコミュニティ

の大きなくくりがございますので、やは

りそのコミュニティに対する市民の方々

のご意見やご要望等をやはり基本的なと

ころに置きたいということで、懇談会の

方のご意見も当然参考にさせていただき

ながら生かしていきたいというふうに考

えています。

　施設の内容でございますけれども、前

の特別委員会にコミュニティプラザの基

本計画をご提示をさせていただいて、施

設の配置等もご説明を申し上げてきた経

緯がございますけれども、やはり摂津市

については、ある程度分散型じゃなしに

スモールシティとしてやはり集約して有

効に施設を使っていただきたいというこ

とも我々の意識の中にございますので、

やはりむだなものはつくりたくございま

せんので、必要なところに必要な施設を

計画的に、地域コミュニティセンターも

含めまして配置をしたいというふうに考

えておりますので、そのあたりできるだ

けうまくコミュニティプラザとセンター

とはきちっとすみ分けた中で整理してい

きたいなというふうに考えております。

○野口博委員長　橋本参事。

○橋本秘書課参事　それでは、私の方か

ら広報に関して、２点お答えさせていた

だきます。

　広報紙についての全戸配布が達成でき

た今後についてですが、広報おしらせ版

につきましては、昨年７月から委託業者

による全戸配布に切りかわり、当初の混

乱につきましても一定おさまり、定着し

たところと判断しております。

　広報紙についてですが、ホームページ

が普及しても紙でお届けする広報紙は、

各年代の方にそれぞれの生活の中で読ん

でいただけるものと思っております。そ

れだけに、広報紙は見やすく、読みやす

く、紙面に強弱のついた、読み手の市民

を飽きさせない工夫も必要と考えており

ます。

　今、全戸配布ができた段階で、特に１

日号につきましては、イベントなどの行

事案内、講座の申し込みなどが中心です。

せっかく届けられている情報がそれだけ

では、見る側の市民に立ったとき、少し

物足りなさを感じているものとも感じて

おります。
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　今後、広報紙をより見やすく、わかり

やすくしていく中で、今、内容の充実も

課題として提起されております。

　あわせまして、１日号の紙面構成の見

直し作業も今後進めていきたいと考えて

おります。

　続きまして、ホームページのリニュー

アルに関してですが、ＩＴの推進に伴い

ましてホームページに求められるものが

変化しまして、２００４年ＪＩＳの規格

として発表されました、だれもが利用で

きるアクセシビリティ、ユーザビリティ

への対応を重点に全面リニューアルいた

しました。

　見やすさ、使いやすさを追求するとと

もに、あわせましてこれまでホームペー

ジの管理手法を見直すため、新たにコン

テンツ管理システムを導入いたしました。

　このコンテンツ管理システムと言いま

すのは、ページ作成、更新、削除などが

簡易に効率的にできるように支援するシ

ステムの総称のことでございます。

　新たに取り組みました、このシステム

で担当各課の方からページ更新をします

が、そのできるようになった機能につい

て若干紹介させていただきます。

　ホームページの専門知識が不要で、担

当各課におきましてページが作成できる

ことが第１点でございます。

　アクセシビリティに対応させるため、

自動チェックがかかります。ＪＩＳに準

拠したページ作成ができるようになりま

す。

　例えば、日付の数字につきましては、

普通、ホームページ上では半角が基本と

されています。全角で入力した際などに

つきましては、自動的に半角に置きかわ

るなどの機能があります。

　また、担当各課におきまして、タイム

リーな情報提供としまして、あらかじめ

公開の日にちを指定してページをつくっ

ておくことや、また公開期限、情報の鮮

度といいますか、不要になった情報がい

つまでも公開されている部分が残らない

ように、公開期限の設定などもできるよ

うな機能を付加しております。

　また、トップページへの新着情報、お

知らせに、担当各課がつくった情報の見

出しをつけましてリンクを張ること、トッ

プページにおきましてのイベントカレン

ダーに登録したり、目的や対象を設定し

た項目へのリンクも担当各課の方ででき

るようなシステムでございます。

　こういったシステムを導入しましても、

実際、情報発信するのは、各課の取り組

みでございます。職員一人ひとりの情報

発信者であるという意識を持っていただ

くことを今後とも広報から呼びかけてい

きたいと考えております。

○野口博委員長　豊田局次長。

○豊田選挙管理委員会事務局局次長　そ

れでは、私の方から選挙管理委員会に係

りますご質問についてご説明させていた

だきたいと思います。

　まず、１点目のご質問の選挙公報を今

のところ新聞折り込み、施設への据え置

きという形で対応させていただいている

ところなんですけれども、それをホーム

ページに載せられないかというご質問に

ついてですが、現行、選挙公報の発行に

ついては、国政選挙、府知事選挙におい

ては、公職選挙法に基づき行っており、

また府議会選挙においては、府の条例、

市の市議会議員、また市長選挙において

は、市の選挙公報の発行に関する条例に

基づきとり行っているところでございま

す。

　選挙公報につきましては、現行法令上

では紙の印刷物による配布というふうに

なっておりますので、ご質問のホームペー
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ジにて掲示できるようなことにはなって

おりません。

　また、したがいまして今のところ、選

挙委員会でもとり行っているところでは

ございません。

　続きまして、２点目の同じ年度で複数

の選挙があった場合、同じような業務に

ついて一括して契約できないかというご

質問についてご説明させていただきたい

と思います。

　このことにつきましては、委員ご指摘

のとおり、選挙管理委員会といたしまし

ても当然一括した入札や見積もり合わせ、

こういったことについては必要なことと

認識しているところでございます。

　今後におきましては、一つひとつ委託

内容を見直させていただきまして、今ま

での選挙の委託状況とかから傾向とか、

そんなことをいろいろかんがみまして、

複数の選挙がございましたら、そのよう

なケースが今後生じましたときには、ま

たそのようなことについて検討してまい

りたいと考えておりますので、よろしく

お願いしたいと思います。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　それでは、女性消

防吏員についてであります。

　まず、総務課所管分についてお答えし

ます。

　現在、女性消防吏員は２名おりまして、

両名とも９時から翌９時までの隔日勤務

をとっております。

　女性消防吏員を取り巻く法的な環境で

ありますが、労働基準法及びこれに基づ

く厚生労働省令におきまして、１番に重

量物を取り扱う作業、そして２番目に有

毒ガス、これは塩素でありますとか、シ

アン化水素、一酸化炭素、これらを含み

ます。それらを発散する場所における業

務が女性の妊娠・出産に係る機能に有害

であるとして、就業制限がございます。

ございますが、この就業制限を理由にし

て女性消防職員の職域から災害現場業務

すべてを排除することは決して適当では

なく、合理的解釈を持って、一定の警防

活動業務は可能であると、このように考

えております。その趣旨を踏まえ、災害

現場に対処する消防署へ現在は配属して

おります。

　それと、委員ご指摘の留意を要した点

でありますが、一つ目に、深夜業務に就

業するに当たりまして労働安全衛生規則、

これに基づきまして、女性用の仮眠場所、

女性用の便所、それと浴室の確保等庁舎

の環境整備も完了させました。

　二つ目に、セクシュアルハラスメント

防止につきましては、職員研修によりま

して、全員が確実に重要性を認識しまし

て、相談員も設置しておりますし、市の

開設する相談窓口の活用も進めておりま

す。

　それと、妊娠の報告があった場合です

が、当該期間の配置がえ等、そういう面

も考えております。

　次に、日々の実務的な部分につきまし

ては、所管課消防署からお答えをいたし

ます。

○野口博委員長　本山課長。

○本山警備第１課長　それでは、私の方

から、引き続きまして現在の女性消防士

の勤務状況、それから先ほどもう１点あ

りました保守点検委託料の減額に努めて

いるかということにつきまして、ご答弁

させていただきます。

　２名の女性職員ですけれども、６カ月

間の消防学校訓練で男性消防士と同じ座

学、訓練、実技等を修得いたしまして、

消防署に配属となっております。

　両名とも２４時間の隔日勤務で、現在、

救急係員として救急事務はもちろん、救
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急出動、火災出動等の現場活動におきま

しても、救急車の機関員として出動する

など、男性職員と同じ活動を行っており

ます。

　また、日常業務においても、男性職員

とよく溶け込んで仕事をこなしており、

成果を出しております。

　１名は救急救命士として、また１名も

救急救命士を目指し、日々研さんし、研

修等にも積極的に参加し、頑張っており

ます。今後の活躍を期待しておるところ

でございます。

　それから、２点目の保守管理委託料の

減額につきましてですけれども、消防署

所管分の指令・通信事業の緊急情報シス

テム等保守管理委託料につきましてです

けれども、この指令設備は平成１２年３

月運用開始以来、３６５日２４時間、１

１９番の受付及び指令業務のため稼働い

たしております。

　保守内容といたしましては、指令設備

の正常な機能を維持するため点検整備を

行い、障害の発生を未然防止し、円滑な

業務を行うため、定期点検として設備機

器により年１回もしくは４回の点検、ま

た障害発生時は、２４時間オンコールに

よる保守対応を実施いたしております。

　契約金額につきましては、毎年、契約

の時点で減額交渉を行っており、設備に

よっては、システムの機能に支障を及ぼ

さない範囲で機器単品の減額交渉や点検

回数を減らすなどして、平成１７年度に

見直し、約６０万円ほどの減額を行った

ものでございます。

　ただ、他社との競争が困難なこともあ

りますが、今後も減額には努めてまいり

ます。

○野口博委員長　明原参事。

○明原総務課参事　それでは、私の方か

ら決算概要１２５ページ、消防庁舎管理

事業光熱水費の平成１９年度決算額の増

額理由につきましてご答弁申し上げます。

　ご指摘いただいておりますとおり、消

防庁舎管理事業の光熱水費につきまして

は、前年度決算比較で５９万１，０３４

円、約６％増額いたしました。

　この科目で支出いたしました光熱水費

は、消防本部庁舎と千里丘、味生、鳥飼

の各消防出張所庁舎に係る電気代、ガス

代及び上下水道代でございます。

　増額となりました原因といたしまして

は、猛暑による真夏の冷房に係る電気消

費量がはね上がったことが主な要因でご

ざいます。

　また、平成１８年１２月に味生出張所

の下水道が供用開始となりましたことか

ら、平成１９年度につきましては上下水

道代も若干支出が増加いたしております。

　節約という観点では、以前からご指摘

いただいておりますが、消防の職場にお

きましても、昼休みの消灯、冷暖房温度

の適正設定、また節電・節約につきまし

ては、過去にはＳｕｐ３０運動、ＡＴＯ

ＭＳ運動、人間基礎教育の精神によりま

して、職員意識に深く浸透しているとこ

ろでございます。

　今後も、引き続き光熱水費の節約・節

減に努めてまいりたいと存じます。

○野口博委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　いずれもご答弁、あり

がとうございました。項目別に、また２

回目の質問をさせていただきます。

　まず、秘書課ご所管でしたが、市長会

についてご説明をいただきました。

　１９年度は副会長をしておったという

ことで、やはり最近といいますか、地方

分権が非常に話題になっておるところで

ございます。そういったときに、例えば

国ですとか府に発言をするに当たっては、

やはり摂津市長のみならず、大阪府の市
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長会会長ですとか副会長、また全国市長

会もそういった会長職とかがあると思う

んですけれども、そういった役職が付随

しておる方が効果的だと認識をいたして

おります。したがって、こういった副会

長等のときに、何か地方分権の観点から

しっかりとした発言をしていただきたい

なという思いがありました。

　現在はその役を外れたようですので、

特段申し上げるべきことはありませんけ

れども、今後、こういった役職につく機

会がありましたら、そういった観点で発

言等をしていただければなと思います。

　助役の名称については、副市長に変更

するということで理解をいたしました。

　次に、人事課ご所管になりますが、人

材育成についてご答弁をいただきました。

資料としていただきましたが、報告様式

が変更されて、課内での連携は図ってお

るとのご答弁で、実際、この様式を確認

しましたところ、確かに所属長の方から

すると若干負担がふえたような気もする

んですけれども、それはそれでより真剣

さといいますか、研修に課員を送り出す

ときの心構えがまた一段アップしたんじゃ

ないかなと思います。

　この事務報告書の１９ページ以降にい

ろんな派遣研修の一覧があるんですけれ

ども、この中には派遣人数も書いてあり

まして、一つの項目の中で１がずっと並

んでいるとか、いろんな人数の種別が載っ

ております。

　こういったときに、例えば事務報告書

の２２ページに財団法人全国市町村振興

協会全国市町村国際文化研修所主催の徴

税事務の研修があるんですけれども、例

えばこういったところに派遣されている

のは１人なんです。こういったところで、

多分、全国からいろんな徴税吏員の方が

集まって研修とか議論をされたかと思う

んですけれども、そういったときのフィー

ドバック、こういったものにどのように

してこられたか。ご答弁できる範囲で結

構ですので、お願いをいたします。

　次に、情報政策課ご所管の各ご答弁に

ついてですけれども、ネットワークの保

守委託料につきましては、３点あって、

そのご説明等もいただきました。

　２点目の行政情報化推進事業の通信運

搬費の１００万円減につきましても契約

上の交渉でそうなったということと、あ

と詳しい契約の内訳もお示しいただきま

した。額が大幅に減ると、安全性という

か、そういった点で不安を覚えるところ

なんですけれども、今回はそういうもの

につながるような減額ではないと認識を

いたします。今後も、その交渉で支出の

節減に努めていただきたいなと思います。

　三つ目には、オープン化に伴うデータ

の移行についてご説明をいただきました。

問題点としまして、来年度、１年かけて、

来年度というのは２１年度かと思うんで

すけれども、年金特徴の話ですとか、定

額給付金、あと公会計改革、戸籍システ

ム等、いろいろ考えていかねばならん課

題があるということでした。

　これは、もちろん情報政策という側面

だけでなく、担当各課にももちろん及ん

でくる話だと思いますので、ソフトの扱

い方でありますとか、そういった点をや

はり細やかにお示しいただくのが一番な

のかなと思いますので、いわゆる横の連

携というんですか、そういった点をしっ

かりと行っていただきたいと要望いたし

ておきます。

　次に、ＵＳＢの管理についてですけれ

ども、先ほどご答弁の中に暗号化のかか

るＵＳＢを配付するというような話もあ

りました。

　一般の話であれば、暗号化してあれば
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まず大丈夫だとは思うんですけれども、

こういったご時世ですので、どんなソフ

トを持っておられる方がいらっしゃると

も限りませんので、ＵＳＢ本体だけでな

くて、やはり先ほど来のお話にもありま

すように、人の認識、決してＵＳＢを持っ

て帰ること自体を完全に非難しているわ

けではありませんで、業務が残って、あ

と少しで終わるから、ちょっと家でやろ

うという、ほんのちょっとした、先ほど

例示していただきました保育士さんも、

恐らくそんなところだったのかなと思う

んです。

　ただ、だからと言ってそれが許される

というわけでもなくて、やはりそういっ

た環境、業務としてどこまでを持って帰っ

ていいよとか、これはちょっと申しわけ

ないけれども、絶対持って帰ったらあか

んので、デスクで終了させてくれと。万

一持って帰るときには、絶対に報告しろ

という、厳しい言い方をしては誤解も生

まれるかもしれませんけれども、性善説

と性悪説という考え方があると思うんで

すね、こういうお話になってくると。み

んなは、ＵＳＢは使えるけれども、こう

言っていれば使わないと。逆に、あるか

らもう使ってしまうと。何か言わなかっ

たら使ってしまうと。どっちの立場に立っ

て考えるかで、また指導の仕方も変わっ

てくると思うんです。

　ですので、やはり副市長名義で情報セ

キュリティに関してはいろんな通達が出

ていると思うんですけれども、もう一度、

どういった観点で情報を扱うのかという

点で皆さんでお考えいただきたいなとい

うふうに思いますので、これは一言意見

として申し上げておきます。

　５点目、サイバーテロの話ですけれど

も、いろんな個人ホームページもそうで

すけれども、システムの中に侵入してき

て、記録を改ざんするであるとか情報を

抜き取っていく話がよくある話になって

きてしまいましたので、市としても、前

回お伺いしたときには、情報監査も受け

ておられるとのことでしたので、一定は

安心はしておりますが、先ほどこの中で

ログの管理であるとか、メモリーの管理、

ウイルスは毎年というか、毎月というか、

下手したら毎日ぐらいの勢いで変異して

きておりますので、そういった点もあわ

せて頻繁な意見交換、情報の共有を図っ

ていただきたいなと思います。

　次に、秘書課の広報とホームページの

お話なんですけれども、全戸配布のスタ

イルに続いての話ですと、紙媒体は今も

ちろん重要であると。これは、もちろん

当然のことであります。内容として、見

やすく、読みやすく、飽きさせないとい

う、この３点は一番わかりやすいフレー

ズかなと思いますので、この観点でちょっ

ととって読んでみようかなというような

紙面づくりを今後とも心がけていただき

たいなと思います。

　ホームページにつきましても、先ほど

詳しくご説明をいただきました。コンテ

ンツ管理システムであるとか、担当各課

でページが更新できると、これはあと公

開日とか期限も設定できるということで、

これちょっと知らなかったんですけれど

も、これがあると、例えば行事の案内に

ついても、じゃあ１０日前ぐらいにこれ

がアップされるように設定するというこ

とができるようになったということです

ね。これは、物すごく便利な話なんです。

　例えば、ブログとかで未来のことを書

きたいと、来週に記事を書きたいと。し

かし、自分はきょうから例えば１０日間

ほど留守にすると、パソコンの前から。

そういうときに、設定しておくと、自分

は何もしなくても勝手にブログがアップ
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されるということができるんですね。で

すので、そういった情報の周知とかには、

たとえ担当課としてアップを忘れそうな

ときであっても、そういう設定をしてお

れば自動的にアップされるわけで、そう

いった伝え漏れもなくなってくると思う

んです。

　例示すると、選挙とかのご案内にも使

えるかと思うんですけれども、そういっ

た観点から、どんな機能があって、どん

なことができるのかというのをしっかり

と把握していただいて、課として利用で

きるところを存分に活用していただきた

いと思います。

　次には、総務防災課ご所管の光熱水費

のお話です。昨年の猛暑、これはよく記

憶しておりまして、こういう質問をして

おきながらあれですけれども、我が家も

上がった記憶があるんですけれども、今、

課長のご答弁にありましたように、経年

劣化、エアコンとか。私、環境家計簿と

いう、以前から大阪府の事業から続いて

いるものに参加しておるんですけれども、

意外と冷蔵庫とか、そういった経常的に

電気を食うものが以外と施設の中には存

在すると。恐らく、この庁舎の中でした

ら、農業祭のときなんかに冷やす冷蔵庫

とかもあると思うんですね。

　そういったものも経年劣化してくると、

切りかえた方が随分電気代が変わってく

ることも考えられますので、そういった

点、今、把握しておられる範囲で、こう

いった冷蔵庫ですとかエアコンとか、ちょっ

と近々変えた方がいいと感じておられる

こととか、導入してから２０年、３０年

たっているとか、そういった設備があれ

ば、一言お答えいただければと思います。

　車両管理につきましては、今後、一定

の台数は必要、もちろんそうですし、軽

自動車を例えば１５年、２０年使ったら、

そっちの方がどう考えても安いわけです

ので、それはもちろん理解をいたします。

　しかし、そういう中でも今後はリース

もあり得るというふうにお答えをいただ

きましたので、どっちが市にとって有益

になるのか、そういった観点から契約等

に取り組んでいただきたいなと思います。

　次に、市長公室、政策推進に係る地域

コミュニティセンターですけれども、こ

ちらもコミュニティプラザとすみ分けを

きっちりしていくというふうなお話でし

た。そして、必要なところに設置をした

いと。これに至るまでには、恐らく当然、

大幅な時間と多くの議論があって、多く

の意見があるかと思います。

　そういった点からすると、すぐにまと

めるのは困難かと思うんですけれども、

やはり皆さんの大きな意思をまとめると

いう観点で今後の議論に当たっていただ

ければなと思います。

　女性政策の女性相談ですけれども、今、

ご答弁いただきましたように、直接お伺

いすることはもちろん無理だと思うんで

す。

　そうでありますけれども、やはり相談

者の真意を、相談を受けられる弁護士さ

んであるとか、その担当の方が冷静に聞

き取るように、一言、二言申し述べてお

くぐらいのことは多分できるかと思いま

すので、そういうちょっとしたことから

行動をお願いいたします。

　市民税課の人件費について、いろいろ

オープン化についての懸念等をあわせま

してご答弁をいただきました。

　もうずっとこういった場では税システ

ムの変更が指摘されてきておりまして、

今後もいろんな変動が予定されておりま

すので、なかなかどれがいいという策は

ないと思うんですけれども、以前から申

し上げておりますように、ベストは時間

－
39
－



内に終わることですので、そういった観

点を引き続き、恐らく今後、定額給付金

等の事務作業も入ってきますと、どの課

がご所管になるかはわかりませんけれど

も、混乱も予想されますので、しっかり

と管理職の皆さんは冷静な見地からそれ

ぞれの課においてのご対応をお願いした

いと思います。

　次に、選挙管理、総合行政委員会です

けれども、選挙公報について、ホームペー

ジに載せるのはもともとの法律が紙を想

定しておるので、ちょっと難しいという

ふうなご答弁でございました。

　それで、この決算概要６０ページには、

全国や近畿といった、選挙管理委員会の

連合会という組織があるとの表記がござ

います。

　例えば、こういったところでそういっ

た新しい時代を見据えた選挙についての

議論というんですか、そういったものは

されておるのか。もし、まだそういった

ものがなければ、今後、ぜひこういった

場所でも取り組んでいただきたいと思う

んですけれども、この点についていかが

でしょうか。

　次に、二つ以上の選挙についてあわせ

て契約できないかという話ですけれども、

これは前向きなご答弁をいただきまして、

検討すると、必要だということでござい

ましたので、どの選挙が今後あるかはわ

かりませんので、そのタイミングを見計

らってご対応をお願いいたします。

　最後に、消防ご所管です。光熱水費に

ついて、今、明原参事の方から原因の分

析と心構えをいただきました。同じく、

猛暑等が原因だとも思いますので、一概

にふえたではないかという議論になりま

せんけれども、やはりこれまでのちょっ

とした消灯でありますとかといった努力

をしておられる姿は見てきておりますの

で、今後とも意識を変更することなく、

予算等に反映させていただきたいと思い

ます。

　女性消防職員のお話ですけれども、本

質的な面は労働基準法とか、あと労安規

則等にのっとりながらも、活動に支障が

出ないように運用をしているということ

で、そして現場においては、救急隊員と

して頑張っておられるということですね。

　このとき、市長も頑張ってくださいと

いうような強い発言もありましたし、実

際、市制施行４０周年の記念冊子で、は

しご車をのぼっておられる姿が印象に残っ

ております。

　もちろん試験ですので、公平に採用さ

れることは当然でありますが、このお二

人が最初で最後の女性職員になってしまっ

ては元も子もない気もしますし、かといっ

て男性職員をほうっておいていいわけで

もありませんので、やはり公平な見地は

持ちつつも、新しい時代の消防のスタイ

ルを確立していただくよう、皆さんで努

力を続けていただきたいなと思います。

　委託料につきましても、毎年いろんな

交渉をしておるということで、今後も減

額交渉、システム自体の健全性は保った

まま減額交渉に当たっていただきたいと

思います。

　２回目は以上です。

○野口博委員長　井口課長。

○井口秘書課長　それでは、秘書課の市

長会についての答弁で一部訂正がござい

ますので、申し上げたいと思います。

　総会で選挙されましたと申し上げまし

たが、第１回定例会で選挙され、副会長

に１９年度は選ばれました。

　任期は、５月から翌年２０年度の５月

まででして、特に活躍といたしまして、

大阪府の暫定予算、ＰＴ案のときには、

任期間際でしたけれども、しっかりとセー

－
40
－



フティネットを守るという観点から、市

長の発言がかなり大阪府を動かしたとい

うふうに認識をいたしておりますし、役

員に選ばれるというのは、個人の力では

どうにもなりませんが、推薦という、各

ブロックの推薦なり選挙がございますの

で、役職は取りたいところですけれども、

これはいかんともしがたいというところ

でございます。

　しかしながら、役員に選ばれなくても、

しっかりと市長は意見を述べられている

というふうに思っておりますので、ご安

心をいただきたいと思います。

○野口博委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　省エネに関しまして、

電気代の使用等に関しまして、経年劣化

等について把握している範囲でというこ

とでございます。

　庁舎が建ちまして、１５年近くたって

おります。冷房・暖房機器すべてにおい

て経年劣化は進んでいるものと考えてお

ります。

　ただ、我々は先ほど申しましたエアコ

ン等の基板の変更であるとか、洗浄であ

るとか、そういったことで、いかに長く

もたせるかということを考えております

が、今後した方がいいなと思っておりま

すのは、議場及び本館１階については、

ガス吸収式という方式の冷暖房装置をつ

けております。これについては、将来的

にはやはり別の形の熱源機の交換等をし

た方が大分と省エネになるのではないか

なというふうに考えております。

　ただ、やっぱりイニシャルコストが相

当１，０００万、２，０００万の単位で

はございませんし、安く見積もっても何

千万というような単位になりますので、

これは財政状況との見合いですけれども、

常に検討しながらやっていきたいと。大

きいところはそういうことでございます。

　一方で、やはり小まめなカーテンの開

閉でありますとか、職員ができることを

地道にやっていくというのも一方で重要

なことかと思いますので、そういうこと

をもって今後とも取り組んでいきたいと

考えておりますので、よろしくお願いし

たいと思います。

○野口博委員長　豊田局次長。

○豊田選挙管理委員会事務局局次長　そ

れでは、私の方からホームページについ

て、いろんな組織を通じて国の方に要望

とかできないかということについて、ご

答弁させていただきたいと思います。

　現在、そういうふうないろんな連合会

とか協議会とかがございますけれども、

そういったところで、選挙公報をホーム

ページに載せられないかということにつ

いては、協議等、検討されているような

状況ではございません。

　今後につきましては、私どもの選挙管

理委員会の方でいろいろと検討をさせて

いただきまして、北摂の関係の構成され

ている大阪府の北部ブロックの選挙管理

委員会協議会とかの会議で協議とかをさ

せていただきまして、その後、全国市区

選挙管理委員会連合会を通じて、国への

要望とかができないかどうかについて検

討をさせていただきたいと考えておりま

す。

○野口博委員長　布川課長。

○布川納税課長　それでは、研修派遣に

ついてご答弁させていただきます。

　市町村の税務職員は、一般事務職員と

して採用されているため、専門職員とし

て採用される国税職員と異なり、人事異

動により他部署に異動することがあるた

め、専門知識の蓄積や制度のノウハウの

継承が難しいのが現状であります。

　納税課におきまして、税の徴収担当職

員として必要な地方税総則、国税徴収法
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等の制度、財産調査、差し押さえ等の実

務についての講義、演習により、市町村

税徴収事務に関する専門知識の習得及び

実務能力の向上を図る目的で開催されて

いる「市町村税徴収事務研修」に平成１

８年度より派遣を行っており、職員の能

力向上と全体のレベルアップを目指して

おります。

　平成１９年度は、８月に大津市にあり

ます全国市町村国際文化研修所において

１０日間の研修を受け、講義、演習の研

さんを始め受講者所属自治体の現状や諸

問題を報告、検討し合うことにより、大

いに刺激を受け、本市の徴収能力向上に

つながってきております。

　職場復帰後は、朝礼や職場研修の場で

受講職員による他府県の状況報告や制度

の解釈、手法の報告会を持っており、職

場で情報を共有できるように努めており

ます。

○野口博委員長　北居参事。

○北居消防本部参事　職員採用等の今後

の方向性でございますが、女性採用につ

きましては、今と引き続き男女同様の機

会を持って実施をいたしますし、また採

用後につきましても、各種資格の取得、

昇任試験、管理職への登用等、すべての

面において同様に能力を発揮できる機会

を与えるものと考えております。

○野口博委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　いずれもご答弁、あり

がとうございました。

　まず、市長会の話ですけれども、マス

コミでよく取り上げられたシーン、覚え

ております。あれに頼らずとも、確かに

今おっしゃったように、市長はこれまで

の政治経験が豊富でございますので、そ

ういった点からも発言の機会はたくさん

あろうかと思います。

　ただ、府であればともかく、やっぱり

国になってくると、やはり一定の組織の

役員であった方が確実に有利に働くと思

いますので、そういった点からは、団体

の組織の中の話ですので、一概にあっさ

りとれるわけでもありませんけれども、

そういった機会をとらえていろんな発言

につなげていっていただきたいなという

ことをお願いしておきます。

　今、納税課の方からフィードバックの

お話をいただきました。やはり、今回も

いろいろ詳しい、帰ってこられてからい

ろんな情報のやりとりがあったと今お話

をいただきましたけれども、これが例え

ばどこどこの課でこういった報告をして

いるというようなおもしろい取り組みと

かがあれば、それを全体的に波及させる

ようなことも必要なのかなというふうに

思います。

　以前、ＡＴＯＭＳ運動とかでもありま

したし、やはり職員提案というんですか、

いろんな世代、いろんな方の意見を拾い

集めると、意外と使えそうな意見も多々

出てくるかと思いますので、やはり研修

のフィードバックを初めとして今後の事

務運営ですとか、制度変更においての情

報の共有、横のつながりに資するような

体制づくりを今後とも、２１年度予算に

向けてもしていただきたいなと思います。

　総務防災課の方でお答えいただきまし

た、特に議場と２階がシステムの違いで

費用がかかるのではないかというふうな

ご答弁でした。

　今はお金の節約もあるんですけれども、

ＣＯ2、これの排出の話が絡んできてし

まうので、また一つややこしい点があり

ます。

　予定されております南千里丘の摂津市

駅、これは阪急電鉄さんが主体となって

おられたのか、ちょっと記憶があいまい

なんですが、ＣＯ2の排出を相殺してゼ
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ロにするというような画期的なシステム

であるとおっしゃっていました。そこに

予定されているマンションも、排出権で

クレジットポイントがつくというような

制度を取り入れるというふうにおっしゃっ

ていました。

　そういう点からすると、この費用の縮

減はもとよりＣＯ2の縮減という観点も

入ってまいります。何分見えないものな

ので、どれだけ節約というのは難しいん

ですけれども、時々スーパーとか百貨店

等で、車だったらこれだけ、歩いたらこ

れだけという目安のＣＯ2排出量とかの

ボードがありますので、そういったもの

を見かけられた際には、そういった意識

を持っていただければなと思います。

　次に、選挙管理委員会の選挙公報のお

話ですけれども、一応、北部ブロックの

方から取り組んでいきたいというふうな

ご答弁をいただきました。

　最終的に法律の話になってくると、単

体の選挙管理委員会ではどうしようもご

ざいませんので、やはり意見をまとめて

いただいて法律改正につながれば、それ

がいいのかなと思いますので、今は法律

の枠内で何ができるかと、先ほど申し上

げましたように、選挙が予定されている

ところとの周知もあわせて検討していた

だければなと思います。

　そして、最後に消防の女性職員のお話

ですけれども、今、今後についてもしっ

かりと目標を持って取り組んでいくんだ

というような趣旨のご答弁をいただきま

した。

　今後、ワーク・ライフ・バランスとか、

いろんなまた男女共同参画とかの観点が

入ってきますので、いろんな法律の壁で

あるとか、そういった点も出てこようか

と思いますけれども、先ほどおっしゃっ

たような合理的な解釈であるとか、規則

であるとか、そういった点を枠内で遵守

しながらも活動に支障を来さないと、そ

して働いておられる方々の意欲をそがな

いような支援体制をつくっていただきた

いなというふうに思います。

　以上で、質問を終わります。

○野口博委員長　三宅委員の質問が終わ

りました。

　山本委員。

○山本善信委員　それでは、質問させて

いただきます。

　とにかく１９年度というのは、一つの

公債費がピークになる年であったという

ことで、非常に財政運営に苦慮されたと

きだと思うんですが、そのときにやはり

基金を温存しながら行革を進めて、しか

も新たな財源を求めていろいろ工夫され

て、企業誘致されたり何かしたり、そう

いったことを重ねながらこの危機を乗り

切って、午前中からの答弁にありました

ように、これから先も必ずしも明るいと

は申せませんけれども、一時期、やはり

これを乗り切ったということは、貴重な

経験になったということだと思いますし、

それだけにその財政運営を私は可とした

いというふうに思います。

　それで、この１９年度について具体的

な話として、税の問題でございますが、

不納欠損について、いつもこの決算では

問題になることですが、今年については

約１億円近い部分が不納欠損ということ

になっておるわけですが、これについて

具体的にこれに至った経緯、なぜこうなっ

たのかということを、いろいろとそうなっ

た原因があろうかと思いますが、そういっ

たことについての経過を説明していただ

きたいというふうに思います。

　それから、要は徴収率を上げていかな

ければならないということも一つである

わけですが、２番目に、徴収率アップに
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ついてさまざまな形で税の公平性を確保

するために、やはり少ない額であっても

きっちりと納めていただくものは納めて

いただくような努力をするということが

大事な話でございますけれども、これに

ついてどんな工夫をされて、その努力の

結果がこういうことになったと、具体的

な事例も含めてお答えいただければとい

うふうに思います。それが２点目です。

　それから、１０５ページになりますが、

過誤納還付金等が７，０００万円余りあ

るわけですが、これについて具体的にこ

の内容、どういう形でこういうことになっ

ているのかということをお聞かせいただ

きたい。

　それから、先ほど選挙のお話がありま

したが、４番目に選挙の話でございます

が、この府会議議員の選挙、参議院の選

挙、知事選挙と、この三つがこの年度に

重なったわけです。若干、年度をまたがっ

てのぎりぎりのところで起こった話であ

ろうかと思いますけれども、全体的にこ

の三つの選挙を比べて、府知事選挙の執

行率が８５％余りということで、府議選、

参議院選のほぼ１００％の執行率と若干

数字が違うようなんですが、これについ

て数字はいろいろ出ていますので、見れ

ばわかるということでしょうけれども、

なぜこういうふうな違いが出てきている

のかということについてお聞かせいただ

きたいと思います。

　それから、次に小学校の跡地活用の問

題について、午前中、弘委員からの質問

もありましたのですが、これはやはり一

番最初にコンサルに出していろいろと検

討してもらってということで、それで住

民の皆さんの納得のいく形で事を構えな

ければならないということから、それの

何もなしにどうしましょうかという意見

を聞くような話は余りよくないと私も思

いますけれども、やはりしっかりとした

市の内部の考え方も持たなければならな

いということであるわけですね。

　学校の統合に関しては、準教育的な観

点からということで、１学年１学級とい

うのは好ましいことではないと、子ども

たちの教育のためにはそういうことでは

いけないということが一番の主題になっ

ていたはずですから、だから財政問題と

か、そういったことに絡んでの話という

のは後からついてきた話のように、表面

はそういうふうに言ってきたわけですけ

れども、現実にそういうことじゃなしに、

統合した上で、経費を節減すると同時に、

場合によれば財産を売却するような話も

含んだ形で事が進められたというふうに

理解をしておるわけです。

　しかし、それだけではいけないわけで、

やはり貴重な財産であることに関しては、

公共施設として長いこと使ってきた部分

については、また次の段階ではそういっ

た形で準教育的に事が構えられた後は、

別の形のやっぱり行政財産として十分に

利用していくだけのことをしなければな

らないと、売却なんて考えることは一切

ならんというふうに私は思っております。

　午前中からの答弁の中にも、若干、そ

ういった売却もあり得るけれども、でき

たら売りたくないというお話もありまし

たけれども、できたら売りたくないとい

う方向はぜひ守っていただきたいという

ふうに思っておるわけですが、これは結

果としてまだ始末がついていないという

のが現状で、しかもスポーツセンターと

して３年間の猶予の中で考えるというこ

とがこれからなんでしょうけれども、こ

の１９年度のいろいろな考え方を踏まえ

て、これからそうしたら具体的にどうす

るのか、午前中からも答弁がありました

けれども、もう一度しっかりとした方向
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づけ、どうすべきなのかということにつ

いて、今現在考えられている考え方をおっ

しゃっていただきたいというふうに思い

ます。

　それから、その次にもう一つ消防の問

題であります。これは、かねがね非常備

消防の問題で、消防団の問題ですね。現

在、消防団の団員さんが、この事務報告

によりますと、３３８名おられると、定

数が３６０ということになっていて、約

２２名の欠員が生じていると。私の近所

の分団でも、１２名のところ、２名の欠

員が生じているんですか、そういうふう

なことで、なかなか補充ができないとい

うようなこと、それから全体の情勢が、

サラリーマンが非常に多くなったり、あ

るいはまた時間的にそういった形で、団

員としての都合をつけられる方が非常に

少なくなってきているという現状の中で、

この団についてちゃんと維持するように

努力しなければならないと。

　しかも、これはなぜ重要になってくる

かということになると、これはいわゆる

各小学校区で地域防災の組織ができつつ

ありますし、できたところもあるでしょ

うし、できないところもある。できたと

ころについても、自治会中心にやってお

られるわけですけれども、消防団がかな

りそれの中心的な存在として努力しても

らわないかんわけですから、そういう大

事な消防団組織が、そういう形の団員の

不足、あるいはまた団員になり手が少な

いという状況を打開しなければならない

ということで努力されているところだと

思いますけれども、この１９年度の結果

はその年度末にまだ２２名の不足を抱え

ておるという話は、これは余りいい話じゃ

ないというふうに思いますし、仮に茨木

市の例にしましても、吹田の例にしまし

ても、団そのものがかなり統廃合された

りなんかして、別の形の組織がえみたい

な形の努力もされているわけなんですけ

れども、そういったことについてどうい

うふうな努力をされ、しかもこのことに

ついてそういった１９年度執行の中でい

ろいろ努力してこられた結果を踏まえて、

これからどういうふうな形の方向性を持っ

ていかれようとするのか、この点につい

てお答えいただきたいと思います。

○野口博委員長　豊田局次長。

○豊田選挙管理委員会事務局局次長　そ

れでは、私の方から選挙管理委員会に係

るご質問についてご説明させていただき

たいと思います。

　府議会議員選挙と参議院議員通常選挙

と知事選挙と、執行につきまして、府議

選と参議院選につきましてはほとんど１

００％に近い、知事選につきましてはな

ぜ低いかというご質問だったかと思いま

す。

　これにつきましては、府議選、参議院

選につきましては、２０年３月議会の補

正減でさせていただきまして、ほぼ不要

な額はそのときに補正で減額させていた

だいたところでございます。

　また、知事選につきましても、確定分

につきましては、そのときに補正減額さ

せていただいたところなんですけれども、

どうしても１月２７日の選挙の執行とい

うことでございまして、１月分とか２月

分に係る人件費等、その他、あと委託と

か、急に突発に要るような原材料費、こ

の部分につきましては、私どももちょっ

と補正の減額ができなかったという部分

がございまして、決算時期に不用額とし

て残ってきたものでございます。

　そういった経緯から、この８５．５％

という数字になってきたという経緯でご

ざいます。

○野口博委員長　北居課長。
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○北居消防本部参事　消防団員の確保及

び今後の展望でございますが、消防団員

におきましては、みずからの地域はみず

からが守るという、その基本精神に基づ

きまして、地域の密着性でありますとか、

要員動員力、本市においては、我々常備

消防の３倍以上おられます。それと、即

時対応力、この三つの特性を生かしなが

ら、一般的な火災防御はもちろんのこと、

大規模災害時や国民保護の場合に住民の

避難誘導と地域の安全を確保するために

果たす役割というものは極めて大きいも

のであると理解しているところでござい

ます。

　ただ、この特性を発揮するためには、

地域の実情に合った団員の確保、それと

分団の存続、これらが必要になってまい

ります。

　現在、消防団員の条例定数は、委員の

ご指摘どおり３６０名でございますが、

これは以前から申し上げております慣例

的な定数、これを取り上げますと、３４

６名がマックスとなりまして、本日現在

で３３２名、充足率は一応９６％という

ことになっております。

　しかしながら、これも委員のご指摘で

すが、サラリーマン化比率が進みますと、

それを見てみますと、約７８％がサラリー

マンでありまして、先ほど申し上げまし

た要員動員力、それと即時対応力、これ

らが欠けておるのも事実です。昼間の地

域防災力の低下が懸念されているという

のも事実でございます。

　そのようなことから、この年度、１９

年度から消防分団長クラスの方と協議を

重ねまして、本年３月に「摂津市消防団

活性化総合計画」、これが策定に至りま

した。

　その中で、人づくり、物づくり、事づ

くり、これを基本計画として、消防団員

の確保につきましては、その一番目の人

づくりとして、この中には、ちょっと上

げますと、「女性消防団員の入団を検討

する」でありますとか、「随時、消防団

員の報酬とか費用弁償を見直し、必要に

応じ改定を定める」「消防団員、その関

係者に対する表彰等の充実に努める」

「消防団員に対する福利厚生の充実に努

める」等々掲げております。

　そして、この本計画が決して計画倒れ

とならないよう、今後におきましても消

防団と協議を重ねながら、消防団の活性

計画、活性推進に努めてまいりたいと考

えております。

○野口博委員長　布川課長。

○布川納税課長　それでは、税の公平性

云々ということで、不納欠損と徴収率の

向上についてご答弁させていただきます。

　本市の不納欠損の状況につきまして、

国民は資産や所得に応じて公平に税を負

担するという義務を負っておるところで

ございますが、病気や経済上の理由など

により納期内納付ができず、滞納となっ

てしまう事案がございます。

　滞納整理の手順といたしましては、ま

ず督促状・催告状の文書発送を行い、次

に電話や訪問などによる納税交渉、納税

相談の結果、事業不振や勤務先の倒産等

の理由で生活が困窮した方につきまして

は、分割納付などの徴収猶予処置をとり

ながら解決を目指しているところでござ

います。

　それでも、なお交渉に応じない、誠意

のない滞納者につきましては、財産調査

を実施いたしまして、差し押さえにより

市税債権の確保に努めております。

　また、居所の追跡調査、財産調査の結

果、本人の居所、財産がともに不明など

の状況であれば、滞納処分の執行を停止

いたしまして、市税の不良債権の処理を
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図っておるところでございます。

　１９年度の不納欠損は、前年度１億１，

３２１万８，４７０円に比べまして２，

２７０万８，４３２円減の９，０５１万

３８円となりました。金額につきまして

は、非常に高額な欠損額であると認識し

ておるところでございます。

　市税の徴収につきましては、鋭意努力

を重ねておりますが、残念ながら時効の

成立などにより、やむを得ず欠損処分と

するものでございます。

　また、市税の徴収率向上のための方策

でございますが、まず現年度課税分の早

期対応と滞納繰越分にあっては、現年度

を含めた滞納整理の取り組みを進めてお

ります。

　具体的には、滞納整理の早期着手、滞

納者の臨戸調査、転出者の追跡調査、財

産調査と滞納処分の強化を基本に行って

おります。

　また、平成１８年度より３カ年、大阪

府より徴収のベテラン職員を派遣いただ

いており、徴収の専門知識、技能の研修

実施や難事案の解決に協力いただいてお

ります。

　ちなみに、大阪府下３２市におきまし

て本市の徴収率の順位は、平成１５年度

は６位、１６年度から１８年度まで５位、

昨年は７位という結果でございます。

○野口博委員長　山口課長。

○山口政策推進課長　小学校跡地活用の

件につきまして、１９年度の経過を踏ま

えまして、今後どのようにしていくのか

というお問いであったかと思いますが、

私どもとしましても、平成１９年度５月

を初めとしまして平成２０年の２月ごろ

まで、地元の皆さん、学校体育施設開放

委員会の皆さん、それからいろんな障害

者団体の皆さんといろんなお話を持たせ

ていただいた中で、最終的に、最終では

ございませんけれども、決まったところ

と申しますのは、体育館を恒久活用する

と、これはもう恒久活用で決まっており

ます。

　ただ、委員ご指摘のとおり、校舎とグ

ラウンド、グラウンドは、これ公共施設

という位置づけではありますけれども、

これは暫定ということで、また校舎につ

きましても、今年度、一部利用を考えて

おるんですけれども、これも暫定という

ふうな中で、平成２３年３月末までの暫

定ということで、この状態をいつまでも

継続して、暫定、暫定ということを繰り

返すということは、これはちょっとでき

ないなというふうに考えております。

　したがいまして、やはりこの２３年３

月末という、この条例に明記されておる、

この期限、この時期を待って議論といい

ますか、検討を始めたら、また同じ轍を

踏みますので、そうではなくて、やはり

まだまとめ切れていないところはござい

ますけれども、地元の皆さんの意見もきっ

ちりとお伺いしながら、この時期までに

きっちりと市の考え方、方針、これを出

すように、先ほど申し上げましたけれど

も、検討委員会、幹事会等で、とりあえ

ず市の考え方、方針をきっちりと出して

まいりたいというふうに考えております。

○野口博委員長　布川課長。

○布川納税課長　申しわけございません、

過誤納還付金についてのご答弁が抜けて

おりました。

　過誤納還付金等は、還付未了償還金、

それから過年度更正還付金、還付加算金

及び配当割及び株式等譲渡所得割還付金

で構成されております。

　還付未了償還金は、重複・誤納等の過

誤納金で、当該年度に還付できなかった

償還金を還付するものでございます。

　過年度更正還付金は、個人の市民税に
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おいて医療費控除等の確定申告による減

額補正が増加した場合、及び法人市民税

において予定申告や中間申告により納付

した税額が確定申告で減少した場合や、

固定資産税の滅失による税額減少で年度

がまたがる場合に還付するものでござい

ます。

　還付加算金は、還付のために支出を決

定した日または充当した日までの期日の

日数に応じ、その金額に平成１８年１２

年３１日までは年４．１％、同１９年４

月１日からは４．４％の割合を乗じて計

算した金額を還付するものでございます。

　配当割及び株式等譲渡所得割還付金は、

翌年、確定申告による更正決定により返

還金が生じた場合に還付するものでござ

います。

○野口博委員長　山本委員。

○山本善信委員　不納欠損について、こ

としの不納欠損処理した分について、ど

ういう具体的な部分が多かったのかとい

うことですね。不納欠損処理した、その

ことを具体的にお聞きしたかったという

ことなんで、その説明をちょっといただ

きたいというふうに思うんです。

　一般的に不納欠損になる場合はどうい

う場合なのかというのは、十分承知して

いるつもりなんですけれども、この具体

的に１億、前は１億ちょっとふえて、今

度は若干２，０００万ほど減ったんだと

いうことなんですけれども、今年度、当

該年度処理できた分の中にどういう形で

不納欠損処理をしなければならなかった

かという部分をお聞きしたかったという

ことですので、できればもう一度お答え

いただきたいと思います。

　それから、ちょっと前後しますけれど

も、今の過誤納還付金につきましても、

中身は今おっしゃったことでよくわかる

んですけれども、その部分で何が多かっ

たのかということ、どういう部分に金額

が多かったのかということですね。７，

０００万余りあるわけですから、その中

で、これが、こういう部分が一番多かっ

たんだということは、今、幾つか起こり

得る可能性のある部分をおっしゃってい

ただきましたんですが、その部分、個々

のまとめができていないということであ

ればもう仕方がありませんけれども、ど

の部分が多かったのかということは数字

で出ていると思いますので、どういう理

由が多かったのかということをお聞きし

たいということなので、もう一度お答え

いただけませんでしょうか。

　それから、選挙に関しましては、ちょっ

と三つの話で、若干またがっていました

ので、おっしゃった意味はよくわかりま

す。

　そういうことなんでしょうけれども、

大体同じような形で、そんなに選挙ごと

に大きく選挙の費用が変わるということ

はあるのかないのか、補正の数字は以前

にお示しいただいていますので、ちゃん

と調べなければならなかったんでしょう

けれども、ずっと今までの選挙の経過の

中で、特に当該年度の三つについて大き

な差があったのか、なかったのかという

ことですね、大体同じような形で推移し

てきたのかどうかということについて、

抽象的な議論でも結構ですので、お答え

いただきたいというふうに思います。

　それから、これも前後しますけれども、

消防団の話です。これは、今、お答えい

ただいたとおり、やっぱりこれから大変

なことで、しかも先ほどからも申しまし

たように、防災組織が各小学校校区ごと

に組織されている。しかし、その中核に

なってもらわないかんところについて、

あやふやな形の、非常に動員力・即戦力

としてなっていかないと。災害そのもの
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はいつ起こるかわからんわけですから、

そういったことについての対応をしよう

とすれば、そういったことに対しての、

やはりそういう対応能力のある方が団員

になっていただくということも必要であ

るわけですし、そういう組織をつくると

いうことも必要ですし、ましてその中核

になる組織のメンバーとして消防団が重

要な役割を果たしていただくということ

は大事なわけですから、これからやっぱ

りそういうことを意識した上で、これか

ら消防団の団員確保に努力いただきたい。

　私も、自分の地域、あるいはまた私自

身も団の経験もありますし、分団長をし

た経験で、地域のことについていろいろ

とやった経験もありますので、ただその

時代とはものすごく団員の確保が難しく

なってきているということも実感いたし

ております。

　しかし、そうしたらそれにかわるべき

ものが何かないのかといったこと等につ

いて、常にやっぱり地域の皆さん方とよ

く話をして、その指導力を発揮しながら

消防団本部としては十分そのことについ

てやっていただきたいということをお願

いしておきたいと思います。

　それから、小学校の跡地活用の問題に

つきましては、これは暫定的な間に決着

をつけるということは、これは当然の話

としていいわけですけれども、私が思い

ますのには、要は活用するのに売る話は

私はないと思うんですよ。

　だから、そのことをやっぱり前提に考

えて、どういうふうに有効に活用するの

かということを、公共用地として活用す

るということをまず第一義的に考えてやっ

ていただかないといかんというふうに思

いまして、財政的にどうだから一部処分

することもあり得るんだと、あるいはま

たそれをほかには回さない、教育に回す

んだから、売ってもいいだろうと、こう

いう形の安易な考え方はしてほしくない

ということを申し上げたいと思うんです。

　これは、地域の皆さん、住民の皆さん

の意見でもあり、また統合について、反

対はありましたけれども、あえてああい

う形になったということは、やっぱり子

どもたちのためということを考えてやっ

た上での話ですから、そうしたらせっか

く長年培ってきた、保有してきた行政財

産として、学校として使ってきた財産を

そんな簡単に処分していいものかという

ことでの話として、そこを基本に考えて

いただかないといかんというふうに思い

ますけれども、考え方の問題ですけれど

も、それについてどういうふうなご見解

をお持ちなのか、お聞かせいただきたい

というふうに思います。

○野口博委員長　暫時休憩します。

（午後２時５７分　休憩）

（午後３時３０分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　答弁を求めます。奥村総務部長。

○奥村総務部長　それでは、私の方から

不納欠損処分の状況についてご質問があ

りましたので、私の方から答弁させてい

ただきます。

　ご質問のように、詳細な部分について

はまだ分析はしておりませんので、大ま

かな回答になろうかと思います。お許し

いただきたいと思います。

　事務報告書の８０ページを開いていた

だきたいと思います。事務報告書の８０

ページのところに、平成１９年度不納欠

損処分状況ということで一覧表に掲げて

あります。

　地方税法第１５条の７というのが、滞

納処分をすることができる財産がないと

き、あるいは滞納処分をすることによっ

てその生活を著しく窮迫させる恐れがあ
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るとき、その所在及び滞納処分すること

ができる財産がともに不明であるとき、

これら要件でこれを３年間継続したとき

には消滅するということで、ここのとこ

ろで落としております。

　それ以外に、地方税法第１８条第１項

につきましては、法定の期限の翌日から

起算して５年間行使しない場合について

は、時効により消滅するということで落

としております。

　ここで、不納欠損額の合計が９，０５

１万３８円というふうになっております

が、先ほど納税課長が申しましたように、

昨年は１億１，３２１万８，４７０円で、

２，２７０万８，４３２円の減というふ

うになっております。

　毎年の推移を見てみますと、大口の不

納欠損処分をしたときには、大きく変動

することがございます。今回も同様に、

昨年から２，２７０万８，０００円ほど

落ちたところでございます。

　この内訳を見てみますと、固定資産税

で４，６７５万７，０００円が減になっ

ております。反対に、市府民税のところ

では３，５４７万９，５１４円の増とい

うふうになっております。

　そういうことで、トータルでは２，２

７０万８，０００円ということで、今の

時点ではこういうことが我々は承知して

おりますが、細かな明細な部分について

はまだ把握しておりませんので、また後

日、詳細な分析をしていきたいというふ

うに思っています。

　それから、徴収率の部分で、１回目の

答弁にちょっと補足をさせていただきた

いと思います。

　徴収率の部分につきましては、平成１

９年度、市税徴収率が９４．９３でござ

います。府下平均では９３．９３という

ことで、府下平均よりも若干上回った徴

収率になっております。

　先ほど言いましたように、府下徴収率

の順位でいきますと、上から７番目とい

うことになりまして、過去６番目、ある

いは５番目、７番目ということで、この

辺で推移しているというふうに理解して

おります。

　ただ、この順位で私たちは甘んじてい

るわけではなし、やはり先ほどご指摘が

ありましたように、税の公平性からすれ

ば、やはりしっかりと徴収していかなけ

ればならないというふうには認識してお

ります。

　ここで徴収率の分で、なかなか変化し

ませんけれども、やはりこの中には口座

振替の問題があるんではないかと我々は

思っております。

　現在、口座振替をしていただいており

ます市民の方の割合で行きますと、市府

民税では１２．７％、それから固定・都

市計画税では１０．９％で、トータル１

１．３％の人の利用がございます。これ

をやはり２０、あるいは３０ぐらいに持っ

ていくことによって、不納欠損額もなく

なっていくんではないかというふうに思っ

ております。

○野口博委員長　布川課長。

○布川納税課長　還付金の件につきまし

て、ご答弁申し上げます。

　昨年、還付金で大口がございました。

市内１号法人の主要企業におきまして、

特許権の侵害によります訴訟示談成立に

よりまして、当該事業年度において特別

損失が生じましたことによりまして、予

定と確定の差額、約２，２００万円の還

付金が発生しました。

　また、ほかにも３社で５００万円相当

の差額還付が発生したために、高額になっ

ております。

○野口博委員長　豊田局次長。
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○豊田選挙管理委員会事務局局次長　そ

れでは、私の方から選挙に係りますご質

問に対してご答弁申し上げます。

　まず、府議会議員選挙でございますけ

れども、これは１８年度、１９年度両年

度にまたがっておりまして、これを合計

いたしますと、２，３６６万８，９３９

円となってございます。

　それと、あと参議院通常選挙では２，

６２１万５，１４４円、それと知事選で

は２，５８０万８，０６３円ということ

で、大体これぐらいの金額で、幾らかの

増減はございますけれども、国・府の選

挙につきましては、これぐらいの金額で

執行させていただいているところでござ

います。

○野口博委員長　寺田公室長。

○寺田市長公室長　それでは、小学校跡

地のことについてご答弁を申し上げます。

　委員がおっしゃっておられますように、

跡地を全く売るということを前提としな

いで活用する方向で検討すればというご

意見でございますが、実は私、学校統廃

合のときには教育委員会におりまして、

学校統廃合に何回となく、味舌・三宅小

学校にもお話し合いに行かせていただき

ましたし、その後、市長公室長になって、

跡地の問題についてもまた三宅・味舌小

学校へ行かせていただいて、いろいろと

地元の皆さんとお話をさせていただきま

した。

　地元の皆さん方の思いとか、あるいは

おっしゃりたいということは十分承知し

ているわけでございますが、そういうこ

とから、今回、直ちに売却ということで

はなしに、３年間の暫定期間の中でさら

に地元の方々との話し合いを持ちたいと

いうことも含めまして決定したことでご

ざいます。

　それと、過日の第３回の議会で同様の

質問もございまして、そのときの答弁を

させていただきましたのも、「３年間の

暫定利用」ということと、それと「学校

跡地につきましては、地元地域での思い

入れもありまして、直ちに売却というこ

とは考えておりませんが、今後の財政状

況などを勘案しながら、３年間の暫定期

間内において判断してまいりたいと考え

ております」という答弁と、２回目には、

今後の学校跡地につきましては、当時の

学校統廃合における議論の一つというこ

とにもなっておりましたので、またこれ

まで、先ほど山口課長が答弁をいたしま

したように、地元関係者との話し合いも

行ってきたこともありますので、その経

過も含めて対応してまいりたいという答

弁をしておりますので、現時点では、本

市の方向は、この答弁、今答弁させてい

ただきました答弁も含めまして、この域

を出ないということでございますので、

よろしくご理解を願いたいと思います。

○野口博委員長　山本委員。

○山本善信委員　不納欠損につきまして

は、今、部長の方からご答弁いただきま

したが、詳細についての分類というか、

そういうことはまだできていないという

ことでございますので、もうこれ以上言

うことはありませんけれども、本当は実

態としてどういうことがそういうことに

なってきたかと、それが法のこれに照ら

してあかんから不納欠損だと、こうなる

んですけれども、その前の前の１番の段

階のときになぜ税金が納められなかった

かということについての話で、どういう

ことが累計的に多かったのかということ

をお聞きしたかったんで、その辺のこと

を知ることによって、摂津市の納税のも

とになる納税者の状況がどんな状況にあ

るかということを知った上で、いろいろ

な形で税の徴収活動をしていただいたら
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という意味から、そういうことをお尋ね

したかったんで、そこまでは詳しくはちょっ

と把握できていないということですので、

しかしよくその辺のところを掌握した上

で無理のないように措置していただけた

らというふうにお願いしておきたいと思

います。

　それから、選挙の結果のことについて

はよくわかりましたし、大体どんな選挙

をやりましても、摂津市の場合では大体

二千四、五百万の民主主義の必要経費と

申しますか、そういうことだということ

で理解させていただきたいと思います。

そういうことで、もう答弁は結構でござ

います。

　それから、跡地利用の問題ですけれど

も、これはもちろん本会議で答弁した内

容から出られないというのは、これは承

知の話でしているんですけれども、ただ

特にこれまでの経過の中で、地域の皆さ

んの思い、あるいはまた統合に至ってき

た経緯、あるいはまたずっと歴史的な経

緯を考えてみまして、どれだけ大事なも

のかということを考えた上での話にして

いただきたい。

　それを十分に勘案した上で、結果的に

どういう形になるかということについて

は、これはまたそれこそこういう形で進

めてこられた過去の先人たちも納得して

いただけると思いますけれども、だけど

そのことが不十分なまま、ただ、今の財

政が苦しいんですから売りますというよ

うな感じのやり方、安易な考え方ではな

いと思いますけれども、そういったこと

に陥らないように、できたらやっぱりそ

ういうことも勘案した上でやっていただ

きたいというふうに思いまして申し上げ

ましたんで、今の答弁以上のものは返っ

てこないと思いますし、できたら公共用

地として公共用地らしく有効に活用して

もらいたいということの希望だけ申し上

げて、質問を終わりたいと思います。

○野口博委員長　山本委員の質問が終わ

りました。

　三好委員。

○三好義治委員　それでは、質問させて

いただきます。

　平成１９年度の決算は、一般質問でも

話をしましたし、それまでの協議会でも

いろいろ説明もいただきましたが、平成

１９年度から会計指標が変わっての初年

度の年であって、これから平成２０年度

にはそれの指標をオープンにしなければ

ならないと、こういったことが義務づけ

られる初年度だというふうに思っており

まして、本会議からいろいろと話を伺っ

ている中で、やっぱり共通認識に立たな

ければならないのが、これまでの経常収

支比率が１００を超えておった部分が１

００を切った９４．９％になったという

ことをどういうふうに思っているかとい

う部分です。

　改めて言うことはないんですが、経常

収支比率の本来のあるべき姿というのは、

７０から８０におさまっておったらいい

と。まだまだこれが高い状況の中で、今

回の決算を迎えたというようなことであ

りまして、これからいろいろと教えてい

ただくのと同時に質問もしていきたいと

思うんですが、今回の平成１９年度の一

般会計の決算概要でお示しされています

４指標について改めて財政当局としての

考え方、この数値を見てからの、それに

ついてお答えいただきたいというふうに

思っております。

　これにつきましては、決算概要の２８

ページに財政指標等で記載をいただいて

おりますが、その中での財政としての見

解をお聞かせいただきたいというふうに

思っております。
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　それから、ちょっと細かくなりますけ

れど、監査報告書の３１ページで、予算

の流用状況というのが記載されておりま

す。この予算の流用につきましては、そ

れぞれ所管が分かれている部分があるん

ですが予算の流用についての決裁は財政

課の決裁だというふうに思っております。

　今年度の流用につきましては、６，０

８５万２，０００円流用されておりまし

て、前年度と比較しても１，２０９万円

が上乗せになっています。

　我々、予算を組む段階では、枠配でそ

れぞれ各課別に与えているということを

伺っておりますが、これだけ流用されて

いるのはどういった理由からか教えてい

ただきたいというふうに思っております。

　それと、ちょっと課がとびながら行く

ことをお許しいただきたいと思います。

総務防災課で、これも事務報告書の４３

ページ、決算概要でも載っているのは載っ

ているんですけれども、車両管理事業と

いうことで載っております。

　いろいろと見てみますと、この車両管

理につきましては、総務防災課が一括で

管理する部分と各課で予算管理も含めて

する部分と２種類あるんですが、摂津市

公用車管理規程を見てみますと、総括責

任者は総務部長になっています。それか

ら、管理責任者は各課の課長になってお

りまして、安全運転管理者並びに副安全

運転管理者を設けるということになって

おります。

　その中で、この車両管理事業で、まず

１点は、強制加入の自賠責保険の方が５

９台しかなくて、任意加入の自動車損害

共済が９７台になっております。本来な

らば強制加入台数が９７台なければなら

ないんではないかなというのが１点疑問

に思っております。これについて、１点

お聞かせいただきたいのと、それからこ

ういった車両管理の中で、総務防災課が

保険加入を一括でやりながら、それぞれ

決算概要を見ますと、燃料費から重量税、

そういった部分につきましては、各課管

理になっていると。その管理のあり方に

ついて、一括管理の定義についてお聞か

せいただきたいというふうに思っており

ます。

　それから、これも事務報告書４１３ペー

ジ、消防関係になるんですが、月別・事

故種別救急出動件数及び救急の搬送人員

の一覧表がありまして、これは救急活動

の中で消防予算にも入っているところな

んですが、その中でとりわけ奈良県の妊

婦の方がそれぞれ搬送、たらい回しになっ

ていろいろな事件があったということが

ありまして、また東京の方でもそういっ

た事件がありました。

　本市ではないとは思いますが、この今

の急病の件数で車両回数が２，３８４回、

この下に書いてあるのは搬送人員２，２

３１名となっておりますが、そういった

中で、特にそういった事例、たらい回し

になった事例がなかったのかという部分

と、妊婦さんとか脳卒中で緊急を要する

場合に、本市の場合にはどこの病院にま

ず連絡をとって行っているのかというこ

とをお聞かせいただきたいというふうに

思っております。

　それから、監査報告書の７６ページか

ら７７ページになるんですが、これも給

料表で見ておったら、概要の方が見やす

かったかもわかりませんが、これは人事

課の関連になってくるんですが、職員給

与が２７億９，６００万ありまして、職

員手当が３２億１，３００万あります。

　その中で、さきにちょっと手元資料で

参考にいただいているのは、職員給与の

平均額並びに職員の平均年齢を平成１５

年から１９年度の平均数値をいただきま
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した。

　今現在、平成１９年度は、給与ベース

で４４万６，０５７円、それから平均年

齢が４６．１１になっておりまして、そ

の中でいろいろ分析してみますと、退職

者数というのが平成１９年度では、定年

退職者が３７名、自己都合退職者が１８

名おられたと。これで５５名が退職され

て、それぞれ一般職の補充は６割でおさ

めるという基本の中で、採用が４１名さ

れました。正規採用者が７３８名に平成

１９年度にはなっていると。その中で、

臨時職員数が９１名と、非常勤一般職が

２２６名になっております。

　その給料が２７億９，６００万で、職

員手当が３２億１，３００万、そのうち

退職手当が約１１億、それと期末手当で

約１２億というふうになっておると思っ

ています。

　その退職手当と期末手当を合算してで

も２３億で、残り１０億が、いろんな住

宅手当並びに残業手当等々に含まれてく

るわけでございますが、一方では、私は

この給与に占める手当の部分が非常に気

になります。

　その中には、調整手当から地域手当に

変わった、１０％が６％に減額になった

部分がありますが、ここ５年間ぐらいで

の職員の可処分所得がどういうふうな推

移になってきたのか、その地域調整手当

を含めて教えていただけないかなと。細

かい話は、２回目の質問で聞かせていた

だきたいというふうに思っております。

　それと、臨時職員と非常勤職員を合わ

せますと３１７名になります。多分、こ

の部分の支払い賃金というのが５億３，

９００万、１人当たり換算いたしますと、

１０数万円ぐらいになってくると思いま

すが、今、いろいろパート労働法並びに

派遣法の考え方が国会の中でも言われて

おります。公の立場の中で、そういう派

遣職員並びに臨時職員に対する考え方を

どういうふうに思っているのか、伺いた

いというふうに思っております。

　それと、行政事務の方で、５５ページ

の監査委員事務局そのものに聞いておき

たいんですが、このいつも楽しみに見さ

せていただいているのが、この監査の審

査意見書でございまして、この監査、一

応は２回ぐらい目を通すんですが、この

中に結びといたしまして、いろいろと平

成１９年度の総括を監査としてされてお

ります。

　毎回気になるのが、監査として、ただ

単なる会計監査でなしに業務監査までこ

こ数年来から入っているというふうに私

も伺っているんですが、そういった中で、

例えば一例といたしまして、前年度も指

摘している部分の中で、市の会計全体で

不納欠損額が非常に多いと、前年度に比

べても増加してきている、収入未済額も

前年度と比べて非常に増加してきている

というようなくだりがありまして、その

減少のためには、普段からの努力を引き

続き積み重ねていく必要があるというよ

うなくだりがあります。監査としてどう

いったアドバイスをし、指摘をしてきた

のか、伺いたいというふうに思います。

　それと、また総務防災課へ返るんです

が、事務報告書の４５ページで地域防災

訓練、いろいろとしていただいて、本当

に助かっているところでございます。

　これは、土日かかわらず、それぞれ消

防の皆さん方、それから総務防災課の職

員、またいろんな方々のご協力をいただ

きながら、地域の自主防災組織が各小学

校で立ち上がったということも伺ってお

りますし、消防ではＡＥＤの配置もでき

てきたと、非常に助かっておるというこ

とでございます。
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　いろんな自主防災訓練に行ったときに、

我々行政としてでも避難地・避難場所を

指定はしているんですが、訓練に参加し

て、その初期消火並びに炊き出しの訓練

とか避難訓練は確かにできるんですが、

ならば避難場所に仮に避難した、避難地

に避難した後、何をしたらよろしいんで

すかというのが指導がないんではないか

なというふうに思うんですが、その点、

我々もなかなかもう一歩踏み込めないん

ですが、そういった避難地に行った場合

にどういった行動をしていけばいいのか

というようなご指導はなされたのかとい

うことをお聞かせいただきたいというふ

うに思います。

　それと、もう１点が歳入での市たばこ

税についてでございますが、企業誘致条

例を設置されて、平成１８年からこの市

たばこ税が入るようになりました。平成

１９年度が２回目のたばこ税でございま

す。

　きょう、決算でございますが、ことし

で３年目になってくるわけですね。そう

いった部分では、還付の関係では５年と

いう定めになっておりますが、そろそろ

どういった方向に持っていくのかという

ことも考える時期ではないかなというふ

うに思っております。この市たばこ税、

企業誘致条例についての考え方について、

お聞かせをいただきたいというふうに思っ

ております。

　それから、決算概要４３ページに広報

板の管理業務委託料が記載されておりま

すが、市の広報板が今現在何カ所ぐらい

設置されて、この管理委託業務の中身に

ついて伺いたいなというふうに思ってお

ります。

　私が見る限りでは、市広報板というの

は毎年目減りをしてきているような状況

であって、管理委託をしながら補修はな

かなかなされていないというのが実態で

はないかなというふうに思っております

ので、その点についてお聞かせいただき

たいというふうに思っております。

　それから、決算概要１９ページの一時

借入金の借入状況についてでございます

が、地方公共団体の財政の健全化が始まっ

たのが、夕張の破綻からいろいろとやっ

ぱりそういった財政が見えるようにして

いこうという部分でございまして、夕張

が破綻した一方での理由というのが、こ

の一時借入金の２期にまたがる、こういっ

た借り入れをした部分があったように伺っ

ておりまして、平成１８年の決算でも話

をさせていただいたんですが、まだまだ

ちょっと気になるのが、予算というのは

４月１日から始まって３月末で締めて、

出納閉鎖が５月で締まるという基本原則

がございます。

　それであったら、その間の中で一時借

り入れでお金がない場合は、５月末で本

来だったら締めるべきではないかなとい

うふうに思うんですが、その関係からい

きますと、財政調整基金から平成１９年

の４月１６日に借りて、１９年の６月１

８日に戻しているわけですね。これは、

出納閉鎖期間を過ぎて、本来は次年度ま

でまたがった借り入れの返済になってい

るんではないかなということが非常に気

になります。

　この財政調整基金の部分と、それから

平成１９年度の４月２２日に借り入れを

して、平成２０年の２月２７日に返した

財産区の積み立ての一時借り入れ、この

一時借り入れが約１０カ月間借り入れを

しているということになっているんです

ね。

　だから、一時借り入れというのは、も

ともと財政法の中で定められた範疇の中

で我々も総額も含めて承認はしてきてい
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るところでございますが、この借入期間

についてというのは、どこまで許される

部分なのか、お聞かせいただきたいとい

うふうに思っております。

○野口博委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　初めに、車両管理の

件でございます。事務報告書４３ページ

に車両管理事業を載せておりまして、自

賠責の保険と強制加入と任意加入の台数

の違いということでお尋ねでございます。

　これは、自賠責保険は、新車の場合で

乗用車タイプで３年、貨物４ナンバーの

場合で２年ということで、２年分先払い、

もしくは３年分先払いをします。車検ご

とに２年分を払うということになります。

任意保険の方は、毎年払うということに

なりますので、その年によって対象とな

る車の数が違うということでなっており

ます。

　ですから、実数として車として何台払っ

ているかと言われた場合には、任意加入

の方の台数をおとりいただくのが正確に

なるのかなと思っております。以上です。

　それから、車両の一括管理の定義とい

うことでございます。車の管理というの

は、非常に台数が多くなればなるほど各

市役所ともに悩んでおるところかなと思

います。

　本市の場合は、総務防災課が直接もっ

て貸し出しをしている車と各課で配置し

ている車と二通りございます。

　市によりますれば、全部、管財課なり

車両課なりをつくりまして、一括にして

全部集中的に管理し、必要な分だけ貸し

出していくというようなやり方もあるよ

うでございますが、本市の場合は、公用

車の管理規程にございますように、公用

車は市長が認めた課に対して配置すると

いうことになっております。

　そうしたら、どう違うのかということ

になります。我々が今やっておりますの

は、任意保険等については総務防災課が

お支払いをしておりますが、一般の修繕

であるとか、車検であるとか、燃料費で

あるとか、こういったものは配置してお

ります原課の方で予算組みをしていただ

いております。

　ただし、そうしますと、配置課の方で

勝手気ままに車両管理をしていればいい

のかということになりますが、これは大

きな違いで、総務防災課としても、先ほ

ども委員の方からありましたけれども、

管理については総括責任者は総務部長、

実務を担うのは総務防災課ということに

なりますので、日常点検でありますとか、

それから車検の日程でありますとか、そ

のもろもろについては、個別のすべての

車両について、もちろん車番もそうです

けれども、把握をしておりまして、各課

に対して指示をしております。

　ただ、日常的なもの、それから安全確

認・安全点検、自分たちでできることに

ついてはしっかり各原課の方で配置され

たところでしてくださいというやり方を

しております。

　一括管理の定義というのは難しゅうご

ざいますけれども、そういう意味で、大

きなくくりでは、全体の方向性を整える

という意味で総務防災課が行い、個々の

車の日々の管理、日常の点検等について

は原課が行い、それに伴う必要経費等に

ついては、各使っている、予算を持って

いる課において予算計上するという、こ

ういう形での今現状になっております。

　そういうふうにして管理をしておりま

すが、事故等がありました場合、よく一

番出てくると思うんですけれども、事故

報告等はすべて総務防災課の方へ至急に

報告をし、原課と協議し、もちろん保険

会社等との協議もしながら対応するとい
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うことで、総務防災課の方としてもでき

る限りのことは原課とともにやっていく

という姿勢でおります。

　続きまして、ちょっと飛びますけれど

も、地域自主防災訓練で避難地・避難所

へということで、自主防のときに非常に

各議員の方々にも当日も寒い中でもおい

でいただいてご協力をいただき、また議

員さんによっては役員としてご活躍いた

だくというようなこともしていただいて

おりまして、我々非常に内情もわかって

いただいていますので、助けていただい

ておるわけですけれども、確かに三好委

員ご指摘のとおり、そういうＡＥＤの訓

練でありますとか、避難所へ集まる訓練

とか、そういうことは確かにやっており

ます。

　ただ、各小学校も相当できてまいりま

して、そういう訓練にはなっておるんで

すが、ご指摘いただいたように、さてじゃ

あ避難所へ行って何をするのかというの

は、これはもう完全に正直言いまして今

まで視点が欠落していたと言っていいと

思います。

　大阪府におきましても、本年の１月に

守口の廃校になりました中学校で避難所

開設の大きな訓練をやっております。

　なぜかと言いますと、これは大阪府下

市町村との共同でやったんですけども、

各市町村ともにその視点が欠落していた

と。欠落ということはちょっと語弊があ

りますけれども、なかなかできていなかっ

たということです。

　さて、どうするのかということになり

ますが、避難所運営マニュアルというの

を今検討しております。これについては、

今、各部等へ回して見ていただいており

ますが、できましたらまたこの委員会の

各委員の方にも見ていただこうと思って

おります。

　この中で、細かいことまでできており

ませんけれども、マニュアルの中で何を

示すかと言いますと、まず避難所の運営

の基本方針と、それから災害対策本部は

何をするのか、それから避難所に行った

職員は何をするのか、またそこに来られ

た市民の方は何をしていただくのか、こ

ういったことを定めることになると思い

ます。

　詳細については、ここで申し上げませ

んけれど、またできた機会に各お示しを

してご説明をさせていただき、当然、自

主防の方々にもこれはお示しをして、市

民の方がいかに動いていただくかという

ことについてもご理解いただきたいなと

いうふうに考えております。

○野口博委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　健全化判断比率と流

用の件につきまして、ご答弁申し上げま

す。

　今年度、新たに地方公共団体財政健全

化法が施行されまして、健全化比率及び

資本不足比率につきましては、今第３回

定例会におきまして報告いたしたところ

でございますが、実質収支は０．７７％、

連結実質収支は７．２８％の黒字となっ

てございまして、実質赤字比率、連結実

質赤字比率はございません。実質公債費

比率は１３．９％、将来負担比率は２６．

５％で、いずれも本市の場合、早期健全

化基準を大きく下回っております。

　さきの本会議で答弁いたしましたとお

り、この比率によって財政健全化団体、

あるいは財政再生団体となります。それ

以外の団体は、健全段階に属する団体と

いうことになりまして、本市もこの健全

段階に属する団体ということになります。

　平成１９年度決算によりますと、健全

段階に属する団体となったことで、財政

状態が健全な団体であるという錯覚に陥
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りがちでございますが、健全段階に属す

る団体には非常に健全な団体から早期健

全化団体寸前の団体まで幅広く存在いた

しておりまして、あえて本市の場合は申

し上げませんが、そういうことになろう

かと思います。

　今後も、行財政改革による歳出削減や

合理化に取り組み、財務規律を維持して、

財政健全化に向けて不断の努力を続けて

まいりたいと考えております。

　それから、流用の件でございますが、

監査報告書の３１ページに流用額６，０

８５万２，０００円、件数２４１件とし

て上がっております。これを監査の方に

聞いておりますと、節内流用は入ってい

ないというふうなことでございまして、

目内流用以上のものが上がっておるとい

うことでございます。これが２４１件と

なってございます。

　それで、流用の内容でございますけれ

ども、平成１９年度、１，２００万ほど

前年度に比べて多く流用しているという

ことでございました。

　金額の件は別にいたしまして、今回、

１９年度に流用しております主な項目を

申し上げますと、庁舎管理の中で公用車

の通路拡幅工事を行いました。これは、

当初予期せぬものとして流用いたしまし

て、工事を行っております。

　それから、法人市民税が１９年度に非

常に高額の還付が発生いたしまして、そ

のために流用いたしております。

　それから、選挙の関係で自書式投票用

紙分類機を購入したというふうなことも

ございます。

　それから、こども育成課の方で当初見

込みより受診件数等が増加したために流

用に至ったというようなこともございま

す。

　それから、もう１件、こども育成課で、

補助事業から委託事業に変わった、予算

の科目の変更というだけの流用もござい

ます。

　それから、公園の維持管理で、トイレ

が使えなくなったということで、これは

修繕でございますけれども、流用したと。

こういった緊急的に流用したというもの

が多くなっております。

　それで、流用の考え方でございますけ

れども、流用につきましては、毎年、予

算査定の過程で本市が実施すべき施策に

ついて決定し、予算編成をして、議会の

方で議決をいただいております。

　予算につきましては、款・項について

議決をいただいているわけでございまし

て、こういったことから、流用につきま

しては、地方自治法で各款相互の流用は

禁じております。項につきましても、予

算の執行上必要がある場合に限って、予

算の定めるところの流用は認めるという

ようなことでございます。これは、予算

書に毎年上げております人件費のうち給

料、職員手当、共済費等の款内の流用と

いうことになります。

　それで、目・節の流用につきましては、

特に定めはございませんが、みだりに流

用は行わないということでございまして、

特に本市の場合、財務規則に定めており

ます。

　財務規則の第１４条第３項でございま

すけれども、人件費に属する経費と物件

費に属する経費は相互の流用することは

できない。それから、交際費を増額する

ために流用することはできない。それか

ら、需用費のうち食糧費を増額するため

に流用することはできない。流用した経

費をさらに他の費目に流用することはで

きないということで定めております。

　それで、こういった自治法、あるいは

財務規則にのっとって我々は決裁をして
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おるわけでございますけれども、実際に

あがってまいりまして、私どもとして気

をつけておりますのは、新規の事業が出

てくるとか、予算査定しておりますから、

それとは全く違った形の事業に流用する

とか、そういうような場合には、第一義

的には議会のチェックを図っていかなけ

ればならないと考えておりまして、そう

いった場合には、流用というのではなく

て、補正予算を上げていただくような指

導をいたしております。

　そういったことでございますので、ご

理解よろしくお願いいたします。

○野口博委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、一時借入金、

過去の経過もございますので、私の方か

ら答弁させていただきます。

　決算概要の１９ページに載っておりま

す一時借り入れの借入状況、ここで上の

二つ、財政調整基金、公共施設整備基金、

これの部分については、平成１９年の同

じ年度の４月１６日から６月１８日です

ので、同じ年度ということで、出納閉鎖

期間ということではございません。そう

いう部分では、年度内の借り入れ、それ

から年度内の償還というふうになろうか

と思います。

　一時借り入れの法的な根拠でございま

すが、地方自治法第２３５条の３の第１

項で「普通地方公共団体の長は、歳出予

算内の支出をするため一時借入金を借り

入れることができる」というふうになっ

ておりまして、第３項におきましては

「同じ会計年度の歳入をもって償還しな

ければならない」というふうに規定をさ

れているところでございます。

　このような一時借入金で、予算上では

最高の限度額を予算で規定しておりまし

て、ご承認していただいた最高限度額の

範囲内での借り入れを行っているところ

でございます。

　それで、財政調整基金や公共施設整備

基金、あるいは財産区財産特別会計の多

額な繰越金、この活用策の一つとして、

一般会計の一時借り入れの資金提供を受

けているところであります。

　以前、ペイオフの関係から１，０００

万円までは元本保証ということで定期預

金の運用を図っておりましたけれども、

財産区財産については、それを超える部

分については、無利子の当座預金となっ

てしまいます。

　そのようなことから、財産区の役員の

方々とお話をさせていただきながら、一

般会計での一時借入金の利用ということ

で、定期預金並みの利率で通年借り入れ

ているところでございます。

　これによりまして、通常財産区財産で

借り入れがなかったならば、銀行の方か

らの高利な利率での一時借入金というこ

とになりますので、その利率の差で一般

会計の利払いも軽減されるということで、

そういうふうにさせていただきました。

　本来でしたら、ご指摘のように、資金

ショートしたときの期間だけの借り入れ

ということになれば、もう少し利息払い

も軽減されるんですけれども、先ほど言

いましたように、それぞれ財産区財産の

役員の方々とお話しさせていただいたと

きに、それぞれ財産区財産の方で縁故関

係のある金融機関の預け入れも強い希望

がございました。

　我々は、財産区財産特別会計も公会計

でございますので、適切な運用、あるい

は有利な資金運用も当然考えていかなけ

ればなりませんので、１年間の通年での

定期預金並みの利率を一時借り入れとし

てお支払いすることで、財産区のメリッ

トも出てきます。それから、一般会計の

利払いの、他の銀行よりも利払いが低く
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抑えられるということで、そういうよう

なことで、双方が合意をして今日に至っ

て資金提供していただいているというこ

とでございます。

○野口博委員長　豊田局次長。

○豊田監査委員事務局局次長　それでは、

私の方から監査委員に係りますご質問に

ついてご答弁させていただきたいと思い

ます。

　監査委員は、公正で合理的かつ能率的

な市の行政運営確保のため、違法、また

不正の指摘にとどまらず、指導に重点を

置いて監査を実施し、定期監査等の場に

おいて具体的にアドバイスをされている

ところでございます。

○野口博委員長　橋本参事。

○橋本秘書課参事　広報板について、私

の方から答弁させていただきます。

　市内に広報板は、現在２１７基ござい

ます。大きな地区別で言いますと、三宅

に６３基、味舌の２４基、味生４６基、

鳥飼８４基の計２１７基となっておりま

す。

　広報板の管理業務につきましては、こ

れまでシルバー人材センターさんに広報

板及びその掲示物の点検を月１回、毎月

月末に実施していただいています。

　広報板の掲示物が乱雑に張られていた

り、その掲示物が損傷、あるいは期限切

れのものが張ってある場合に、整理整と

んもしていただいています。

　１９年度なんですが、広報板の補修関

係で１０基行いました。そのうち１基、

撤去しております。

　また、新たに先ほどのお話なんですが、

ルナ新在家さんで自治会の方に広報板が

ないという申し入れ等も受けまして、流

用いたしまして、新規で１基設置してお

ります。

　広報板の台数につきましては、平成１

４年度以降に新設の凍結をしております

ので、委員ご指摘のとおり、損傷がひど

くなったものについては一たん撤去し、

また新たにつけるところがあり、いろい

ろな理由で撤去いたしております。民地

につけておりますので、そこの利用形態

が変わったために撤去した後、新たにつ

ける場所を自治会さん等とも協議しなが

ら、そのままに放置しての状況で続いて

いるという状況もございます。

○野口博委員長　山口課長。

○山口政策推進課長　市たばこ税につい

て、この企業誘致条例施行、１８年に始

めてことしで３年目ということで、今後、

そろそろ方向性はどうかというご質問で

あったかと思いますが、本市のこの企業

誘致条例でございますけれども、これは

普通税１億円以上で、かつ小売・卸売業

者を広く対象とするものでございます。

ですから、この条例自体は今後も継続し

て施行をしてまいりたいというふうに考

えております。

　ただ、よくあちこちで時限立法という

ふうな言葉がよく使われているようでご

ざいます。これにつきましては、奨励金

を交付する期間が奨励措置の指定を受け

た年度から起算をいたしまして５年間に

限るということでございまして、条例自

体はその後、その奨励期間が過ぎた後も

有効に存在をするものでございまして、

また新たな新規事業者の参入も可能なも

のとなってございます。

　ところで、本市の現在指定している事

業者でございますが、これはもちろんた

ばこの小売事業者さんでございます。

　この普通税のうち、市たばこ税に関し

ましては、平成１６年の地方税法の改正

によりまして、課税定額制というものが

とられております。

　本市の企業誘致条例の運用につきまし
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ては、この地方税法の趣旨にのっとりま

して、課税定額以内での収納をする限り、

違法性はなく、問題はないというふうに

考えております。

　しかしながら、現在、国におきまして

は、２００９年度の税制改正でたばこ税

を大幅に引き上げるというような議論が

起こっております。

　その際に、例えば現在の国・都道府県・

市町村でたばこ税を率で配分しているわ

けでございますけれども、これの配分割

合が変更されたりとか、もしくは根本的

に制度が改正されて、たばこ税に関して

は一たん国が全部引き上げて、それから

配付をするというふうな、こういう可能

性もあるというふうに考えてございます。

　つきましては、私の方から現段階で申

し上げられることとしましては、この今

後の国の税制改正の動向を注視をしてま

いりたいと考えておるということ、そこ

までの答弁ということになりますので、

よろしくお願いいたします。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　人事課に関係いたしま

す２点の質問にご答弁申し上げます。

　まず、ここ５年間の可処分所得のお問

いでございますが、大変申しわけござい

ませんが、可処分所得については、今現

在、詳しい資料を持ち合わせておらず、

予算書の給与費明細に記載をしておりま

す毎年２月１日現在の職員の平均年齢と

その時点での平均給与で、できればお問

いにさせていただきたいと思います。

　５年でございますので、平成１５年度、

平成１６年の２月１日現在でございます

が、平均年齢が、一般会計の給与費明細

でございます。４７．１１歳、平均給与

といたしまして月額４８万９３０円、以

後、１７年２月１日で４８．０１歳、４

７万２，７４５円、１８年２月１日現在

で４７．０９歳、４６万６，２４６円、

１９年２月１日現在で４７．０２歳、４

５万８，２１４円、２０年２月１日で４

６．１１歳、４４万６，０５７円でござ

います。

　平均年齢が若干下がっておりますので、

平均給与も下がっているということがあ

ろうかと思いますが、ほぼ５年間につい

ては横ばいではないかというふうに認識

をいたしております。

　続きまして、臨時職員・非常勤の方々

の考え方というところでございますが、

集中改革プランにおきましても、職員の

適正化の数値の目標の達成のために、業

務のアウトソーシングや行政パートナー

の活用というところが記載をされており

ます。

　人事課といたしまして、やはり今後の

財政状況も考えますと、臨時職員の方、

非常勤職員の方のご協力を得ながら、市

民サービスの維持向上につなげていきた

いというふうに考えております。

○野口博委員長　樋上課長。

○樋上警備第２課長　救急搬送時、複数

回にわたり受け入れを断られるケースの

件につきまして、お答えします。

　東京で起きました産科医、産科救急の

脳卒中の搬送先病院は、本市ではどうい

うところへ搬送したらいいかという件で

ありますが、救命にかかわる脳卒中症状

等は、医療情報端末機などで検索しまし

て三次救命救急センター又は脳卒中等の

脳外科対応の医療機関へ搬送いたします。

　近隣では、三次救命救急センターは三

島国立循環器等があります。また、二次

病院にありましては、済生会吹田、茨木

等があります。

○野口博委員長　三好委員。

○三好義治委員　それでは、２回目の質

問並びに要望もしていきたいと思います。
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また、いろいろ飛ぶかもわかりませんが、

またよろしくお願いしたいというふうに

思います。

　まず、財政の地方公共団体の財政の健

全化でございますが、本当に今回のこの

決算というのは、これが一方での目玉で

はないかなというふうに思っておりまし

て、安易な考えでは、またぞろ平成７年

の危機の折になっていくのではないかな

というふうに思っております。

　ただ、気になるのが、これまでも経常

収支比率が７０から８０が健全だという

ことで、これまでは最高で１１６％まで

いきながら、１００％を久々に切ったの

が９４．９％でございます。そこまで下

がったからということでぬか喜びをして

いるのと違うかなというのが我々ちょっ

と見えるわけですね、一方では。

　その中で、財政調整基金を見ますと、

危機的な状況であった平成１７年の約６

０億ですが、１９年度決算でもそれぐら

いの財政調整基金は残されていると。

　そういう中で、要は私が聞きたかった

のは、今回の地方公共団体の財政の健全

化の中での４指標を見たときに、それぞ

れの委員会でもいろいろご説明もいただ

きましたけれども、それぞれ指標が出て

いるわけですね。

　連結実質公債費から実質公債費、いろ

いろとありますけれども、例えば連結実

質公債費、これは特別会計まで組み入れ

られる中で、それぞれ連結実質赤字比率

だけを見ますと、摂津市の財政というの

は非常に黒字体質に見えかねません。

　しかしながら、それを具体的に見てい

くと、国民健康保険の特別会計並びに公

共下水道会計というのが赤字でございま

して、辛うじてもっているのが水道特別

会計で、その部分が網羅される中で黒字

になっていると。こういったことを、やっ

ぱり決算を含め、予算の中で公にしなが

ら、それぞれ単独会計の中でどうクリア

していくかということをこれからもやっ

ぱりやっていかなければならないと思う

んですね。

　その中で、この決算から少し離れるか

もわかりませんが、中長期の財政見通し

を見させていただいたときに、今日のこ

の財政の工程というのは、冒頭出ていま

したような市税の法人市民税の増とか、

それから今の言われているたばこ税で我々

が息を吹き返したというか、どん底のと

ころからちょっとはい上がってきたとい

うのが今の現状ではないかなというふう

に思っております。

　そういう中では、この財政が各部門に

対する旗振り役として今一番大事なとき

ではないかなというふうに思うんですね、

この平成１９年度の決算を見たときに。

　それで、先ほどご答弁いただいたよう

に、確かに苦しさというか、赤字再建団

体にならなかった喜びというか、それが

どっちにとれるかようわからんような、

今、ご答弁をいただいたんですけれども、

実際、今の摂津市の置かれている状況と

いうのを改めて総務部長、もしくは副市

長からお聞かせいただきたいと思うんで

すが、全国レベルでは、先般も言いまし

たように、赤池町を中心としながら市町

村の中で再建団体でやっていかなければ

ならないというのが指導されますが、大

阪府下においてでもいろいろと出ていま

すね。連結実質赤字比率でやらなければ

ならないのは、寝屋川市、守口市、門真

市、松原市、それから泉佐野市、泉大津

市、柏原市、阪南市、忠岡町、これは我々

の摂津市が平成１７年に同じように肩を

並べておったというか、摂津市の方がも

うちょっと財政が悪化しておった状況で

ありました。
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　こういったところの中で、これは再度

お聞かせいただきたいというふうに思い

ます。今の本当の財政状況というのをよ

りわかりやすいように、それから今後、

どういった財政運営を行っていくんだと

いうことを改めてお聞かせいただきたい

と思います。

　予算の流用につきましては、わかりま

した。

　それから、一時借り入れの状況なんで

すが、一時借り入れの中で、要は３月３

１日に平成１９年度の予算を締めて、出

納閉鎖期間の４月１日から５月末までは

国の補助金並びにいろんな支払いを含め

る、この期間だというふうなことですね。

もちろんそうですよね。

　その部分の中で、ややもすると一時借

り入れをした現年度分の分をそこに回す

というのが、これが夕張の一方での手法

だったんです。

　だから、本来、私はこの一時借り入れ

も、年度間一時借り入れはわかるんです

が、４月から５月末までの一時借り入れ

のあり方、もちろん４月の当年度に市税

収入並びにいろんな交付金が、即、年度

最初の月からおりてくるとは思っていま

せんが、その財政運営がきついから、こ

の一時借り入れを４月から６月の間にやっ

ている。誤解を招くような一時借り入れ

ではないかなというふうに思っているん

ですね。

　だから、この点について、再度考え方

を、なぜこの時期に一時借り入れをして

おかなければならないのか。

　それから、今の財産区財産から借り入

れしている部分につきましては、逆に財

政運営の中で財政当局並びに会計室のご

苦労に敬意を表したいと思いますし、こ

れまでの運営、運用をやっていくのに、

市中都市銀行から借りるよりも、そういっ

たところからやってきたというのは、い

ろんなところでも見受けられます。そう

いったことについては、今後とも財政運

営で可能な限りやっていただけたらとい

うふうに思っております。

　一時借り入れにつきましては、先ほど

の点でもう１点お願いしたいと思います。

　それから、市たばこ税の件でございま

すが、担当課長には失礼でございますが、

これはもう政策判断でございまして、こ

れはもう全会一致で通してきた分でござ

いますが、それはやっぱり今後の財政も

含めながら、のどから手が出るほど欲し

いものでございます。

　ただ、気になるのが、いろんな諸般の

事情の中で、いろんなことの作用もある

んではないかなというふうに思っており

まして、我々も末永くはいただきたいと

いうふうに思っておりますが、行政の政

策的な判断の中で考え方をお聞かせいた

だきたいなというふうに思っております。

　具体的に言っていないのは、お互いが

こういったことの部分の中で共通認識に

立っているということを踏まえまして、

具体的な質問はいたしませんが、その辺

をしんしゃくしていただいてご答弁いた

だきたいなと。

　全体の財政に占める比率から見たとき

のたばこ税ということを見ていただくな

らば、ご答弁いただけるのではないかな

というふうに思っております。

　それと、総務防災課の関係でございま

すが、車両管理関係はわかりまして、い

ろんな車両台数、いろいろとふえてまい

りました。重量税を減らすために、以前

も決算で普通車から軽に変えていったら

どうかということの中で、それは着実に

やっていただいておりますが、結局、も

う一方では、この全体管理はやっていた

だいているのはようわかるんですが、毎
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回気になっているのは、よく事故を起こ

すなと。これだけの車両台数の中で、何

でこれだけ事故を起こしているねんと。

　その中で、安全運転総括責任者という

のが、多分、この中には名前は記載され

ていないんですが、定めなければならな

いというふうになっているんですね。規

則の中に入っているから、皆さんもご存

じだと思いますが、その安全運転総括責

任者が今どなたであって、万が一事故が

あった場合には、先ほど言ったように、

原課でいろいろ事情聴取をし、それから

管理責任者は総括責任者の方に報告をさ

れる。再発防止のために一体どうしてい

るのかと。その中に載っているのが、安

全運転管理者と副安全運転管理者という

のがおられます。

　そういったことの中で、万が一事故が

起きた場合にはどうしてるねんというこ

とを１点お聞かせいただきたいのと、日

常の啓発並びに指導をどうやっているの

かと、車両の日常始業前点検はこれに基

づいてやっているということは十分認識

しております。点検表もありますけれど

も、なかなか事故が減らない。保険を掛

けているから、保険がおりるから、それ

でいいというわけにはいかんと思うんで

すよね。万が一、人身事故になった場合、

人身事故は１件あって、ことしの決算に

も載っていましたけれども、相手方にも

そうですが、ドライバーがなったときに

どうするねんと、こういった責任をだれ

が持ってだれが指導していくんだという

ことが我々には見えてこない。安全運転

管理責任者がこの席におられるんだった

ら、その辺の考え方も聞かせていただき

たいなと。

　それと、もう１点は、公用車で運転を

しながらまだくわえたばこをやっている

方がおられるのを、たまに見かけると。

だれも見ていないようだけれども、すれ

違いざまに見かけるときがあります。こ

の場では、そういったことにつきまして

は、具体的には言いませんが、全館禁煙

にし、指定の喫煙場所を定められている

中で、まず公用車の中でたばこを吸うと

いうのはいかがなものかなというふうに

思います。また、それがドライバーであ

り、助手席に乗っている方であるという

のを見かけております。

　これは、答弁は要りませんけれども、

そういったことが指摘されたということ

の中で、改めて徹底をお願いしたいとい

うふうに思いますし、先ほどの事故の件

を含めて、事故の件はご答弁いただきた

いと思います、処理について。

　それと、総務防災課のもう１点の避難

場所の関係で、運営マニュアルを今作成

中というふうに聞いております。多分、

今、つくられているのは地震のときぐら

いかなと思っていますけれども、何かで

きるところからやっていただいたらいい

んですが、僕らでも地域で避難場所と言っ

ているとこに誘導していくんですけど、

誘導するのはいいんだけど、ここまで来

てから何をしてもらおうというのが実態

です。

　だから、そういった部分では、今の避

難用具を入れているあの倉庫の中身が、

転倒したときに救出をするということが

今基本的な考えになっていますが、そこ

へ何らか滞在ができるとか、待機ができ

るというようなものの発想に立って一方

では今後は考えていかなければならない

んではないかなというふうに思っていま

すので、これは意見として言っておきま

す。

　総合的に、我々でも今、何がベストで、

何をしなければならないというのがなか

なか出てこない。しかし、災害はいつやっ
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てくるかもわからん。これは早急に考え

ていきたいというふうに思っております

し、いかなければならないと思っていま

す。

　それと、人事の関係でございますが、

人事の関係につきましては、人員削減と

いうのは私は余り言いたくはないんです

が、いろいろと改革の中でそれぞれご努

力をされて、正職員が減り、非常勤職員

がふえてまいりました。世の中の趨勢と

して仕方ない部分でありますが、この人

事の中でいくのは、僕はもう捨ててはな

らないのは、やっぱりその中に仕事のや

りがいと生きがいを常にいかに持っても

らうかというのが大事だというふうに思っ

ているんですね。

　そういった中で、朝の話の中でも、ス

キルアップ研修やら、いろいろ外部の専

門職の研修やらということもやられてお

ると思いますが、本当に管理職そのもの

もそれぞれ行事になったら、ついつい最

近は見ますと、どこかの行事があったら、

部課長がぎょうさん出席して、本当に気

の毒だなと思っている部分があるんです、

一方では。

　それぞれが部門が所管別に分かれてい

るんであったら、所管の部長を中心とし

ながら、市の全体イベントのときには一

堂に会してやっていくというメリハリも

つけなければならないなというのが一方

ではあります、これにつきましてはね。

　それは、それぞれ部課長の方々、手当

が上がったから、だから公休出勤手当も

つかないから、出てきなさい。応援体制

をしましょうと言ってでも、やっぱりそ

の辺はメリハリをつけながら、何のため

に部門を分けているねん。部門が中心と

なりながら、そこでやっていく。全体の、

それこそ市制施行４０周年事業みたいな

形でやるならば、全部門職員要請しなが

ら出てくる、こういったメリハリもつけ

た方がいいという感じの中で、職員のそ

ういった今のスキルアップ並びに仕事の

仕方の改革について、人事としてこれか

らどう考えていくのかということについ

て改めて聞きたいというふうに思います。

　先ほど、職員の手当の関係をいろいろ

聞きました。予算書の中に、職員手当の

返還金が出ているわけですね。この職員

の手当全体で３２億ぐらいある中で、期

末手当１２億、退職手当が１１億、残り

１０億の中で、それで数千万が返還され

ている、この返還金とは何であるのかと

いうことを聞きたいと思います。

　もう１点は、調整手当から地域手当に

なって６％まで減らされたと。この近隣

市の平均を見ますと、やっぱり１０％ぐ

らいであり、高いところでは１２％もあ

る。以前にも話もしましたが、この地域

手当を６％に認定をされたということは、

住みにくい市という烙印を押されたとい

うような形であるということを以前にも

指摘させていただいて、それ以降、当局

としてどんな動きをしてきたのかと、そ

の具体的な動きについてお聞かせをいた

だきたいというふうに思っております。

　もう１点が、消防の関係でございます

が、もうちょっとわかりやすくご答弁い

ただけませんかね。

　要は、市民の安全・安心の中で妊産婦

の方が救急車両を呼んだときに、大体、

今言われているところだったら我々だっ

たら何分ぐらいで着くというのがわかる

んですけど、一番近い搬送先で何分ぐら

いで、本当に具体的には何カ所まで、連

携をとっているのが、今言っているよう

な三島救急医療やら、国立循環器病セン

ターとか吹田済生会ですか、そこが満室

の場合はどこまで搬送されるんですかと

いうようなことを聞きたいんです。これ
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が奈良であり、東京であり、他府県であ

る事故の部分なんですよね。

　だから、１時間も２時間もかけて、病

院がありますと言ったところで、手おく

れになったらぐあい悪い。それを今から

セーフティネットの中で確保しておかな

ければならない部分で今質問しています

ので、この辺をちょっとご答弁いただき

たいというふうに思います。

　監査報告についてでございますが、定

期監査で指摘をしているという部分は、

日々の監査業務の中で指摘をし、指摘の

部分も中間のところでは資料をいただい

ています。それについても質問もしたこ

とはあるんですが、ただこういった監査

報告の中で数値だけ並べるよりも、やっ

ぱり次年度に生かす監査報告書ではない

かなということから質問しているんです

よね。この点については、監査の立場か

ら余り言うこともできないと思います。

持ち帰って、また検討していただくこと

を要望としておきますので、よろしくお

願いいたします。

　２回目は以上です。

○野口博委員長　小寺管理者。

○小寺会計管理者　一時借入金について

お答えを申し上げます。

　まず、時期の問題でございますけれど

も、例年、３月につきましては、起債の

償還月に当たっておりまして、１９年度

で申しますと３７億円ございます。それ

から、４・５月につきましては、出納閉

鎖期間でございますので、２年度分の支

出が伴います。したがいまして、３、４、

５が支払い資金に不足を生じる時期でご

ざいます。

　６月になりますと、市税が入りますの

で、一息つけるという状態でございます。

　もう１点、時期的に、１９年４月に借

りたものの償還月でございますが、これ

は先ほど総務部長が申しましたように、

一時借入金につきましては、当該年度に

償還をすること、それから最高限度を超

えないこと、この二つの要件が定められ

ておりますので、平成１９年４月に借り

ました１０億円につきましては、平成２

０年５月３１日までに償還すればよろし

いということになります。

　ただ、資金不足が解消されました６月

１８日に現実には償還をしております。

　それから、もう１点、夕張市の事例を

引用されたのですが、摂津市の一時借入

金につきましては、借入先がすべて自前

でございます。いわば内部資金の運用で

ございます。夕張市の場合は、これがす

べて外部機関、市中銀行からの借り入れ

でございまして、摂津市の場合はこれは

一時借り入れと申しましても、対外的な

債務は１円たりとも発生をしておりませ

ん。夕張市の場合は、借りたら借りるだ

け借金が膨らんでいると、こういう状況

でございますので、同じ一時借入金でも

内容が全く異なるものでございますので、

ご安心をいただきたいというふうに思い

ます。

○野口博委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　私の方から、車の方

のお話にお答えをさせていただきたいと

思います。

　ちょっと言葉のところで、安全運転管

理者につきましては、総括安全運転管理

者という設置の仕方はしておりません。

管理運用についての総括責任者は総務部

長、安全運転管理者につきましては各部

で、多数車を持っている課については正

の安全運転管理者と副の安全運転管理者

を設置しております。

　と言いながら、安全運転なんですけれ

ども、ご指摘のように、事故、もちろん

１００％市の公用車が悪いということで
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はない事故もございますけれども、こすっ

たり当てたりということもございます。

やっぱり、これは不注意としか言いよう

がないんですけれども、我々もそういう

報告がありましたら、当然厳しく注意を

いたしますし、所属長の方にも注意をす

るように呼びかけておりますが、なかな

か減らないということです。

　確かに、特にトラック等につきまして

は、そういう問題、特に後方の確認等の

問題もありまして、一つの対策といたし

まして、ことし、貸出用のトラック以外

にも各課で持っておりますトラック、２

トンのトラックですけれども、全車にバッ

クモニターをつけております。これも一

つの安全対策として行いました。

　と言いながら、機械だけに頼るのでは

なく、後方確認・安全確認が基本でござ

いますので、折に触れ注意をしてまいり

ます。

　また、市全体の公用車の指導につきま

しては、以前の消防での大きな事故があ

りましたので、それ以降につきましては、

各四半期ごとに１回、運転免許証の確認

を行う、また安全運転の当然講習会であ

りますとか、点検でありますとかという

ことを行っております。

　また、そういった面で、より一層徹底

していきたいと思いますし、運転に関し

ては答弁は要らないということでありま

したが、くわえたばこなんていうのはもっ

てのほかでありまして、全車、当然禁煙

という中でしておりますし、そういう態

度自体が事故を引き起こすことにつなが

ると思いますので、より一層また注意を

していきたいと改めて思っております。

○野口博委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは平成１９年度

決算を終えて、今後の財政のあり方や考

え方についてのご質問がございましたの

で、私の方から答弁させていただきます。

　ご承知のように、平成１９年度決算を

終えまして、財政健全化法に基づきまし

て、いわゆる早期健全化基準、あるいは

財政再生基準、超えているか超えていな

いかということで、第３回定例会のとき

に議会の方に報告をさせていただきまし

た。これら４指標については、すべてク

リアしております。

　ただし、すべてクリアしておりますけ

れども、これは法定されました最低限の

一応基準であろうというふうに思ってお

ります。これをクリアしたからと言って

も、財政に問題はないのかということに

はならないとは思います。

　今後については、やはり自主的にいろ

んな財政指標を使いながら、分析もしな

がら、やはり検討していかなければなら

ないというふうに考えております。

　従前、私どもの財政状況の一番逼迫の

原因としましては、やはり多額な公債費

償還にあろうというふうに思っておりま

す。

　これも皆さん方ご承知のことと思いま

すが、実質公債費比率では、平成１９年

度決算では、都市計画税の特定財源扱い

から１３．９％と一挙に低下いたしまし

た。しかし、この数字をもってしまして

も、大阪府下各市の平均値８．７でござ

いますので、まだまだ高くワースト５位

というような位置づけでございます。

　普通会計等の公債費償還金でございま

すが、平成１７年度決算額では６４億２，

６６０万円と、過去最高額になっており

ました。平成１７年度が、いわゆる公債

費の償還のピークでございました。

　平成１９年度になりますと、これが３

９億１，６７０万ということで、１７年

度と比較いたしますと、差が２５億円と

いう減になりました。
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　それぞれ、こういうふうに公債費が非

常に償還が多額になっておりましたけれ

ども、だんだん下がってきました。やは

り先ほど言われましたように、この四つ

の指標以外に、例えば経常収支比率とか、

あるいは従前から計算方法の変わってお

りません起債制限比率等々もやはり我々

は注意をしていかなければならないとい

うふうに思っています。

　以前、起債制限比率につきましては、

平成１７年度のときに繰上償還をさせて

いただきました。これで、平成１９年度

の決算については、起債制限比率、３カ

年平均ですが、１７．７というふうにな

りました。平成１８年度決算では１９．

９ということで、もう２０％を超える寸

前となっておりました。もし繰上償還を

しなかったら、２０％を超えていて、一

般単独事業も制限されているというよう

な事態になっておりました。

　それで、今後につきましても、起債制

限比率、これをしっかり見ていきたいと

いうふうに思っています。

　それから、経常収支比率でございます

が、これも先ほどご指摘がありましたよ

うに、いわゆるたばこ税の増収とか、あ

るいは公債費の償還の減とかということ

で、歳入歳出それぞれ好転をしておりま

す。９４．９％ということで、かなり削

減になっておりますが、これも資本費平

準化債の発行によって公共下水道の繰出

金の削減、それからたばこの増収という

ようなことがありまして、下がっており

ます。

　もし、これら両方がなかったならば、

経常収支比率は１０７．０というふうに

なろうかと思っております。

　この経常収支比率でも、あるいは起債

制限比率でも、やはり財政を預かるもの

としましては、根底はやはり収支均衡と

いうふうに思っております。経常収支比

率が高くなれば、もちろん収支は均衡し

ていかなくなりますし、起債制限比率に

つきましても同様だというふうに思って

おります。収支均衡するために、今後ど

うするのかということになります。

　今まで、公債費の償還で非常に四苦八

苦しておったんですけれども、そうした

ら収支均衡するために公債費の発行を今

後どうしていくかというふうなことが問

題になろうかと思います。

　もちろん、公債費の部分につきまして

は、一般財源を補完する重要な財源でも

あることは確かでございます。それで、

起債を発行することによって、事業進捗

もスムーズにいくというようなことも確

かでございます。それと、基金の温存を

どういかにバランスよく図っていくかと

いうようなことが我々に課せられた問題

であろうかというふうに思っています。

　ちなみに、ことしの第２回定例会のと

きに、吹操跡地の用地買収購入費を予算

計上させていただきました。このときに

計上させていただきました吹操跡地の財

源としましては、半分は基金からの繰入

金、それから半分は起債の発行というこ

とにさせていただきました。

　公共用地先行取得の部分につきまして

は、起債充当率１００％ですが、本来で

したら１００％の起債充当ということで

予算措置するんですけれども、先ほど言

いましたように、今後の公債費の償還の、

要は減を図っていかなければならない、

あるいはすべてが基金になりますと、今

後の財政運営にも支障を来すということ

で、それぞれ半々の財源内訳で予算措置

をさせていただきました。

　今後、財政運営に当たりましては、基

金とそれから公債費のバランスのよい発

行と基金の温存、これが我々の課せられ
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た使命かなというふうに思っています。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　人事課に関係いたしま

す数点の質問にご答弁申し上げます。

　まず、１点目の職員数が減少する中で、

今後の仕事のあり方、改革等についてで

ございますが、委員ご指摘のように、当

然職員数が減少している中でも、市民サー

ビスに向上するために、職員個々がモチ

ベーションを保ち、個々人のスキルをアッ

プしながら日々の業務に邁進するという

ことは当然のことであろうかと思います。

　また、平成１８年３月につくりました

「人材育成基本方針」におきましても、

目指す職員像といたしまして、「誠実か

つ公正で市民の方から信頼される職員」

「市民の立場、また目線で物事を考える」

等々、５点の目指す職員像を掲げており

ます。

　こういう職員になっていただくために

も、人事課といたしまして研修等、これ

からスキルアップ、モチベーションにつ

ながるような研修を今後とも行ってまい

りたいというふうに考えております。

　２点目の職員手当の返還金でございま

すけれども、本来、返還金と言いますの

は、何らかの申告の間違いがあったもの

の返還金が多ございました。

　従前は、基本的には扶養手当、扶養に

入れておられましたが、年収を振り返っ

てみれば１０３万を上回ったということ

が後日発生する場合が多くございます。

そういうことで、それに伴う地域手当等

の返還がほとんどでございましたが、平

成１９年度におきましては、休日勤務の

手当が約５００万円、返還金としていた

だいております。

　これは、消防職員さんの年末年始の業

務の関係、輪番制と申しますか、朝９時

から次の日の朝までお仕事をしていただ

いた場合、年末年始にお出になった場合、

年末年始が終わって、次の出勤をされた

場合に、休日勤務手当をお支払いをいた

しておりました。

　我々としても、これが間違いではない

という形で従前から処理をしておったん

ですが、国の方からもう一度見直すよう

にというお話がございまして、消防本部

の方でいろいろ精査し、近隣の消防本部

等々の状況もお調べになられて、５年間

分の休日勤務手当を返還するに至ったと

いうことで、金額的に１９年度に限り多

くなっている状況でございます。

　詳細については、消防の方からお答え

をさせていただけたらなと思います。

　近隣各市で、同じような形で返還金５

年分をしたということでは伺っておりま

す。

　続きまして、地域手当の１０％から６

％のその後の動きでございますが、人事

課といたしましては、やはり市長会にな

るべく取り上げていただくよう要望を上

げているところでございますが、なかな

か摂津市一つの市の動きが府下全体に広

がらないというのが現状でございます。

　また、副市長におかれましても、北摂

の副市長会の方で北摂を挙げてという動

きもしていただいておりますが、なかな

か他市が本来１２％ですけれども、１０

％でとめておられるとかというような関

係がございますので、なかなか北摂全体

の動きにもならないということでござい

ます。

　ただ、本市といたしましては、やはり

北摂の中で市として１０％未満であるの

は摂津市だけでございますので、府下全

体の動きになるように、毎年、市長会の

方に摂津市としては要望を上げていきた

いというふうに考えております。

○野口博委員長　寺田公室長。
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○寺田市長公室長　たばこ税についての

行政の基本的な考え方ということで、ご

承知のとおり、先ほど答弁いたしました

ように、この制度、課税定額がこのまま

続くようにというのは我々の願いでござ

いまして、この課税定額というのは、基

礎人口が大体主に算定をされておりまし

て、それの３倍までいけるということで、

この３倍というのは、聞いておりますと、

観光地等を配慮したと、人口以上に住民

の方が来られるということで３倍までと

いうふうに決めているそうでございます。

　今の条例からいきますと、願わくば我々

としては、今のたばこ業者が５年の奨励

金がなくなってもそのままいていただく

と、奨励金なしで税が入ってくるという

ような方が一番いいんですが、それも考

えにくいだろうということで、さすれば

次、この同一業者に引き続いていていた

だこうとすれば、やはり奨励金の５年間

措置、５年間を引き延ばすという、これ

は条例改正が必要であります。

　もう一つは、先ほどの答弁にもありま

したように、新たな業者が参入していた

だくと。これについては、果たして新た

な業者というのは見つかるかどうかとい

うのは、まずわからないところでござい

ます。

　いずれにいたしましても、我々として

は、この市たばこ税、この措置について

は、ぜひこのまま継続したいという気持

ちは変わりません。

　今後、いろいろと国の制度等が変わろ

うとも、もしこれが継続できるようであ

れば、まず第１に議会の皆様方のご理解

が絶対必要でございますので、そのこと

を含めまして、今後、この条例等につい

て考えていきたいというふうに考えてお

ります。

　それと、もう１点、地域手当のことで

ございますが、先ほど答弁いたしました

が、我々といたしましては、この地域手

当の決め方はどうも納得いかないという

のは、これは答弁でいたしておりまして、

北摂以外でいきますと、例えば大阪狭山

が１０％でございまして、それに対して

岸和田が６％、和泉市６％、泉佐野が６

％、これはどう考えても、なぜこのよう

な差になるのかと、我々の６％も含めま

して、南の岸和田とか、そういうところ

は果たしてこれで納得しているのかなと。

　これについては、府の方から国の支給

率に合わせなさいという指導がございま

して、もうすべての自治体で条例上は皆

改正はいたしました。ただ、しかし経過

措置を設けて、１％ずつ落としていくと

か、そういう措置は設けておりますが、

いずれ国の支給基準に各市すべて並ぶと

いうことになろうかと思います。

○野口博委員長　明原参事。

○明原総務課参事　先ほどご質問ありま

した過払いの件について、消防本部総務

課としてのご答弁をさせていただきたい

と思います。

　過払いの問題となりましたのは、休日

に週休となりました変則勤務者の休日給

の支払いについてでございます。

　休日給の支払いにつきましては、本市

条例で、一般職の職員の給与に関する条

例第１８条に規定されておりまして、こ

の規定は国の一般職の職員の給与に関す

る法律に準拠したものとして制定されて

おります。

　そこで規定されております内容といた

しましては、「毎日曜日を週休日と定め

られている職員以外の職員」、具体的に

は、我々消防の隔日の変則勤務者となり

ますが、「その職員にあっては、国民の

祝日に関する法律による休日が週休日に

当たるときには、その直後の勤務日等に
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休日勤務手当を支給すること」とされて

おります。

　具体的に申し上げますと、本年１２月

２３日は天皇誕生日でございますが、こ

の日に隔日勤務の消防職員が週休日とい

うふうになっていて、直近の１２月２５

日に勤務に出てきた場合には、この１２

月２５日の勤務に対して、条例で定める

休日勤務手当を支給することとされてお

ります。

　しかしながら、法律では国民の祝日以

外の年末年始の休日が週休日に当たって

も、その直後の勤務日に休日勤務手当は

支給はできないというふうに定められて

おります。

　例えば、１月３日、これは年末年始の

特別休暇期間中です。これは本市の条例

で言う休日ということになりますが、国

民の祝日に関する法律による休日ではご

ざいませんので、隔日勤務者の消防職員

が週休日となっておりまして、直近の１

月５日に通常勤務した場合でも、休日勤

務手当を支給することはできないという

形になります。

　例規を検証いたしますと、平成２年８

月以前は、本市の条例で、この年末年始

の休日にあっても同様に休日給は支給で

きると規定されておったんですが、この

平成２年９月１日改正以後も、国民の祝

日に関する法律による休日と本市条例に

規定する休日を同等に扱い、従来どおり

の支給をしてしまったために発生してし

まったものでございます。

　平成１９年の９月２７日に大阪府から

年末年始の休日が週休日にあたる場合の

休日勤務手当の取扱いについて、国から

府あての文書を添付して通知がありまし

て、我々、初めて事に気づきまして、大

阪府に照会内容を確認いたすと同時に、

本市の支払い状況も点検しながら、府下

消防本部の現況を聞き取りし、それが過

払いであるとなっていることを認識いた

しました。

　事後処理につきましては、先ほど人事

課長が申し上げましたとおり、地方自治

法に定められた金銭債権の時効、これは

５年になっておりますけれども、この５

年をさかのぼり、平成１４年の年末から

の過払い実績を洗い出しまして、退職職

員７名を含む該当職員８５名に対し返還

の協力を求め、全員が応じていただいた

ものでございます。

　なお、近隣市では、茨木市・高槻市な

ども返還処理をいたしたと聞き及んでお

ります。

○野口博委員長　樋上課長。

○樋上警備第２課長　救急搬送の時間と

搬送病院について、お答えいたします。

　１９年度、救急搬送時間につきまして

は、各地から病院収容までの平均時間は

２６．３分で、その中で産科救急は２９．

４分でありました。

　また、搬送病院でありますが、通常、

妊婦の場合、かかりつけ病院へ連絡し、

搬送しています。かかりつけ病院がない

場合、医療情報などで検索し、近隣の病

院へ搬送しています。

　産科の具体的な搬送病院は、高槻病院、

北摂病院、済生会茨木病院、済生会吹田

病院、淀川キリスト教病院等々でござい

ます。

　搬送時間につきましては、高槻市・大

阪市・吹田市・茨木市で１５分から３０

分ぐらいで傷病者を病院まで搬送してい

ます。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　ご説明漏れがありまし

たので、１点追加でご答弁させていただ

きます。

　今、消防本部の方からご説明いただい
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た返還金でございますが、やはりお一人

５年間分さかのぼる関係上、どうしても

金額が大きくなるという中で、個々職員

といろいろ人事課、消防本部も詰めまし

て、１９年度のみでなく、２０年度の時

点でも一部返還金が生じるという形で、

約１２７万９，０００円につきまして、

２０年度決算の方に返還をしていただい

たということで、来年度につきましても、

今年度ほどの額ではないですけれども、

若干の額が上がってくるということでご

ざいます。

○野口博委員長　暫時休憩します。

（午後５時１２分　休憩）

（午後５時１３分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　三好委員。

○三好義治委員　２回目の質問で、１項

目をちょっと忘れておりまして、その部

分だけを質問させていただきたいと思う

んですが、広報板の管理業務委託料の関

係で、非常に失礼なことをいたしました。

　広報板の管理業務委託料で２１７基が

今設置をされているということと、平成

１４年度から凍結をしてから広報板は一

切取りかえていないということの中で、

管理業務委託はシルバー人材センターに

委託をし、掲示板の取り外しやら、いろ

いろやっているというふうに伺っており

ます。

　地域の実態を見ますと、相当、コーナー

部分が剥離をしたり、張るに張れないよ

うな今実態でございまして、こういった

管理業務委託は、実際はそこの掲示板に

資料を張っているのは、行政から来るい

ろんなポスター関係については自治会経

由の中で、自治会がいろんなポスター関

係、案内文を掲示しております。

　こういった管理業務委託については、

自治会の方にゆだねて、いざとなったら

自治会の方から修理依頼等を出していた

だくようなことはできないものかという

のが１点でございますし、それから行政

として今パブリックコメントをどんどん

どんどん推進はしているんですが、本来

あるべき姿というのは広報広聴活動でご

ざいまして、従前からある、この広報板

というのは、今まで一番地元の密着型の

広報板でございます。この広報板がどん

どんどんどん減少してきているのをその

まま野ざらしにしているという、この実

態はいかがなものかなと思います。

　広報板の増設並びに現在の広報板とい

うのが、照明も一切ついておりませんで、

ついているところは、地元でつくったと

ころがついている部分はあるんですが、

大概、照明もついておりません。

　一方では、今、防犯活動の中で防犯灯

をつけながらいろいろやっておりますが、

こういった広報板の考え方も、夕方、夜

でも見ていただけるのと同時に、防犯活

動の一助につながるようなこともしてい

ただけたらなということで、質問という

より要望とさせていただいて、２回目の

質問を終わりたいと思います。

○野口博委員長　そうしましたら本日の

委員会はこの程度にとどめ、散会します。

（午後５時１５分　散会）

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り、署名する。

　総務常任委員長　　野　口　　　博

　総務常任委員　　　川　端　福　江
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